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は　じ　め　に

　世界的に食料安全保障上のリスクの高まりや地球環境問題への対応等、我が国の

農業を取り巻く情勢が変化する中、国は食料・農業・農村基本法を制定後初めて改

正し、その改正法が2024年６月５日に施行されました。

　これを受け、農林水産省は2024年11月の食料・農業・農村政策審議会企画部会に

おいて、農業経営体が2020年の108万経営体から2030年には54万経営体に半減する

との見通しを示しました。

　新規就農者数も減少傾向で同省の調査結果によれば2023年は43,460人となり、直

近２年間で17％減少しています。特に新規就農者の７割を占める新規自営農業就農

者（親元就農）が大幅に減少しています。

　改正基本法の目指す食料安全保障の確保のためにも、産業として農業を継続・発

展させるためにも、農業経営体の確保が最重要課題のひとつであり、そのためには

新規就農者の確保・育成・定着への取り組みに、国、地方自治体、関係機関・団体

が一体となって取り組むことが肝要です。

　このような中、一般社団法人全国農業会議所・全国新規就農相談センターでは、

1996年度以降、３～５年おきに新規就農者（就農後概ね10年）を対象にした新規就

農者実態調査を実施し、新規就農者の新規参入支援や経営発展に向けての課題など

を明らかにしてきました。

　今回で８回目となる本調査の実施にあたっては、回答をいただいた新規就農者の

方々はもとより、市町村新規就農関連部局及び市町村農業委員会、都道府県農業会

議、都道府県農業経営・就農支援センターなどの新規就農支援に取り組む方々にご

協力を賜りました。

　また、本調査の調査設計・分析・とりまとめ等にあたっては、東京農業大学教授

の堀部篤氏、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の澤田守氏、福島

大学准教授の高山太輔氏に多大なるご尽力を賜りました。

　この場を借りて、厚く御礼を申し上げます。

　本調査結果が、今後の新規就農希望者や新規就農相談機関の活動の参考となり、

新規就農支援対策の一助になれば幸いです。

　2025年３月

一般社団法人全国農業会議所

全国新規就農相談センター
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Ⅰ 新規就農者の就農実態の概要 

 

１．調査方法及び回収数等

１）目的及び調査項目

本アンケート調査は、就農してから概ね 年以内の新規就農者を対象として、就農の経

緯や経営概況、農業経営の展開方向についてたずね、今後の新規就農者の取り組みや、新

規就農支援における課題を探ることを目的としている。前回（ 年度）調査では、非農

家出身の新規参入者（独立就農、土地などを独自に調達した者）のみを対象としていたが、

本調査では、親元就農者（経営継承者）についても対象としている。

アンケート調査の実施要領は表 のとおりである。調査項目は、①回答者属性（就農準

備資金・経営開始資金等（農業次世代人材投資資金、青年就農給付金を含む）の受給状況）、

②就農の経緯と具体的な取り組み、③農業経営の状況（就農時・現在）、④地域農業や地域

活動との関わり、の 項目である。

２）配付・回収方法

これまでの調査方法や予算の都合等から、①就農準備資金・経営開始資金等受給者のう

ちの新規参入者約 千名、②同資金非受給者のうち新規参入者約 千名、③同資金受給者

のうちの親元就農者（経営継承者）約 千名へ調査票を配付することにした。調査票は当

会議所へ直接返送する方法とし、回答内容について、調査員等による確認は行っていない。

配付・回収方法の違いによる影響を減らす観点から、以下の方法で配付・回収を行った。

なお、石川県６市町（七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町）の在住者は、

能登半島地震による甚大な被災状況を鑑み、今回調査の対象外とした。

新規参入者においては、継続性を把握する観点から、前回（ 年度）回答者のうち営

農を継続していて、かつ本調査に協力する意思のあった者（就農準備資金・経営開始資金

の受給者 名、就農準備資金・経営開始資金の非受給者 名）について、上記①ま

たは②の内数とし、直接、郵送・配付し、返信用封筒にて回収した。

就農準備資金・経営開始資金等の受給者については、全国農業会議所が就農準備資金・

経営開始資金等の受給者を管理しているデータベースからランダムに対象者を抽出し、直

接、郵送・配付し、返信用封筒にて回収した。就農準備資金（旧 農業次世代人材投資資

金 準備型）の対象者は、調査時（ 年 月）に受給を終了し、かつ、雇用就農以外で

就農している者、経営開始資金（旧 農業次世代人材投資資金 経営開始型）の対象者は

年度以降に受給し、かつ、調査時点で農業に従事している者とした。最終的な配付数

は、①就農準備資金 名（うち新規参入者 名、親元就農者 名）、経営開始資金

（両方とも受給を含む） 名（うち新規参入者 名、親元就農者 名）、合計

名である（表 ）。

新規参入者の就農準備資金・経営開始資金の非受給者について、市町村別の就農関連部

局または農業委員会への配付数は農林水産省『新規就農者調査』の情報に基づき算出した。

市町村の就農関連部局または農業委員会は、その配付数に従って対象者を選定し、調査票
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を配付し、全国農業会議所宛返信用封筒にて回収した。非受給者の配付数は 名（前

回回答者含む）である。

表 新規就農者の就農実態に関する調査実施要領

表 のとおり、受給者への配付数は、都道府県別では、北海道、青森県、長野県、福岡

県、熊本県、鹿児島県などが多くなっている。非受給者への配付は、 名である。青森

県、茨城県、千葉県、長野県、兵庫県、福岡県、熊本県、鹿児島県、沖縄県などが多い。

調査名称 令和６年度新規就農者の就農実態に関する調査

調査項目

①  回答者属性

営農場所、居住地、就農前居住地、出身地、性別、同居世帯員数、農業高校

または農業大学校の進学の有無、最終学歴、農業との関わり、経営継承理由、

就農前の就業状況、配偶者の有無と農業への関わり、就農準備資金・経営開始

資金の受給状況、経営発展支援事業助成金の受給状況

②  就農の経緯と具体的な取り組み

就農までの期間、就農理由、就農地選択理由、就農時に苦労した点、就農情

報の収集先、技術習得の内容、農業法人での就業経験、就農に要した費用、就

農のための自己資金、資金の借り入れ、住宅確保、経営継承の有無と内容、公

的支援措置の利用状況

③  農業経営の状況（就農時・現在）

農地・施設面積、飼養頭羽数、主な経営作目、売上高・所得、労働力、販売

先、有機農業への取り組み、所得の確保状況、経営・生活面での課題、就農後

の相談先と研修、今後の農業経営の展開、認定新規就農者・認定農業者制度の

利用、農業経営の法人化、納税申告、保険加入、家族経営協定

④  地域農業や地域活動との関わり

作業受託、集落営農のオペレーター、新規就農者間の交流

調査対象

【新規参入者】

① 非農家出身で、新たに農業経営を開始した者

【親元就農者】

② 親（三親等以内の親族（配偶者の親等を含む）「以下同じ」）の農業経営を継

承（全部または一部）して農業経営を開始した者

③ 親の農業経営とは別に新たな部門の経営を開始した者

※夫婦等で共同経営を行っている場合は、いずれかひとりが回答。

※親の自営農業に従事している者は、対象外。

調査方法

①  就農準備資金・経営開始資金等受給者

データベースから約 万人をランダムに対象者を抽出。直接、郵送・配付し、

返信用封筒にて回収。

②  就農準備資金・経営開始資金等非受給者

全国農業会議所が算出した市町村別の対象者に応じて、市町村・農業委員会

が対象者を選定。全国農業会議所が郵送した調査票を対象者に送付して返信用

封筒にて回収。市町村等への配付数は、配付数を 千人に設定し、農林水産省

『新規就農者調査』の情報に基づき配分した。

※前回（ 年度）調査回答者のうち、本調査に協力の意思があった者には、直

接、郵送・配付し、返信用封筒にて回収（① 人② 人）。

配付数

・回収率

①  配付、 回収（回収率 ％）

②  配付、 回収（回収率 ％）

集計対象（対象者定義により） （有効回答率 ％）

調査時点 年８月
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表 都道府県別および就農準備資金・経営開始資金別の配付数

注）両方とも受給した者は、経営開始資金に分類されている。

非受給者の配分は農林水産省大臣官房統計部「新規就農者調査」の情報に基づき

全国農業会議所において算出

３）調査・分析対象者と回収数

本調査は今回で 回目となる。 ～ 回目の調査では、新規参入者（非農家の出身者が農

地の権利を取得する等して、新たに農業経営を開始して就農するタイプ。ただし、農家出

身であっても、実家の農業経営とは別に農地の権利を取得する等して、農業経営を開始し

て就農した者も含む）を対象に実施した。 ～ 回目調査では、新規参入者とあわせ、実家

の経営に就農・経営継承した農家子弟（いわゆる「親元就農」、基本的には青年就農給付金

受給者）も調査対象に加えていた。 回目となった前回（ 年度）調査では、配付、回

収、分析が煩雑となることから、新規参入者（独立就農、土地などを独自に調達した者）

のみを対象とした。ただし、 回目の今回は、近年、「親元就農」が減少し、政策対象とし

て検討をすることを鑑み、 回目の 年度調査と同様に実家の経営に就農・経営継承し

た親元就農者を調査対象に加えた。

表 に、今回の調査結果の分析対象と前回調査からの変更点・回収数を整理した。新規

参入者は 年度調査、親元就農者は 年度調査とそれぞれ同様の定義とした。

回収数は 名であるが、このうち、本報告書で取り上げる集計数（有効回答）は、

名（うち新規参入者 名、親元就農者 名、前回新規参入者のみ 名）

となった（表 ）。新規参入者である「土地などを独自に調達し、新たに農業を開始した」

者は、「農家出身ではない」が 名、「両親は農家ではないが、祖父母は農家」が

名であった（表 ）。

親元就農者は、多い順に、農家出身で「実家の経営で新たな部門を開始した」（以下「新

表2 都道府県別および就農準備資金・経営開始資金受給状況別の配布数

就農準備資金 経営開始資金 就農準備資金 経営開始資金
北海道 滋賀県
青森県 京都府
岩手県 大阪府
宮城県 兵庫県
秋田県 奈良県
山形県 和歌山県
福島県 鳥取県
茨城県 島根県
栃木県 岡山県
群馬県 広島県
埼玉県 山口県
千葉県 徳島県
東京都 香川県
神奈川県 愛媛県
山梨県 高知県
岐阜県 福岡県
静岡県 佐賀県
愛知県 長崎県
三重県 熊本県
新潟県 大分県
富山県 宮崎県
石川県 鹿児島県
福井県 沖縄県
長野県 計

注）「就農準備資金」「経営開始資金」の両方とも受給した者は、「経営開始資金」に分類されている。

都道府県
就農準備資金・経営開始資金

都道府県
就農準備資金・経営開始資金

受給者
非受給者

受給者
非受給者
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部門開始」）が 名、「実家の経営の全てを継承して農業経営を開始した」（以下「全てを継

承」）が 名、「実家の経営の一部を継承して、（その部分について経営上の責任をもって）

農業経営を開始した」（以下「一部継承」）が 名であった。また、農家出身ではない者のう

ち、「配偶者の実家の農業経営とは別に新たな部門を開始した」が 名、「配偶者の実家の経

営を全て継承して、農業経営を開始した」が 名、「配偶者の実家の経営の一部を継承して、

（その部分について経営上の責任をもって）農業経営を開始した」が 名であった（表 ）。

表 分析対象者の定義（前回との変更点）と回収数

分析対象： （参入： 、親元： ）、分析対象外：

注１）「参入」は新規参入者、「親元」は親元就農者を示す。

２）回収数のカッコ内は前回の定義との変更点。カッコがない場合は前回同様。

表 アンケート回収状況
表表44  アアンンケケーートト回回収収状状況況

実数 割合（%） 実数 割合（%） 実数 割合（%）

全国 2,371 1,513 63.8 444 18.7 414 17.5

北海道 113 85 75.2 12 10.6 16 14.2

東北 339 148 43.7 117 34.5 74 21.8

北陸 69 36 52.2 17 24.6 16 23.2

関東・東山 521 404 77.5 61 11.7 56 10.7

東海 209 159 76.1 17 8.1 33 15.8

近畿 210 147 70.0 27 12.9 36 17.1

中国 162 121 74.7 17 10.5 24 14.8

四国 183 91 49.7 52 28.4 40 21.9

九州 496 283 57.1 114 23.0 99 20.0

沖縄 62 36 58.1 9 14.5 17 27.4

不明 7 3 42.9 1 14.3 3 42.9

分析対象外
回収数

集計数

新規参入者 親元就農者

合計

1
土地などを独自に調達し、新た
に農業経営を開始した

1,273 参入 240 参入 107 対象外 161 対象外 3 対象外 1,784

2
実家の経営の全てを継承して、
農業経営を開始した

5 対象外 20 親元(対象外) 107 親元(対象外) 26 対象外 0 対象外 158

3

実家の経営の一部を継承し
て、（その部分について経営上
の責任をもって）農業経営を開
始した

11 対象外 23 親元(対象外) 98 親元(対象外) 24 対象外 0 対象外 156

4
実家の農業経営とは別に新た
な部門を開始した

6 対象外 28 親元(対象外) 112 親元(対象外) 20 対象外 0 対象外 166

5 実家の農業経営に従事した 0 対象外 4 対象外 16 対象外 7 対象外 0 対象外 27

6
配偶者の実家の経営の全てを
継承して、農業経営を開始した

14 親元(対象外) 2 親元(対象外) 2 親元(対象外) 2 対象外 0 対象外 20

7

配偶者の実家の経営の一部を
継承して、（その部分について
経営上の責任をもって）農業経
営を開始した

10 親元(対象外) 4 親元(対象外) 3 親元(対象外) 5 対象外 0 対象外 22

8
配偶者の実家の農業経営とは
別に新たな部門を開始した

15 親元(対象外) 4 親元(対象外) 2 親元(対象外) 3 対象外 0 対象外 24

9
配偶者の実家の農業経営に従
事した

2 対象外 0 対象外 0 対象外 2 対象外 0 対象外 4

6 対象外 0 対象外 1 対象外 2 対象外 1 対象外 10

2,371合計

農家出身ではない
両親は農家ではないが、

祖父母は農家である
農家出身である 無回答

1,342 325 448 4

分析除外

無回答

252
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２．回答者の属性

１）就農地

【新規参入者】

就農地は、関東・東山（ ％）が多く、九州（ ％）、東海（ ％）が続いている

（表 ）。以下、東北（ ％）、近畿（ ％）、中国（ ％）、四国（ ％）、北海道（ ％）

となっている。また、就農前の住所をみると、関東・東山や近畿、東海の割合が高い。「農

家出身ではない者」が ％であり、「祖父母が農家」が ％である。

表 【新規参入者】回答者の属性（就農地、就農前住所、出身地）

就農前居住地と就農地との関係は、全体では就農前の居住地と同じ都道府県内に就農し

た者が ％となっている。同じ都道府県ではないが同一の地域ブロックに就農した

％とあわせて、 ％が就農前に居住していた地域ブロックの中で就農している（表

）。

表 【新規参入者】就農前居住地と就農地との関係

単位：％

地域ブロック 就農地 就農前住所 出身地

北海道 5.6 5.4 3.4 農家出身ではない 84.1

東北 9.7 4.3 7.6

北陸 2.4 1.8 2.7

関東・東山 26.8 43.1 30.6 農家出身である 0.0

東海 10.5 10.7 11.5

近畿 9.7 16.1 15.3

中国 8.0 4.8 7.2

四国 6.0 3.3 4.7

九州 18.8 8.5 15.5

沖縄 2.4 1.7 1.3

外国 0.0 0.1 0.2

出身

両親は農家ではないが、
祖父母は農家である

15.9

単位：％

北
海
道

東
北

北
陸

関
東
・
東
山

東
海

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

同
じ

都
道
府
県
へ

同

じ

都

道

府

県

で

は

な

い

が

、
同

じ

地

域

ブ

ロ

ッ
ク

へ

他
の
地
域

ブ
ロ

ッ
ク
へ

集計対象全体 1,513 100.0 5.6 9.7 2.4 26.8 10.5 9.7 8.0 6.0 18.8 2.4 37.7 23.9 38.4

                                  北海道 41 100.0 87.8 2.4 0.0 7.3 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0 87.8 0.0 12.2

                                    東北 33 100.0 0.0 78.8 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 6.1 3.0 3.0 63.6 15.2 21.2

                                    北陸 14 100.0 0.0 7.1 64.3 7.1 0.0 7.1 0.0 7.1 7.1 0.0 64.3 0.0 35.7

                              関東・東山 329 100.0 4.6 7.6 1.8 57.8 4.6 2.1 4.6 3.6 12.2 1.2 23.4 34.3 42.2

                                    東海 82 100.0 3.7 2.4 1.2 20.7 50.0 3.7 4.9 3.7 9.8 0.0 36.6 13.4 50.0

                                    近畿 123 100.0 4.1 1.6 0.8 4.9 4.9 42.3 14.6 4.9 18.7 3.3 18.7 23.6 57.7

                                    中国 37 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.7 5.4 75.7 8.1 5.4 2.7 59.5 16.2 24.3

                                    四国 25 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 4.0 4.0 84.0 4.0 0.0 76.0 8.0 16.0

                                    九州 65 100.0 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 1.5 3.1 0.0 93.8 0.0 69.2 24.6 6.2

                                    沖縄 13 100.0 0.0 7.7 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 30.8 46.2 46.2 0.0 53.8

                                    外国 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

就
農
前

人数 計

就農地
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【親元就農者】

就農地は、東北（ ％）、九州（ ％）が多く、関東・東山（ ％）、四国（ ％）、

近畿（ ％）が続いている（表 ）。また、就農前の住所をみると、関東・東山と九州の

割合が高い。農家出身者が ％、「祖父母が農家」が ％である。

表 【親元就農者】回答者の属性（就農地、就農前住所、出身地）

就農前居住地と就農地との関係は、全体では就農前の居住地と同じ都道府県内に就農し

た者が ％となっている。同じ都道府県ではないが同一の地域ブロックに就農した

％とあわせて、 ％が就農前に居住していた地域ブロックの中で就農している（表

）。

表 【親元就農者】就農前居住地と就農地との関係

単位：％

地域ブロック 就農地 就農前住所 出身地

北海道 2.7 5.8 3.4 農家出身ではない 8.8

東北 26.4 10.7 23.4

北陸 3.8 1.0 3.4

関東・東山 13.7 29.1 16.2 農家出身である 73.0

東海 3.8 9.7 4.8

近畿 5.9 11.7 7.2

中国 4.1 3.9 3.8

四国 11.7 4.9 12.0

九州 25.7 21.4 23.0

沖縄 2.3 1.9 2.1

外国 0.0 0.0 0.7

出身

両親は農家ではないが、
祖父母は農家である

18.2

単位：％

北
海
道

東
北

北
陸

関
東
・
東
山

東
海

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

同
じ

都
道
府
県
へ

同

じ

都

道

府

県

で

は

な

い

が

、
同

じ

地

域

ブ

ロ

ッ
ク

へ

他
の
地
域

ブ
ロ

ッ
ク
へ

集計対象全体 444 100.0 2.7 26.4 3.8 13.7 3.8 5.9 4.1 11.7 25.7 2.3 42.7 14.6 42.7

                                  北海道 6 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

                                    東北 11 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 81.8 18.2 0.0

                                    北陸 1 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

                              関東・東山 30 100.0 3.3 46.7 0.0 23.3 0.0 0.0 3.3 6.7 10.0 6.7 13.3 10.0 76.7

                                    東海 10 100.0 0.0 10.0 10.0 10.0 20.0 10.0 0.0 0.0 40.0 0.0 20.0 0.0 80.0

                                    近畿 12 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 16.7 8.3 41.7 25.0 0.0 8.3 8.3 83.3

                                    中国 4 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 75.0 0.0 25.0

                                    四国 5 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80.0 20.0 0.0 40.0 40.0 20.0

                                    九州 22 100.0 0.0 0.0 0.0 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 95.5 0.0 63.6 31.8 4.5

                                    沖縄 2 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0

                                    外国 0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

就
農
前

人数 計

就農地
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２）年齢・性別・家族形態

【新規参入者】

回答者の就農時の年齢は、 歳以下が ％（前回 ％）、 ～ 歳が ％（前

回 ％）、 ～ 歳が ％（前回 ％）、 ～ 歳が ％（前回 ％）、 歳以

上が ％（前回 ％）となっており、若年者は割合が減少し、 歳以上では割合が大

きくなっている（表 ）。性別は、男性が ％（前回 ％）とほとんどを占めてい

る。また、 ％（前回 ％）が配偶者を有している。配偶者の農業従事状況は、一緒

に農業をやっているのが ％、補助的に農業に従事しているのが ％である。

表 【新規参入者】回答者の属性（就農時年齢、性別、家族形態）

【親元就農者】

回答者の就農時の年齢は、 歳以下が ％、 ～ 歳が ％、 ～ 歳が ％、

～ 歳が ％、 歳以上が ％となっている（表 ）。性別は、男性が ％とほ

とんどを占めている。また、 ％が配偶者を有している。配偶者の農業従事状況は、一

緒に農業をやっているのが ％、補助的に農業に従事しているのが ％である。

表 【親元就農者】回答者の属性（就農時年齢、性別、家族形態）

単位：％

29歳以下 13.0 男 86.2  1・2年目 25.8 配偶者がいる 74.8

30～39歳 44.8 女 13.7  3・4年目 20.2 ・配偶者も一緒に農業をしている 47.5

40～49歳 33.9  5年目以上 ・配偶者は、補助的に農業を手伝っている 18.4

50～59歳 6.8

60歳以上 1.6

・配偶者は、他の仕事に従事している 30.2

・農業を含め仕事に従事していない 2.8

3.0 配偶者はいない 25.2

同居世帯員数
平均、人

就農時年齢 性別 配偶者の有無とその農業従事状況就農経過年数

・配偶者は、他の農場で、農業に従事もしくは
農業研修を受けている

1.1

単位：％

29歳以下 27.3 男 89.4  1・2年目 22.1 配偶者がいる 71.3

30～39歳 41.3 女 10.2  3・4年目 14.6 ・配偶者も一緒に農業をしている 40.6

40～49歳 29.3  5年目以上 ・配偶者は、補助的に農業を手伝っている 19.0

50～59歳 0.5

60歳以上 1.6

・配偶者は、他の仕事に従事している 37.5

・農業を含め仕事に従事していない 2.5

3.9 配偶者はいない 28.7

同居世帯員数
平均、人

就農時年齢 性別 就農経過年数 配偶者の有無とその農業従事状況

・配偶者は、他の農場で、農業に従事もしくは
農業研修を受けている

0.3

54.0

63.3
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３）現在の販売金額第１位の経営作目

【新規参入者・親元就農者】

新規参入者の、現在の販売金額第 位の経営作目の人数と割合は、割合が高い順に施設

野菜（ ％）、露地野菜（ ％）、果樹（ ％）、「水稲等」（ ％）、「花き・花木」

（ ％）、その他の畜産（ ％）、酪農（ ％）、その他の耕種作目（ ％）、となって

いる（表 ）。なお酪農 名（前回 名）のうち、北海道が 名（前回 名）となって

いる。特に北海道の酪農は、経営面積、費用、販売額等で他の作目とは大きく異なってお

り、全体の平均値等への影響に注意する必要がある。

親元就農者の、現在の販売金額第 位の経営作目の人数と割合は、割合が高い順に果樹

（ ％）、露地野菜（ ％）、施設野菜（ ％）、水稲等（ ％）、その他の畜産（ ％）、

「花き・花木」（ ％）、その他の耕種作目（ ％）、酪農（ ％）、となっている。

表 現在の販売金額第１位の経営作物

人数 割合（％） 人数 割合（％）

水稲・麦・雑穀類・豆類 94 6.3 80 18.1

露地野菜 452 30.3 94 21.2

施設野菜 477 32.0 92 20.8

花き・花木 51 3.4 16 3.6

果樹 299 20.1 118 26.6

その他耕種作目 23 1.5 9 2.0

酪農 25 1.7 5 1.1

その他畜産 44 3.0 24 5.4

その他 25 1.7 5 1.1

計 1,490 100.0 443 100.0

作目不明 23 - 1 -

集計対象数 1,513 - 444 -

現在の販売金額
第1位の
経営作目

新規参入者 親元就農者
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４）最終学歴・就農前職業

【新規参入者】

最終学歴は、「高等学校（農業高校）」が ％、「高等学校（農業高校以外）」が ％、

「農業大学校」は ％である。また、「大学・大学院（農学系）」が ％、「大学・大学

院（農学系以外）」が ％である（表 ）。

就農前の職業は、「製造業」（ ％）と「農業」（ ． ％）が多く、「その他のサービス」

（ ％）、「小売業」（ ％）、「建設業」（ ％）がそれに続いている。「農業」は、前

回 ％、前々回 ％であり、増加傾向にある。

就農前の農業との関わりでは、「農業体験」 ％、「市民農園・貸農園」 ％が多い（表 ）。

表 【新規参入者】回答者の属性（最終学歴、就農前職業）

表 就農前の農業との触れ合いについて（複数回答）

【親元就農者】

最終学歴は、「高等学校（農業高校）」が ％、「高等学校（農業高校以外）」が ％

である（表 ）。「農業大学校」は ％である。また、「大学・大学院（農学系）」が ％、

「大学・大学院（農学系以外）」が ％である。

単位：％

農業高校及び
農業大学校の出身

2.9 中学校 3.3 農業 15.6 教育関連 2.8

農業高校の出身 3.3 高等学校（農業高校） 2.1 林・漁業 1.9 小売業 10.9

農業大学校の出身 6.9 高等学校（農業高校以外） 24.6 製造業 16.8
通信情報関連
サービス業

6.6

農業高校及び農業大学校の
出身ではない

86.8 農業大学校 4.7 建設業 8.9
その他の
サービス

12.1

短大・専門学校（農学系） 1.2 飲食業 7.5 金融証券業 2.8

短大・専門学校（農学系以外） 14.5 自営業 4.8 医療関係 4.2

大学・大学院（農学系） 10.3 運送・配達業 4.8 学生 3.2

大学・大学院（農学系以外） 38.5 官公庁・団体 7.0 無職 1.5

専門職大学 0.7 その他 8.5

農業系学校 最終学歴 就農前職業

単位：％

回答者数
市民農園、
貸農園

農業体験
農家民泊、
農家民宿

援農
ボラン
ティア

農村ワー
キング
ホリデー

農園の
オーナー
制度

二地域
居住

その他
特に

経験は
ない

1,489 9.9 27.3 2.9 7.1 2.0 0.8 0.6 17.2 47.3

29歳以下 191 4.2 27.2 4.7 9.9 2.1 1.0 0.0 19.4 44.0

30～39歳 659 8.6 24.1 2.3 6.5 2.3 0.5 0.3 18.8 49.9

40～49歳 503 12.5 29.2 2.8 5.6 1.8 0.8 0.6 14.7 47.3

50～59歳 102 14.7 40.2 3.9 11.8 2.0 2.0 2.0 12.7 38.2

60歳以上 24 20.8 29.2 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3 29.2 29.2

集計対象全体

就農時
年齢

― 15 ―
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表 【親元就農者】回答者の属性（最終学歴、就農前職業）

５）就農準備資金・経営開始資金（旧 農業次世代人材投資資金）の受給状況

【新規参入者】

新規参入者は、就農準備資金のみの受給者が ％（前回 ％）、経営開始資金のみの

受給者が ％（前回 ％）、どちらも受給した者が ％（前回 ％）、受給した

ことはない者が ％（前回 ％）となっている（図 ）。

図 就農準備資金・経営開始資金の受給状況

単位：％

農業高校及び
農業大学校の出身

8.0 中学校 2.3 農業 7.5 教育関連 2.7

農業高校の出身 9.6 高等学校（農業高校） 7.4 林・漁業 1.1 小売業 9.5

農業大学校の出身 10.0 高等学校（農業高校以外） 24.8 製造業 18.6
通信情報関連
サービス業

2.9

農業高校及び農業大学校の
出身ではない

72.4 農業大学校 12.6 建設業 6.6
その他の
サービス

9.1

短大・専門学校（農学系） 3.2 飲食業 5.4 金融証券業 3.2

短大・専門学校（農学系以外） 17.2 自営業 1.8 医療関係 5.0

大学・大学院（農学系） 6.8 運送・配達業 4.8 学生 10.9

大学・大学院（農学系以外） 24.8 官公庁・団体 8.8 無職 0.5

専門職大学 0.9 その他 12.0

農業系学校 最終学歴 就農前職業
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■■受給したことはない

■■�準備型・経営型どちら
も受給したことがある

■■�経営開始型を受給した
ことがある／受給中

■■�準備型を受給したこと
がある

（単位：％）

新規参入者 親元就農者

100
16.3% 7.3%

32.7%

15.1%

43.6%

64.3%

7.4% 13.3%

75

50

25

0
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現在の経営作目別に就農準備資金・経営開始資金の受給状況を確認すると、「両方とも受

給」する割合が高いのは、順に施設野菜 ％、花き・花木 ％、果樹 ％、とな

っている（表 ）。「就農準備資金のみの受給者」は、酪農が ％と他の作目よりもや

や高い。

表 【新規参入者】経営作目と就農準備資金・経営開始資金の受給状況

 

就農準備資金・経営開始資金を受給しなかった理由は、「給付要件を満たさなかった」が

％で、「制度を知らなかった」が ％であった。給付要件を満たさなかった理由は、

「年齢が要件より上だった」が ％と最も多い（表 ）。 

 

表 【新規参入者】就農準備資金・経営開始資金を受給しなかった理由

 

 

単位：人、％

合計
就農準備資金を

受給した

ことがある

経営開始資金を

受給したこと

がある、

あるいは現在

受給中である

就農準備資金・

経営開始資金

どちらも

受給したこと

がある

受給した
ことはない

1,487 110 649 486 242

水稲・麦・雑穀類・豆類 92 4.3 50.0 21.7 23.9

露地野菜 448 8.5 45.1 28.8 17.6

施設野菜 465 8.2 38.7 42.2 11.0

花き・花木 49 6.1 44.9 40.8 8.2

果樹 295 6.1 41.0 32.5 20.3

その他耕種作目 23 4.3 60.9 8.7 26.1

酪農 24 12.5 45.8 29.2 12.5

その他畜産 43 4.7 76.7 16.3 2.3

その他 25 4.0 56.0 16.0 24.0

就農準備資金・経営開始資金の受給状況

集計対象数

販売金額
第1位の
作物別の

割合

受受給給ししななかかっったた理理由由

（（受受給給ししたたここととははなないい者者がが回回答答）） 単位：人、％

集計対象数 239
給給付付要要件件をを満満たたささななかかっったた理理由由

（（給給付付要要件件をを満満たたささななかかっったた者者がが回回答答）） 単位：人、％

給付要件を満たさなかった 60.7 集計対象数 145

就農準備資金・経営開始資金を知らなかった 15.5 年齢が要件より上だった 66.9

給付要件は満たしていたが申請しなかった 13.0 前年度所得が要件より高かった 13.8

就農時に給付金制度がなかった 1.7 認定新規就農者の認定を受けられなかった 4.8

その他 9.2 経営継承に係る要件が満たせなかった 1.4

要件に合う研修（機関）がなかった 0.7

経営リスクに係る要件（新規品目の導入等）が満

たせなかった
0.7

その他 11.7

― 17 ―
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【親元就農者】

親元就農者は、就農準備資金のみの受給者が ％、経営開始資金の受給者が ％、

どちらも受給した者が ％、受給したことはない者が ％となっている（表 ）。

表 【親元就農者】経営作目と就農準備資金・経営開始資金の受給状況

 

就農準備資金・経営開始資金を受給しなかった理由は、「給付要件を満たさなかった」が

％で、「制度を知らなかった」が ％であった（表 ）。

表 【親元就農者】就農準備資金・経営開始資金を受給しなかった理由

 

 

単位：人、％

合計
準備型を
受給した
ことがある

経営開始型を

受給したこと

がある、

あるいは現在

受給中である

準備型・

経営開始型

どちらも

受給したこと

がある

受給した
ことはない

437 58 281 66 32

100.0 13.3 64.3 15.1 7.3

水稲・麦・雑穀類・豆類 77 7.8 68.8 16.9 6.5

露地野菜 92 8.7 72.8 7.6 10.9

施設野菜 91 16.5 60.4 19.8 3.3

花き・花木 16 25.0 43.8 18.8 12.5

果樹 118 14.4 60.2 17.8 7.6

その他耕種作目 9 22.2 66.7 11.1 0.0

酪農 5 0.0 100.0 0.0 0.0

その他畜産 23 26.1 52.2 13.0 8.7

その他 5 0.0 80.0 0.0 20.0

農業次世代人材投資資金の受給状況

販売金額
第1位の
作物別の

割合

集計対象数

受受給給ししななかかっったた理理由由

（（受受給給ししたたここととははなないい者者がが回回答答）） 単位：人、％

集計対象数 29
給給付付要要件件をを満満たたささななかかっったた理理由由

（（給給付付要要件件をを満満たたささななかかっったた者者がが回回答答）） 単位：人、％

給付要件を満たさなかった 51.7 集計対象数 15

就農準備資金・経営開始資金を知らなかった 34.5 年齢が要件より上だった 33.3

給付要件は満たしていたが申請しなかった 3.4 前年度所得が要件より高かった 26.7

就農時に給付金制度がなかった 0.0
経営リスクに係る要件（新規品目の導入等）が満

たせなかった
20.0

その他 10.3 要件に合う研修（機関）がなかった 13.3

認定新規就農者の認定を受けられなかった 6.7

経営継承に係る要件が満たせなかった 0.0

その他 0.0

― 18 ―
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３．就農の経緯

１）就農までに要した年数

【新規参入者】

情報収集など具体的なアクションを起こしてから就農に至るまでに要した年数につい

て、短期間（ 年未満）で就農した割合は、就農時年齢では 歳以上が ％と最も大

きく、 歳代が ％と最も小さい（図 ）。一方で、長期間（ 年以上）を要した割合

は 歳代が ％と最も大きく、 歳以上が ％と最も小さい。なお、 歳以上と

歳以下で就農までの年数（ 年以上）が比較的長い傾向があるものの、全体として、

年代による大きな違いは見られない。

図 就農までに要した年数

（情報収集など具体的なアクションを起こしてから、就農するまでに）

― 19 ―

9.3 9.4 10.5 8.8 8.3

20.1 17.7 13.8 17.6 20.8

13.4 12.9 14.2 17.6 12.5

26.3 24.9 29.2
30.4 25.0

8.8
6.9

10.1
8.8

4.2

22.2

29歳以下 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上

28.2 22.1 16.7 29.2

■�■�5年以上
■■��3年以上5年未満
■■��2年以上3年未満
■■��1年半以上2年未満
■■��1年以上1年半未満
■■��1年未満

100%

80%

60%

40%

20%

0%
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２）就農の理由と就農地選択の理由

(１)就農した理由（複数回答）

【新規参入者・親元就農者】

新規参入者についての就農した理由をみると、「経営」に関する理由、「自然・環境」に

関する理由の割合が高くなっている（表 ）。項目別に詳しくみていくと、経営に関する

理由の中では、「自ら経営の采配を振れるから」が ％で、全選択肢のうちで最も割合

が高くなっている。また「農業はやり方次第でもうかるから」も ％となっている。ま

た、「自然・環境」に関する理由では、「農業が好きだから」は ％、「自然や動物が好き

だから」が ％となっている。

これらの回答を過去の結果と比較すると、「自ら経営の采配を振れるから」は前回調査で

は ％、「農業はやり方次第でもうかるから」は前回調査では ％でありどちらも微

増となっている。「農業が好きだから」は前回調査では ％で ポイント増加してい

る。一方で、「会社勤めに向いていなかったから」「都会の生活が向いていなかったから」

という消極的な理由は前々回の調査から継続的に増加している。

親元就農者についての就農した理由をみると、「経営」に関する理由、「家族・自由」に

関する理由、「自然・環境」に関する理由の割合が高くなっている（表 ）。項目別に詳し

くみていくと、経営に関する理由の中では、「自ら経営の采配を振れるから」が ％で、

全選択肢のうちで最も割合が高くなっている。また「農業はやり方次第でもうかるから」

も ％となっており、多くの回答者が就農の理由として挙げている。また、「家族・自

由」に関する理由では、「時間が自由だから」が ％や「自然・環境」に関する理由で

は、「農業が好きだから」は ％となっている。これらの回答を過去の結果と比較する

と、今回の調査では、「経営」に関する理由を挙げる者の割合は依然高く、「自ら経営の采

配を振れるから」は前々回調査では ％であり、前々回と比較する ポイント増加し

たことがわかる。一方、「農業はやり方次第でもうかるから」は前々回調査では ％で

あったが、今回の調査では ％に減少している。「家族・自由」に関する理由では、「時

間が自由だから」は前々回調査では ％であり、前々回と比較する ポイント増加し

ている。

表 就農した理由（複数選択）

※「会社勤めに向いていなかったから」＝旧「サラリーマンに向いていなかったから」として前々回データ掲載  

※今回：複数選択、前回・前々回：3 つまで選択  

単位：％

今回調査
前回調査
（2021年）

前々回調査
（2016年）

今回調査
前回調査
（2021年）

前々回調査
（2016年）

農業が好きだから 41.8 36.4 40.4 28.9 ‐ 29.1

自然や動物が好きだから 29.3 20.1 18.8 17.2 ‐ 10.8

農村の生活（田舎暮らし）が好きだから 21.5 15.7 16.2 12.0 ‐ 8.5

食べ物の品質や安全性に興味があったから 20.0 17.0 20.0 10.8 ‐ 8.2

有機農業をやりたかったから 14.2 10.8 11.9 2.9 ‐ 4.1

時間が自由だから 36.5 28.3 24.1 35.0 ‐ 27.9

家族で一緒に仕事ができるから 20.3 15.1 19.8 18.7 ‐ 19.1

子供を育てるには環境が良いから 14.6 10.5 10.0 12.2 ‐ 8.2

配偶者が農業を始めたから 2.4 2.0 ‐ 2.9 ‐ ‐

自ら経営の采配を振れるから 52.8 51.6 52.3 40.6 ‐ 40.2

農業はやり方次第でもうかるから 35.7 35.2 38.2 36.8 ‐ 43.3

以前の仕事の技術を生かしたいから 10.7 7.9 7.9 9.5 ‐ 5.4

会社勤めに向いていなかったから  ※ 25.8 22.1 16.6 20.5 ‐ 12.4

都会の生活が向いていなかったから 9.1 5.2 3.9 3.4 ‐ 3.6

※「会社勤めに向いていなかったから」＝旧「サラリーマンに向いていなかったから」として前々回データ掲載

※今回：複数選択、前回・前々回：3つまで選択

新規参入者 親元就農者

消極的

就農した理由

自然・環境

安全・健康

経営

家族・自由

― 20 ―
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(２) 実家の経営を継承した理由（複数回答）

【親元就農者】

親元就農者が実家の経営を継承した理由をみると、「親等が高齢で親族の中で後継する

人がいない」の割合が ％と最も高く、順に「農業経営を継承する選択肢があったから」

（ ％）、「実家の農業経営が順調」（ ％）、「担い手不足となり継承するよう依頼され

た」（ ％）、となっている（図 ）。

図 実家の経営を継承した理由（複数回答）

― 21 ―

親等が高齢で
親族の中で

後継する人がいない

農業経営を
継承する選択肢
があったから

実家の農業経営
が順調

担い手不足となり
継承するよう
依頼された

その他

58.2

34.5

11.3
3.6

10.5

80%

60%

40%

20%

0%
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（３）就農地選択の理由（３つまで選択）

【新規参入者】

就農地の選択理由（順位別、３つまで選択）をみると、これまでの調査結果と同様に、

「取得・貸借できる農地があった」が最も多く回答されている（表 ）。依然として、農地

取得の可否が就農地の選択に大きく影響していることが反映されている。第 位は「行政

等の受け入れ・支援対策が整っていた」であり、前回と同じであった。第 位の「就業先・

研修先があった」と合わせ、研修や就農支援体制が重要視されていることがわかる。

図 は、同じ質問について、順位別に積み上げた棒グラフである。「実家があった」を第

位に選んだ者が「取得できる農地があった」に次いで多い。また、「家族の実家に近い」

を第 位に選んだ者も 番目に多く、実家が農家では無かったとしても、実家があること

が就農地選択の大きな要因であることが確認される。

表 14 就農地選択の理由（３つまで選択）

図 4 就農地選択の理由（順位別、３つまで選択）

取得・賃借できる農地があった 49.8 ① 50.8 ① 53.1 ①

行政等の受け入れ・支援対策が整っていた 31.3 ② 28.7 ② 27.0 ③

就業先・研修先があった 30.6 ③ 28.3 ③ 27.7 ②

その地域を以前からよく知っていた 23.2 ④ 22.6 ⑥ 24.5 ⑤

希望作目の適地であった 21.5 ⑤ 21.7 ⑦ 21.7 ⑦

自然環境がよかった 21.2 ⑥ 24.4 ④ 24.6 ④

実家があった 20.8 ⑦ 22.8 ⑤ 24.2 ⑥

家族の実家に近かった 19.6 ⑧ 16.9 ⑧ 16.1 ⑧

農業を営む仲間がいた 16.7 ⑨ 16.1 ⑨ 15.5 ⑨

（販売面も含めて）都市へのアクセスがよかった 12.9 ⑩ 14.0 ⑩ 13.2 ⑩

営農指導体制が充実していた 10.8 ⑪ 10.4 ⑫ 9.4 ⑫

相談窓口のあっせんがあった 10.2 ⑫ 11.3 ⑪ 9.6 ⑪

その他 12.1 11.6 12.3

前回調査
（2021年）

今回調査
前々回調査
（2016年）

単位：％

― 22 ―
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できる
農地が
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仲間がいる

都市への
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□3位
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■■1位
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800

（単位：人）

700

600
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２）経営資源に関する情報収集とその確保

(１)経営資源に関する情報の収集先（複数回答）

【新規参入者】

経営資源に関する情報の収集先を項目別に整理した（表 ）。情報の収集先では、市町

村からの情報収集が重要となっていることがわかる。「地域の選択」「農地の確保」「資金の

確保」で第 位、「住宅の確保」で第 位に位置づけられている。

項目別に特徴をみると、「地域の選択」に関しては、「市町村」（ ％）に加えて、「親

や兄弟、親類、知人」（ ％）、「研修先」（ ％）、「都道府県段階の就農相談窓口」（ ％）

からの情報収集が中心となっている。「農地の確保」については、最も高いのが「市町村」

（ ％）で、続いて、「研修先」（ ％）、「農業委員会」（ ％）、「親や兄弟、親類、

知人」（ ％）、「一般農家・農業法人」（ ％）となっている。「販売先の確保」では、

「農協」が ％と第 位以下と比較して割合が高い。「住宅の確保」では、「親や兄弟、

親類、知人」（ ％）が最も多い。 位以下は、「市町村」（ ％）、「不動産業者」（ ％）

となっている。「資金の確保」では、第 位から順に「市町村」（ ％）、「日本政策金融

公庫」（ ％）、「農協」（ ％）、「農業普及指導センター」（ ％）となっている。

表 15 経営資源等の情報源（複数回答）

(２)就農時に苦労したこと（３つまで選択）

【新規参入者】

就農時に苦労した点は、「農地の確保」、「資金の確保」、「営農技術の習得」、「住宅の確保」

の順に苦労したとする割合が高くなっている（図 ）。中でも「農地の確保」と「資金の確

保」は、多くの人が苦労したこととしてあげており、第 位までに選択した割合が「農地

の確保」は ％、「資金の確保」は ％と高い値となっている。また、「営農技術の習

得」も ％とその他と比べて高い割合となっている。「相談窓口さがし」や「家族の了

解」といった就農段階初期の回答割合は比較的低く、就農準備段階において、農地、資金、

営農技術という３点セットの確保が重要となっていることがわかる。

単位：％

地域の選択 農地の確保 販売先の確保 住宅の確保 資金の確保

全国段階の就農相談窓口 7.2 0.7 0.3 0.0 1.5

都道府県段階の就農相談窓口 16.2 4.8 0.7 0.6 8.1

農業普及指導センター 8.5 7.0 2.9 0.8 16.0

市町村 23.0 30.5 5.6 17.0 32.2

農業委員会 5.6 26.1 1.5 1.1 2.6

農協 10.0 17.2 51.0 2.4 26.5

研修先 17.7 28.8 20.1 7.2 7.0

一般農家・農業法人 11.5 20.6 15.1 5.8 3.6

農業大学校等 4.5 1.9 1.2 0.1 2.6

書籍や雑誌 2.4 0.1 2.1 0.3 1.1

インターネット、SNS 11.5 2.3 15.6 8.5 5.6

不動産業者 1.5 1.7 0.3 11.8 0.1

流通・小売業者 0.6 0.4 12.5 0.3 0.3

親や兄弟、親類、知人 21.6 25.2 18.4 20.4 10.5

日本政策金融公庫 0.3 0.1 0.2 0.1 30.7

銀行等金融機関 0.3 0.1 0.2 0.1 9.6

その他 5.1 4.2 5.3 4.9 3.2
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          図 5 就農時に苦労したこと（３つまで選択）

(３)公的機関による支援措置の利用状況

【新規参入者】

公的機関による支援措置の利用状況を表 にまとめた。利用した者の割合が高い順に、

「助成金・奨励金（費目・使用目的の限定なし）の交付」（ ％）、「農地のあっせん・紹

介」（ ％）、「研修の支援助成」（ ％）、「機械・施設の取得に対する助成（リース料

助成を含む）」（ ％）、「農地取得・借入に対する助成（リース料助成を含む）」（ ％）

となっている。多くの新規参入者が支援措置を組み合わせて活用していることが分かる。

最も利用割合が高い「助成金・奨励金（費目・使用目的の限定なし）の交付」について

は、前回が ％であり ポイントの増加となっている。

支援措置の利用状況を就農時年齢別にみると、「助成金・奨励金（費目・使用目的の限定

なし）の交付」については、40 歳代以下の過半数が利用しているものの、50 歳代以上では

利用割合が少なくなっている。そのほかの助成に関する支援措置の利用割合も、40 歳代以

下と 50 歳代以上で利用割合が大きく異なる結果となる場合が多かった。一方、「農地のあ

っせん・紹介」については、年齢による大きな差異は認められない。

表 16 公的機関による支援措置の利用状況（複数回答）

単位：％

助成金
・奨励金

（費目・使用

目的の限定

なし）の交付

農地の
あっせん
・紹介

研修の
支援助成

機械
・施設の取得
に対する助成
（リース料

助成を含む）

農地取得・
借入に

対する助成
（リース料

助成を含む）

住宅の
あっせん
（家賃補助

を含む）

税の減免

82.5 52.0 47.7 45.4 22.3 16.5 15.4

前回調査（2021年） 56.9 52.2 45.5 40.3 24.2 16.1 12.6

29歳以下 84.8 51.1 50.9 48.3 30.8 15.1 22.6

30～39歳 88.5 51.2 46.1 46.6 22.6 17.4 15.7

40～49歳 86.1 53.3 51.6 47.6 22.2 17.8 15.2

50～59歳 32.3 52.6 39.8 31.9 9.6 9.1 3.3

60歳以上 18.2 50.0 18.2 13.6 9.1 4.5 9.1

今回調査

就農時
年齢
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農地の
確保

資金の
確保

営農技術
習得

住宅の
確保

地域の
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相談窓口
さがし

家族の
了解

その他

■■今回

□前回
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３）主な経営資源の確保状況とその内容

(１)研修の受講状況と研修の内容

【新規参入者】

研修の受け入れ主体のうち中心となった研修先を示したのが表 である。全体では一般

農家が最も高く、指導農業士（ ％）と指導農業士以外（ ％）を合わせると ％

であり、最も中心的な研修受け入れ主体といえる。一般農家以外では、農業法人（ ％）、

農業大学校が（ ％）、農協（ ％）、市町村（ ％）、民間企業が運営する研修機関（ ％）、

市町村農業公社（ ％）となっている。また、 歳以上では農業大学校または民間企業が

運営する研修機関の割合が高くなっている。

表 17 研修の受け入れ主体（中心となった研修先）

研修先を選んだ理由は、「実践的に経営や技術が学べると思ったから」が ％と最も

割合が高く、続いて「就農相談センターに勧められたから」（ ％）、「希望作目の研修が

できるから」（ ％）となっている（表 ）。

続いて受講した研修の内容では、「栽培・飼養技術」や「機械の操作・修理技術」が高い

割合となっている（表 ）。特に、「栽培・飼養技術」は ％と、研修受講者のほとんど

が経験している。「機械の操作・修理技術」も ％受講したとしており、「栽培・飼養技

術」とあわせて生産場面にかかわる主要な研修カリキュラムとなっている。その他、「農業

についての理念・考え方」（ ％）、「経営管理」（ ％）、「農産物販売」（ ％）とな

っている。

さらに、実際の研修期間と必要な研修期間について尋ねた結果をみると、どちらも「 年

以上 年未満」の割合が最も高く、概ね実際の研修期間と必要な研修期間が合致している

（表 ）。

表 18 研修先を選んだ理由 

単位：％

一般農家
（指導

農業士）

一般農家
（指導

農業士

以外）

農業法人 市町村
市町村

農業公社
農協

農業
大学校

農業
専門学校
（就農準備

校等）

職業
訓練校

民間企業
が運営
する

研修機関

海外 その他

25.7 33.6 10.3 3.3 2.2 5.5 9.6 1.8 1.2 3.2 0.4 3.2

29歳以下 31.3 33.6 9.4 2.3 0.8 3.9 10.9 1.6 0.8 2.3 1.6 1.6

30～39歳 24.3 36.4 11.1 3.0 2.5 5.4 8.2 2.2 1.0 2.2 0.5 3.2

40～49歳 26.3 30.5 11.4 3.9 1.9 6.8 10.4 0.6 1.3 3.6 0.0 3.2

50～59歳 20.0 32.3 4.6 3.1 4.6 4.6 10.8 6.2 3.1 6.2 0.0 4.6

60歳以上 20.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 10.0 0.0 10.0

集計対象全体

就農時
年齢

単位：％

親や兄
弟、親類、
知人に勧
められた
から

就農相談
センターに
勧められ
たから

希望作目
の研修が
できるから

研修制度
が充実し
ていたか

ら

実践的に
経営や技
術が学べ
ると思った

から

就農させ
た実績が
多いから

研修先の
人柄がよ
かったか

ら

福利厚生
が充実し
ていたか

ら

実家に近
いから

配偶者の
実家に近
いから

その他

9.3 18.9 16.4 5.8 20.6 2.3 7.7 0.0 2.9 0.4 15.6

1・2年目 8.4 19.0 20.2 6.8 20.5 2.3 6.5 0.0 3.4 0.0 12.9

3・4年目 9.3 15.1 19.2 7.6 15.1 1.2 10.5 0.0 2.3 0.0 19.8

5年目以上 9.9 19.9 13.3 4.7 22.7 2.8 7.5 0.0 3.0 0.6 15.7

29歳以下 13.0 16.8 16.8 3.8 18.3 0.8 7.6 0.0 5.3 0.0 17.6

30～39歳 10.5 18.0 15.0 6.6 21.3 2.6 7.3 0.0 3.5 0.2 15.0

40～49歳 7.5 22.0 17.9 5.5 18.5 2.9 8.7 0.0 1.7 0.9 14.5

50～59歳 0.0 13.8 12.3 7.7 30.8 1.5 7.7 0.0 1.5 0.0 24.6

60歳以上 16.7 8.3 41.7 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3

集計対象全体

就農時
年齢

就農後
経過
年数
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表 19 研修の内容（複数回答）

表 20 実際の研修期間と必要な研修期間

(２)農業法人等での就業経験で有益な内容（複数回答）

【新規参入者】

農業法人での就業経験で有益な経験となった内容を確認すると、「栽培・飼養・加工技術

の習得」（ ％）が最も多く、次いで「農業についての考え方・理念の習得」（ ％）、

「農産物の販売方法の習得」（ ％）、「経営の管理技術の習得」（ ％）となっている

（表 ）。「栽培・飼養・加工技術の習得」が農業法人での就業経験において最も有益であ

ることが伺える。また、「就農後の相談相手ができたこと」が 番目に高く、就農後まで続

く人的なネットワークの形成も、農業法人での就業経験で得られる有益な面の特徴のひと

つと考えられる。

表 21 農業法人での就業経験で有益な内容

単位：％

栽培・
飼養技術

機械の
操作・

修理技術

農産物
加工

農産物
販売

経営
管理

農業につい
ての理念・
考え方

その他

96.2 68.3 13.3 36.7 38.7 53.9 2.3

29歳以下 96.6 69.6 8.8 37.8 42.6 54.7 0.7

30～39歳 96.0 68.5 14.0 37.2 40.6 60.3 1.5

40～49歳 96.6 67.3 11.7 34.3 34.0 47.5 4.2

50～59歳 94.7 70.7 24.0 40.0 42.7 46.7 1.3

60歳以上 91.7 66.7 25.0 41.7 25.0 50.0 0.0

集計対象全体

就農時
年齢

単位：％

6か月未満
6か月以上
1年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年以上

実際の期間 5.9 18.7 48.8 19.0 7.6

必要な期間 4.7 10.5 52.0 20.1 12.6

実際の期間 6.7 11.4 50.3 22.1 9.4

必要な期間 3.3 6.7 48.0 20.0 22.0

実際の期間 4.4 16.6 47.4 23.3 8.4

必要な期間 4.0 8.4 49.2 23.4 15.0

実際の期間 6.5 23.3 50.3 14.2 5.7

必要な期間 4.9 14.3 56.1 17.1 7.5

実際の期間 8.0 21.3 53.3 9.3 8.0

必要な期間 10.7 12.0 57.3 14.7 5.3

実際の期間 25.0 25.0 33.3 0.0 16.7

必要な期間 8.3 8.3 66.7 0.0 16.7

29歳以下

集計対象全体

就農時
年齢

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

単位：％

栽培・飼養・加工技術の習得 79.7

農業についての考え方・理念の習得 52.7

農産物の販売方法の習得 36.9

経営の管理技術の習得 34.3

就農後の相談相手ができたこと 30.9

就農後の農産物の販路の確保 25.5

就農時の農地確保 23.4

地域住民との信頼関係の構築 21.6

就農にあたって就業していた法人からの支援 15.8

その他 6.5

3年未満
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(３)就農１年目の農地の経営面積、借入面積

【新規参入者】

新規参入者の就農時の農地調達について、まずは経営面積と借入面積を就農後経過年数、

就農時年齢、作目から確認する。全国平均値をみると、経営面積は 、そのうち借入

面積は 、借地割合は ％となっている（表 ）。ただし、標準偏差は経営面積が

、借地面積は と大きく、平均よりも大きい面積の経営も少なくない。そこで

中央値を確認すると、平均面積よりもかなり小さく、経営面積は 、そのうち借入面

積は 、借地割合は ％となっている。

農地の取得状況については、北海道と都府県で大きく異なる。北海道では、平均では経

営面積は 、借入面積は 、借地割合は ％、中央値では、農地面積は 、

そのうち借入面積は 、借地割合は ％となっており、標準偏差は、経営面積は

、借地面積は である。北海道では、特に大きい規模の経営があることか

ら、平均で を越えているが、中央値では である。一方都府県では、平均では経

営面積は 、借入面積は 、借地割合は ％、中央値では、経営面積は 、

そのうち借入面積は 、借地割合は ％となっており、標準偏差は、経営面積は

、借地面積は である。

就農後の経過年数、就農時年齢、経営作目別に農地面積を確認する。就農年数ごとの平

均経営面積では、就農 ･ 年目は 、 ･ 年目は 、 年目以上は となっ

ている。しかし中央値では、就農 ･ 年目は 、 ･ 年目は 、 年目以上は

と、 ・ 年目と 年目以上に変化はなく、 ・ 年目で小さい値となっている。

就農時年齢別では、若いほど経営面積が大きくなっている。経営作目別にみると、園芸

作目（露地野菜、施設野菜、花き・花木、果樹）の平均が ～ 程度なのに対し、酪農

は となっている。

表 22 就農１年目の農地の経営面積、借入面積

注）借入面積の集計対象には無回答を含まない。

単位：a、％

A B C D C/A D/B

平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値

1326 144.5 50.0 589.1 99.6 40.0 292.6 69.0 80.0

68 1083.9 200.0 2179.9 299.3 120.0 633.6 27.6 60.0

1258 93.7 48.0 249.4 90.5 40.0 263.8 96.6 83.3

1・2年目 322 147.3 41.5 749.4 83.3 40.0 245.3 56.5 96.4

3・4年目 266 195.0 50.0 691.8 125.9 40.0 378.6 64.6 80.0

5年目以上 716 126.4 50.0 460.4 97.4 44.0 278.3 77.1 88.0

29歳以下 174 269.4 50.0 1,170.9 94.9 40.0 235.8 35.2 80.0

30～39歳 584 140.4 50.0 476.8 104.7 50.0 308.4 74.6 100.0

40～49歳 446 119.8 42.0 437.8 104.5 40.0 323.5 87.2 95.2

50～59歳 94 80.4 40.0 108.3 69.8 36.0 97.4 86.9 90.0

60歳以上 19 49.3 36.0 44.2 31.6 11.5 46.9 64.0 31.9
水稲・麦・雑穀類・豆類 89 302.5 130.0 534.7 301.2 110.0 567.6 99.6 84.6

露地野菜 414 86.7 50.0 161.9 83.4 50.0 167.4 96.2 100.0

施設野菜 420 60.2 30.0 218.7 56.6 28.8 235.4 94.1 96.0

花き・花木 40 68.9 42.0 100.4 56.8 35.0 104.6 82.4 83.3

果樹 263 102.6 60.0 243.5 94.0 50.0 254.1 91.6 83.3

その他耕種作目 18 51.9 31.0 48.8 37.0 24.0 36.0 71.3 77.4

酪農 16 3742.7 4250.0 3286.0 735.0 15.0 1398.9 19.6 0.4

その他畜産 30 292.2 71.0 544.7 304.7 50.0 618.9 104.3 70.4

その他 18 111.1 40.0 168.6 115.3 50.0 179.8 103.8 125.0

現在の
販売金額
第1位の
作目

経営面積 借入面積

全国計

北海道計

集計対象
全体

借入割合

都府県計

就農後
経過年数

就農時
年齢
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(４)就農時に購入した農地の面積、価格

【新規参入者】

表 から購入した農地の面積および購入価格を確認する。北海道では、 以上の農

地を購入した者が回答者の ％、 ～ の農地を購入した者が ％となってお

り、都府県に比べて大きな農地が就農時に購入されている。これに対し、都府県では、就

農時の農地の購入面積が 以上（ ％）や ～ （ ％）であった者は少ない。

ａ以下の小規模な農地を購入した者の方が多く、 以上 未満が ％、 未満

が ％となっている。

次に、購入代金をみると、北海道の購入総額は高く、 万円以上が ％、 ～

万円が ％となっている。他方、都府県では 万円未満が ％、 ～ 万

円が ％となっている。

購入農地の 当たり価格では、北海道では 万円未満（ ％）、 万円以上 万

円未満（ ％）となっている。都府県では、最も割合が高いのは北海道と同じく 万円

未満（ ％）で、次に割合が高いのは 万円以上 万円未満（ ％）となってい

る。

表 23 就農１年目の農地の経営面積、借入面積

農地購入面積 単位：％

30a未満
30a以上
50a未満

50a以上
100a未満

100a以上
200a未満

200a以上

全国計 29.0 21.5 21.0 11.7 16.8

北海道計 3.6 3.6 10.7 14.3 67.9

都府県計 32.8 24.2 22.6 11.3 9.1

農地購入代金総額 単位：％

100万円
未満

100万円
以上

300万円
未満

300万円
以上

500万円
未満

500万円
以上

1,000万円
未満

1,000万円
以上

全国計 32.8 32.8 12.3 13.7 8.3

北海道計 0.0 31.8 9.1 27.3 31.8

都府県計 36.8 33.0 12.6 12.1 5.5

購入農地の10a当たり価格 単位：％

30万円
未満

30万円
以上

50万円
未満

50万円
以上

100万円
未満

100万円
以上

200万円
未満

200万円
以上

全国計 49.5 15.3 15.8 12.4 6.9

北海道計 72.7 13.6 13.6 0.0 0.0

都府県計 46.7 15.6 16.1 13.9 7.8
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(５)就農時の費用と資金確保の内容

【新規参入者】

① 就農１年目の費用と自己資金

就農１年目に要した費用と自己資金の準備状況をみる（表 ）。営農面の費用は新規参

入者全体の平均では、 万円で、そのうち機械・施設等への費用は 万円、必要経費

が 万円となっている。これに対し、営農面での自己資金は 万円であり、差額は

万円となっている。また、生活面での自己資金は 万円であり、就農 年目の農産

物売上高は 万円である。

就農後経過年数別にみると、就農経過年数が短いほど 年目の費用合計が高い。一方、

年目の農産物売上高は、就農経過年数が短いほど少なくなっている。自己資金の準備額

は、営農面、生活面ともに就農 ・ 年目が多い。

次に、就農時の年齢別にみると、営農費用合計は、若い世代ほど多くの費用がかかって

いることがわかる。

続いて作目別にみると、酪農では営農面での自己資金の準備額が 858 万円で、作目別で

みた場合に最も高くなっている。しかしながら、費用合計は 4,716 万円と群を抜いており、

その差額は-3,858 万円となっている。就農 1 年目の農産物売上高は 2,878 万円であり、１

年目の営農費用と自己資金の差額の約 7 割をカバーするものとなっている。そのほか、営

農費用と自己資金の差額の絶対値が大きい順に、「その他の畜産」（-1,262 万円）、施設野

菜（-977 万円）、「水稲・麦・雑穀類・豆類」（-604 万円）、「その他耕種作物」（-579 万円）、

「花き・花木」（-571 万円）、果樹（-305 万円）、露地野菜（-263 万円）、その他（-210 万

円）となっている。

表 24 就農１年目の費用と自己資金

②就農時の資金借り入れの状況

就農時の資金不足に対して、資金借り入れの状況を確認すると、 ％が資金の借り入

れを行っている（表 ）。借り入れ先の内訳をみると、制度資金では、青年等就農資金

単位：万円

件数 平均 中央値 件数 平均 中央値 平均 中央値 件数 平均 中央値 平均 中央値 件数 平均 中央値 件数 平均 中央値

1,452 670 300 1,410 226 100 896 400 1,273 278 200 -619 -200 1,233 184 100 1,190 354 158

1・2年目 367 764 330 360 238 100 1,002 430 339 264 200 -738 -230 325 183 130 252 305 60

3・4年目 288 674 300 280 235 100 908 400 260 310 200 -598 -200 255 200 120 253 317 170

5年目以上 773 624 300 748 217 100 841 400 655 274 200 -567 -200 635 179 100 675 387 200

29歳以下 191 700 300 186 270 100 970 400 168 230 100 -740 -300 167 112 100 148 436 200

30～39歳 643 677 300 626 249 100 926 400 551 230 150 -697 -250 548 165 100 528 414 200

40～49歳 490 674 300 473 200 100 874 400 439 296 200 -578 -200 419 210 150 404 308 151

50～59歳 96 554 300 96 144 100 698 400 93 515 300 -183 -100 79 336 200 83 147 58

60歳以上 24 341 200 23 85 50 427 250 20 457 180 31 -70 18 159 43 19 29 0

水稲・麦・雑穀類・
豆類

90 662 300 86 222 100 884 400 79 280 150 -604 -250 70 131 100 78 352 156

露地野菜 441 371 250 423 143 100 515 350 401 252 150 -263 -200 377 163 100 369 201 100

  施設野菜 463 996 500 451 274 200 1,270 700 397 293 200 -977 -500 397 207 150 368 523 400

花き・花木 48 672 375 47 189 150 861 525 43 290 200 -571 -325 40 243 100 37 261 200

  果樹 284 418 200 283 153 100 571 300 251 267 200 -305 -100 247 185 100 239 200 100

その他耕種作目 22 599 250 22 296 100 895 350 19 315 200 -579 -150 21 225 200 16 240 50

酪農 20 2,760 2,000 17 1,956 1,500 4,716 3,500 12 858 300 -3,858 -3,200 17 224 200 18 2,878 2,700

その他畜産 41 1,107 800 38 472 150 1,579 950 33 317 150 -1,262 -800 27 113 100 33 338 18

その他 23 245 200 24 122 50 367 250 24 157 50 -210 -200 23 170 100 21 136 50

生活面自己資金 就農1年目農産物売上高

営農面

Ｃ

自己資金

B

必要経費

Ａ＋Ｂ

費用合計

Ｃ-（Ａ＋Ｂ）

差額

就
農
時
年
齢

現
在
の
販
売
金
額

第
1
位
の
作
目

機械施設等

A

集計対象全体

就

農

後

経

過

年

数
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（ ％）、経営体育成強化資金（ ％）、スーパー 資金（ ％）、農業近代化資金（ ％）、

その他（ ％）であり、民間資金では、農協（ ％）、銀行等金融機関（ ％）、その

他（ ％）となっている。就農時の年齢別では、若い世代の方が資金借り入れを行った割

合が高く、 歳代以下の過半数が借り入れを行っている。作目別では酪農の借入率が高く、

％が借り入れを行っている。

表 25 就農時の資金借り入れの状況 
単位：％

青年等
就農資金

経営体育成
強化資金

スーパー
Ｌ資金

農業近代化
資金

その他 農協
銀行等

金融機関
その他

54.6 78.4 4.3 4.0 4.7 3.2 18.6 7.8 5.6

1・2年目 61.3 82.0 3.6 1.4 2.3 3.2 17.6 6.8 5.9

3・4年目 50.8 78.8 4.0 3.3 2.0 3.3 16.6 7.9 3.3

5年目以上 53.1 76.2 4.9 5.9 7.1 3.2 19.4 8.3 6.4

29歳以下 60.3 79.3 4.5 4.5 2.7 0.9 22.5 9.9 6.3

30～39歳 58.1 80.5 4.5 5.0 5.5 3.4 15.8 6.9 4.7

40～49歳 55.4 77.1 3.7 3.0 4.8 3.7 20.3 8.5 5.5

50～59歳 28.4 59.3 7.4 0.0 0.0 3.7 22.2 7.4 14.8

60歳以上 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

水稲・麦・雑穀類・豆類 47.9 70.5 2.3 6.8 4.5 2.3 25.0 9.1 11.4

露地野菜 38.0 75.5 1.8 3.1 3.7 3.1 22.7 5.5 7.4

施設野菜 74.6 81.5 3.8 4.3 5.8 2.6 16.2 8.1 4.0

花き・花木 70.0 81.8 3.0 6.1 6.1 0.0 9.1 0.0 12.1

果樹 44.3 75.8 7.0 0.8 2.3 4.7 20.3 8.6 3.9

その他耕種作目 56.5 53.8 0.0 0.0 15.4 0.0 7.7 46.2 15.4

酪農 96.0 89.5 10.5 21.1 0.0 0.0 31.6 0.0 0.0

その他畜産 62.8 80.8 11.5 0.0 7.7 11.5 7.7 11.5 3.8

その他 44.0 63.6 9.1 9.1 0.0 9.1 36.4 9.1 9.1

現
在
の
販
売
金
額

第
1
位
の
作
目

民間資金

資金の借り入れ先

集計対象全体

就
農
時
年
齢

就

農

後

経

過

年

数

資金を
借り

入れた

制度資金
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(６)就農時の住居の確保状況

【新規参入者】

表 から住宅確保の状況を整理する。「住宅（一戸建て）を借りた」が ％で最も多

い。「実家（配偶者の実家含む）」とした回答者の割合は ％であるが、 歳以下では

％と最も多くなっている。実家のある地域での就農が顕著であるとみられる。その他、

「集合住宅、アパートを借りた」（ ％）、「持ち家」（ ％）、「中古住宅（一戸建て）

を購入した」（ ％）、その他（ ％）、「新築した」（ ％）となっている。

表 26 住宅の確保状況

住宅の家賃をみると、家賃は、「１万円未満」が ％、「１万円以上３万円未満」が ％

と、 万円未満が ％で、前回調査時の ％と比較し、低額の家賃の割合が低下して

いる（表 ）。

表 27 住宅の家賃

単位：％

住宅（一
戸建て）
を借りた

集合住
宅、ア
パートを
借りた

中古住宅
（一戸建
て）を購
入した

新築した
実家（配
偶者の実
家含む）

持ち家 その他

25.0 20.9 13.1 2.3 16.9 19.3 2.5

1・2年目 22.5 21.7 12.5 1.8 15.1 23.2 3.1

3・4年目 25.1 19.7 14.4 3.7 12.0 22.7 2.3

5年目以上 26.6 21.7 12.6 2.0 19.3 15.6 2.1

29歳以下 16.5 24.7 13.4 0.5 34.0 7.7 3.1

30～39歳 27.4 22.9 12.4 1.9 16.3 16.3 2.8

40～49歳 26.9 19.4 11.3 2.2 14.3 24.2 1.8

50～59歳 16.7 9.8 27.5 7.8 4.9 29.4 3.9

60歳以上 12.5 12.5 8.3 4.2 8.3 54.2 0.0

集計対象全体

就
農
時
年
齢

就
農
後

経
過

年
数

単位：％

1万円未満 5.5

1万円～3万円未満 24.6

3万円～5万円未満 35.8

5万円～10万円未満 33.6

10万円以上 0.4
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４）経営継承の有無と内容

【新規参入者】

就農方式が多様化する中で、後継者不在農家の経営資産を一体的に家族以外の第三者が

引き継ぐ、いわゆる第三者継承による新規参入の状況について整理する。

回答者の中で第三者経営継承を実施したのは、「離農する農家の有形資産（農地、機械な

ど）と無形資産（技術、販路など）をまとめて引き継いだ」のが 件、「離農する農家の

有形資産（農地、機械など）をまとめて引き継いだ」のが 件となっている（表 ）。

回答率では、「有形および無形資産の継承」が ％、「有形資産のみの継承」が ％と

なっている。

表 28 経営継承の有無

継承した有形資産の内容をみると、「離農する農家の有形資産（農地、機械など）と無形

資産（技術、販路など）をまとめて引き継いだ」とする者（以下、「有形無形継承者」）で

は、農地が ％、機械が ％、施設が ％となっている（図 ）。「離農する農家の

有形資産（農地、機械など）をまとめて引き継いだ」とする者（以下、「有形のみ継承者」）

では、「有形無形継承者」と比較して、機械が ％と大幅に低くなっている。

無形資産については、「有形無形継承者」の ％が生産技術を引き継いでいる。また

販路は ％、人脈は ％、経営管理・ノウハウは ％が継承している。

図 6 継承した資産の内容

離農する農家の有形資産
（農地、機械など）と無形
資産（技術、販路など）を
まとめて引き継いだ

離農する農家の有形資産
（農地、機械など）をまと
めて引き継いだ

離農する農家の経営資産
をまとめて引き継いでい
ない

計

実数 65 137 1,196 1,398

割合（％） 4.6 9.8 85.6 100.0
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農地 機械 施設 生産技術 販路 人脈 経営管理
ノウハウ

［無形資産］［有形資産］

■■離農する農家の有形資産（農地、機械など）と無形資産（技術、販路など）をまとめて引き継いだ
□離農する農家の有形資産（農地、機械など）をまとめて引き継いだ

81.5
86.2

76.9

67.7
63.1

46.2

32.3

80.3

70.5 73.5

0.0 0.0 0.0 0.0
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80%

60%

40%

20%

0%
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４．現在の農業経営の概況

１）認定新規就農者と認定農業者の割合 

【新規参入者】

新規参入者の認定新規就農者となっている割合を確認すると、全体では ％である

（図 ）。就農後の経過年数別にみると、 ・ 年目が ％と最も高くなっている。さ

らに、就農時の年齢別では、比較的若い年齢層が制度利用の中心となっており、 歳以下

から 歳代での割合が高くなっている。

認定農業者についてみると、全体では ％である。就農後の経過年数別にみると、 ・

年目が ％、 ・ 年目 ％、 年目以上が ％となっており、年数が長いほど認

定農業者の割合が高くなる傾向が認められる。

図 7-1 認定新規就農者と認定農業者の割合

【親元就農者】

親元就農者の認定新規就農者となっている割合を確認すると、全体では ％である

（図 ）。就農後の経過年数別にみると、 ・ 年目が ％と最も高くなっている。

認定農業者についてみると、全体では ％である。就農後の経過年数別にみると、 ・

年目が ％、 ・ 年目 ％、 年目以上が ％となっている。

注）50 代は集計対象の母数が 1。

図 7-2 認定新規就農者と認定農業者の割合
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２）就農後の経営内容

（１）現在の農地面積の状況

【新規参入者】

表 から現在の全国の農地面積をみると、経営面積は平均値（ ）、中央値（ ）、

借入面積は平均値（ ）、中央値（ ）、借入割合は ％となっている。中央値が

と平均値の半分以下であるが、かなり大きい規模の経営体により、平均値を押し上げ

ている。これは、経営面積の標準偏差が と平均値よりもかなり大きいことからもわ

かる。

北海道は、経営面積が平均値（ ）、中央値（ ）、借入面積は平均値（ ）、

中央値（ ）、借入割合は ％となっている。都府県では、経営面積は平均値（ ）、

中央値（ ）、借入面積は平均値（ ）、中央値（ ）、借入割合は ％となっ

ている。

就農後の経過年数別の経営面積は、就農 ・ 年目は平均値（ ）、中央値（ ）、

就農 ・ 年目は平均値（ ）、中央値（ ）、就農 年目以上は平均値（ ）、

中央値（ ）と、中央値に関しては年数を経過するにつれて規模が拡大している。た

だし、平均値はそれほど増加しておらず、標準偏差が大きくなっていることからも、規模

拡大をする者と現状からそれほど変わらない者に別れている。今回調査における、就農

年目の経営面積から現在の経営面積までの倍率をみると、就農 ・ 年目でも 倍、就農

・ 年目で 倍、就農 年目以上で 倍となっており、多くの経営が規模を拡大して

いるとみられる。

作目別の経営面積は、酪農（ ）は別格として、面積が大きい順に、「水稲等」が

平均値（ ）、中央値（ ）、「その他畜産」が平均値（ ）、中央値（ ）、

「その他耕種作目」が平均値（ ）、中央値（ ）、露地野菜が平均値（ ）、

中央値（ ）、果樹が平均値（ ）、中央値（ ）、「その他」が平均値（ ）、

中央値（ ）、「花き・花木」が平均値（ ）、中央値（ ）、施設野菜が平均値（ ）、

中央値（ ）となっている。施設園芸の作目は 前後が中央値であり、最も回答者が

多い露地野菜は、 前後が中央値となっている。「水稲等」は、平均値と中央値の差が

やや大きく、 が中央値となっている。

作目別の前回調査からの変化を、経営面積（平均値）の増減面積としてみると、増加面

積が大きい順に、「水稲等」（ ）、その他耕種作目（ ）、果樹（ ）、「花き・

花木」（ ）、「その他畜産」（ ）、露地野菜（ ）、施設野菜（ ）、「その他」

（ ）、酪農（ ）となっている。作目別では「水稲等」の経営面積の増加が目

立っている。

【親元就農者】

同様に、表 から現在の全国の農地面積をみると、経営面積は平均値（ ）、中

央値（ ）、借入面積は平均値（ ）、中央値（ ）、借入割合は ％となっ

ている。新規参入者と比べて経営面積の平均値、中央値は大きいものの、借入割合はほぼ

変わらない水準となっている。中央値が と平均値の半分以下であるが、かなり大き

い規模の経営体により、平均値を押し上げている。
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北海道は、経営面積が平均値（ ）、中央値（ ）、借入面積は平均値（ ）、

中央値（ ）、借入割合は ％となっている。都府県では、経営面積は平均値（ ）、

中央値（ ）、借入面積は平均値（ ）、中央値（ ）、借入割合は ％とな

っている。

就農後の経過年数別の経営面積は、就農 ・ 年目は平均値（ ）、中央値（ ）、

就農 ・ 年目は平均値（ ）、中央値（ ）、就農 年目以上は平均値（ ）、

中央値（ ）と、年数を経過するにつれて規模を拡大している。今回調査における就

農 年目の経営面積から現在の経営面積までの倍率をみると、就農 ・ 年目で 倍、就

農 ・ 年目で 倍、就農 年目以上で 倍となっており、多くの経営が規模拡大を行

っているとみられる。新規参入者と比較すると、倍率自体はそれほど大きな違いはみられ

ない結果となっている。

作目別の経営面積は、面積が大きい順に、「その他耕種作目」が平均値（ ）、

中央値（ ）、「水稲等」が平均値（ ）、中央値（ ）、「その他畜産」が平

均値（ ）、中央値（ ）、酪農が平均値（ ）、中央値（ ）、「その

他」が平均値（ ）、中央値（ ）、露地野菜が平均値（ ）、中央値

（ ）、果樹が平均値（ ）、中央値（ ）、施設野菜が平均値（ ）、中

央値（ ）、「花き・花木」が平均値（ ）、中央値（ ）となっている。

表 29-1 【新規参入者】現在の経営面積、借入面積

注）借入面積の集計対象には無回答を含まない。

単位：a、％

経営面積 借入面積

平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差
借入面積合計

/経営面積合計

現在の合計

/就農1年目合計

現在の合計

/就農1年目合計

1440 265.1 80.0 812.8 210.7 70.0 600.2 68.6 2.0 2.3

80 1351.9 300.0 2298.2 583.1 100.0 1123.8 31.3 1.5 2.3

1360 201.2 80.0 564.7 192.5 70.0 556.7 83.4 2.3 2.3

1・2年目 362 165.9 54.0 689.1 112.8 50.0 316.7 54.8 1.3 1.5

3・4年目 296 290.5 80.0 916.1 193.9 64.2 473.7 58.6 1.7 1.7

5年目以上 770 304.5 100.0 827.3 260.5 81.0 722.4 75.8 2.6 2.9

29歳以下 182 421.5 80.0 1,367.2 254.0 70.0 690.8 53.6 1.6 2.8

30～39歳 645 283.2 100.0 712.7 227.4 90.0 525.3 69.2 2.2 2.4

40～49歳 485 216.2 66.0 743.0 196.0 60.0 703.7 78.7 2.0 2.0

50～59歳 97 148.3 55.0 288.9 117.0 50.0 270.3 65.0 1.9 1.7

60歳以上 22 51.3 43.0 34.4 36.5 37.0 37.5 55.0 1.2 1.2

水稲・麦・雑穀類
・豆類

93 1079.6 410.0 1618.5 1042.2 350.5 1647.6 89.3 3.7 3.8

露地野菜 445 195.6 110.0 348.2 182.9 100.0 344.0 84.1 2.4 2.4

施設野菜 457 82.0 40.0 228.3 72.3 35.0 242.6 74.1 1.5 1.4

花き・花木 45 86.9 60.0 98.8 78.9 50.0 112.3 66.6 1.4 1.4

果樹 292 177.5 90.0 501.5 141.5 80.0 334.2 72.3 1.9 1.7

その他耕種作目 20 267.2 100.0 493.7 272.7 100.0 543.1 81.7 5.7 7.4

酪農 20 3613.0 2750.0 3397.9 1063.8 550.0 1393.0 11.8 1.2 1.9

その他畜産 32 506.7 156.0 735.0 470.7 85.0 764.0 72.6 1.8 1.7

その他 22 163.5 95.0 226.5 199.6 100.0 253.6 88.7 1.8 1.8

集計対象
件数

経営面積 借入面積 借入割合 対就農時（倍）

現在の
販売金額
第1位
の作目

全国計

北海道計

都府県計

就農後
経過年数

就農時
年齢
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表 29-2 【親元就農者】現在の経営面積、借入面積

注）借入面積の集計対象には無回答を含まない。

 

単位：a、％

経営面積 借入面積

平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差
借入面積合計

/経営面積合計

現在の合計

/就農1年目合計

現在の合計

/就農1年目合計

421 470.6 165.0 1,138.5 382.0 93.0 867.7 65.0 2.2 2.9

12 1497.2 940.0 1786.3 977.4 100.0 2132.9 43.5 1.3 3.2

409 440.5 150.0 1,102.9 367.5 93.0 815.6 67.1 2.3 2.9

1・2年目 92 236.6 100.0 504.6 177.2 55.0 478.5 61.1 1.8 2.0

3・4年目 63 291.7 100.0 474.3 229.2 69.0 463.5 64.9 1.6 1.5

5年目以上 266 593.9 200.0 1,368.3 492.9 102.5 1,021.6 65.5 2.4 3.5

29歳以下 114 558.7 194.5 1,004.0 514.4 120.0 1,044.9 76.7 2.2 3.2

30～39歳 174 439.4 168.5 828.1 348.9 100.0 794.8 63.0 2.5 3.0

40～49歳 123 459.5 150.0 1,592.1 322.1 80.0 796.0 55.3 1.8 2.6

50～59歳 2 225.0 225.0 205.1 190.0 190.0 240.4 84.4 1.0 1.0

60歳以上 7 126.9 20.0 257.1 6.8 6.0 7.9 3.0 5.5 2.3

水稲・麦・雑穀類
・豆類

78 1091.3 700.0 1135.6 943.6 557.0 1126.9 76.5 3.4 3.8

露地野菜 88 462.3 149.0 1821.2 292.7 100.0 731.5 56.8 1.6 2.3

施設野菜 86 135.9 50.0 633.1 137.0 30.0 752.1 71.5 3.2 3.8

花き・花木 16 101.3 70.0 84.3 83.4 44.3 81.2 51.4 1.5 1.5

果樹 116 239.4 168.5 396.1 152.4 77.5 432.9 48.3 1.9 2.7

その他耕種作目 9 1108.7 285.0 2031.4 822.8 60.0 2026.4 74.2 1.2 3.5

酪農 5 703.0 500.0 622.1 728.8 572.5 724.5 82.9 1.2 1.0

その他畜産 17 726.8 200.0 742.7 520.4 190.0 666.4 59.0 1.8 1.7

その他 5 477.0 250.0 587.9 93.3 20.0 135.8 11.7 6.4 1.0

就農時
年齢

現在の
販売金額
第1位
の作目

集計対象
件数

経営面積 借入面積 借入割合 対就農時（倍）

全国計

北海道計

都府県計

就農後
経過年数
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（２）販売金額の状況

【新規参入者】

販売金額を整理したものが表 である。まず、新規参入者全体の販売金額は平均値

万円（前回比 万円）、中央値（ 万円）となっている。金額階層別では、「 万

円以上 万円未満」の割合が最も高く ％（前回比 ポイント）、以下、「 万

円以上 万円未満」（ ％）（前回比 ポイント）、「 万円以上 万円未満」

が ％（前回比 ポイント）、「 万円未満」が ％（前回比 ポイント）、「

万円以上 万円未満」（ ％）（前回比 ポイント）、 万円以上（ ％）（前

回比 ポイント）である。

就農後の経過年数別の平均販売金額は、就農 ・ 年目が 万円（前回比 万円）、

就農 ・ 年目が 万円（前回比 万円）、就農 年目以上が 万円（前回比 万

円）となっており、就農後の経過年数が長くなるにつれて販売金額も大きくなっている。

作目別にみると、酪農は、販売金額が 万円と他の作目に比べて大きく、前回から

万円増加している。他の作目では大きい順に、「その他耕種作目」が 万円で前

回から 万円増、施設野菜は 万円で前回から 万円増、「水稲等」が 万円

で前回から 万円増、「その他畜産」が 万円で前回から 万円減、露地野菜は

万円で 万円増、「花き・花木」が 万円で前回から 万円減、「その他」が 万円

で前回から 万円減、果樹が 万円で前回から 万円増となっている。これらの結

果から、「その他畜産」、「花き、花木」、「その他」を除いて、ほとんどの作目で前回の調査

結果を上回る販売金額となっている。また、中央値をみると、施設野菜は 万円程で、

畜産と施設園芸を除いた一般作物では ～ 万円になっている。

【親元就農者】

同様に販売金額を整理したものが表 である。まず、親元就農者全体の販売金額は平

均値 万円、中央値（ 万円）となっている。金額階層別では、「 万円以上

万円未満」の割合が最も高く ％、以下、「 万円以上 万円未満」が ％、

「 万円以上 万円未満」（ ％）、 万円以上（ ％）、「 万円以上 万

円未満」（ ％）、「 万円未満」が ％である。

就農後の経過年数別の平均販売金額は、就農 ・ 年目が 万円、就農 ・ 年目が

万円、就農 年目以上が 万円となっており、就農後の経過年数が長くなるにつれて

販売金額も大きくなっている。

作目別にみると、酪農は、販売金額が 万円と他の作目に比べて大きい。他の作目

では大きい順に、「その他」が 万円、「その他畜産」が 万円、「その他耕種作

目」が 万円、「水稲等」が 万円、露地野菜が 万円、「花き・花木」が

万円、果樹が 万円、施設野菜が 万円となっている。
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表 30-1 【新規参入者】現在の販売金額階層別構成と販売金額

表 30-2 【親元就農者】現在の販売金額階層別構成と販売金額

（３）農業所得の状況

【新規参入者】

続いて現在の農業所得を整理したのが表 である。新規参入者全体の農業所得額は

平均値（ 万円）、中央値（ 万円）となっている。農業所得階層別では、「 万円

以上 万円未満」の割合が最も高く ％であり、以下「 円」（ ％）、「 万円以

上 万円未満」（ ％）、「 万円以上 万円未満」（ ％）、「 万円以上 万

円未満」（ ％）、「 円未満（マイナス）」（ ％）、「 万円以上 万円未満」（ ％）、

「 万円以上」（ ％）となっている。農業所得が 万円未満と少ない経営が ％

とかなりの割合を占めている。ただし、「 円未満（マイナス）」の階層の平均販売金額は

万円で、「 万円以上 万円未満」の平均販売金額 万円よりも大きい。

一方で、農業所得 万円以上は ％を占めている。また、「 万円以上 万円未

満」の階層の販売額平均は 万円であり、 万円以上の所得を得るためには、

万円以上の売上がひとつの目安となっている。

単位：万円、％

平均値 中央値 標準偏差
100万円

未満

100万円
以上

300万円
未満

300万円
以上

500万円
未満

500万円
以上

1000万円
未満

1000万円
以上

2000万円
未満

2000万円
以上

1281 957 500 1,785 15.4 17.6 14.9 23.4 17.5 11.2

1・2年目 269 524 180 2,011 39.8 20.1 14.9 15.2 7.4 2.6

3・4年目 274 722 495 872 14.2 19.3 16.8 23.7 18.6 7.3

5年目以上 728 1,216 700 1,915 6.7 15.4 14.4 26.5 21.0 15.9

水稲・麦・雑穀類
・豆類

83 990 500 1,481 12.0 24.1 13.3 18.1 19.3 13.3

 露地野菜 395 733 350 1,471 17.0 25.1 15.9 24.6 10.9 6.6

 施設野菜 406 1,210 826 1,717 7.4 9.4 14.0 25.1 25.9 18.2

花き・花木 42 726 420 833 7.1 28.6 16.7 26.2 14.3 7.1

果樹 250 599 350 1,084 24.0 18.4 16.0 22.0 16.8 2.8

その他耕種作目 19 2,844 600 6,969 15.8 5.3 21.1 36.8 5.3 15.8

 酪農 17 4,827 4,000 3,007 0.0 0.0 0.0 5.9 11.8 82.4

 その他畜産 36 849 461 1,389 27.8 11.1 11.1 22.2 19.4 8.3

その他 23 654 310 1,220 21.7 26.1 21.7 13.0 8.7 8.7

販売金額 販売金額階層

販売
金額

第1位
の作目

集計対象全体

就農後
経過
年数

集計
対象数

単位：万円、％

平均値 中央値 標準偏差
100万円

未満

100万円
以上

300万円
未満

300万円
以上

500万円
未満

500万円
以上

1000万円
未満

1000万円
以上

2000万円
未満

2000万円
以上

366 1,137 715 1,295 8.2 12.0 16.4 23.0 24.0 16.4

1・2年目 75 532 300 745 26.7 18.7 21.3 20.0 9.3 4.0

3・4年目 56 709 500 640 5.4 21.4 21.4 26.8 17.9 7.1

5年目以上 234 1,430 1,000 1,451 3.0 7.7 13.7 23.1 30.3 22.2

水稲・麦・雑穀類
・豆類

62 1,217 725 1,550 9.7 11.3 19.4 14.5 29.0 16.1

 露地野菜 76 1,144 618 1,640 10.5 18.4 13.2 22.4 22.4 13.2

 施設野菜 78 971 699 896 3.8 11.5 20.5 32.1 16.7 15.4

花き・花木 14 1,026 390 1,245 21.4 28.6 0.0 14.3 7.1 28.6

果樹 102 1,013 800 915 6.9 8.8 18.6 26.5 26.5 12.7

その他耕種作目 8 1,635 1,014 1,893 0.0 0.0 25.0 12.5 37.5 25.0

 酪農 4 2,673 2,608 704 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 75.0

 その他畜産 18 1,641 1,210 1,434 11.1 5.6 0.0 16.7 38.9 27.8

その他 4 1,766 1,130 2,184 25.0 0.0 25.0 0.0 25.0 25.0

販売金額階層

集計対象全体

就農後
経過
年数

販売
金額

第1位
の作目

集計
対象数

販売金額
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就農後の経過年数別では、就農 ･ 年目が平均 万円（中央値 万円）、就農 ・

年目が 万円（中央値 万円）、就農 年目以上が 万円（中央値 万

円）となっており、就農後の経過年数が長くなるにつれて農業所得額も高くなっている。

万円未満の割合は、 ･ 年目の ％から 年目以上では ％と減少している。ま

た、 年目以上では「 万円以上 万円未満」が ％と最も多く、次に割合が高い

階層は「 万円以上 万円未満」（ ％）となっている。

作目別にみると、酪農が平均 万円（中央値 万円）と他の作目に比べて大き

い。他の作目では、所得の平均値が大きい順に、施設野菜平均 万円（中央値

万円）、「その他」平均 万円（中央値 万円）、「花き・花木」 万円（中央

値 万円）、「水稲等」平均 万円（中央値 万円）、果樹平均 万円（中

央値 万円）、露地野菜平均 万円（中央値 万円）、「その他耕種作目」平均

万円（中央値 万円）、「その他畜産」が平均 万円（中央値 万円）とな

っている。回答者が多い露地野菜、及び「その他畜産」において農業所得が少ない傾向に

ある。

【親元就農者】

続いて親元就農者の現在の農業所得を整理したのが表 である。親元就農者全体の

農業所得額は平均値（ 万円）、中央値（ 万円）となっている。農業所得階層別

では、「 万円以上 万円未満」の割合が最も高く ％であり、以下「 万円以上

万円未満」（ ％）、「 万円以上 万円未満」（ ％）、「 円」（ ％）、「 万円

以上 万円未満」（ ％）、「 万円以上 万円未満」（ ％）、「 円未満（マイナ

ス）」（ ％）、「 万円以上」（ ％）となっている。農業所得が 万円未満と少な

い経営が ％と新規参入者に比べると少ない割合になっている。ただし、親元就農者に

おいても「 円未満（マイナス）」の階層の平均販売金額は 万円で、「 万円以上

万円未満」の平均販売金額 万円よりも大きい。

一方で、農業所得 万円以上は ％を占め、新規参入者に比べると高くなっている。

また、「 万円以上 万円未満」の階層の販売額平均は 万円であり、 万円以

上の所得を得るためには、新規参入者と同様に 万円以上の売上がひとつの目安とな

る。

就農後の経過年数別では、就農 ･ 年目が平均 万円（中央値 万円）、就農 ・

年目が 万円（中央値 万円）、就農 年目以上が 万円（中央値 万

円）となっており、就農後の経過年数が長くなるにつれて農業所得額も高くなっている。

万円未満の割合は、 ･ 年目の ％から 年目以上では ％と減少している。ま

た、 年目以上では「 万円以上 万円未満」が ％と最も多く、次に割合が高い

階層は「 万円以上 万円未満」（ ％）となっている。
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表 31-1 【新規参入者】現在の農業所得階層別構成と農業所得

表 31-2 【親元就農者】現在の農業所得階層別構成と農業所得

単位：万円、％

集計
対象数

平均 中央値
標準
偏差

0未満(マ
イナス)

0(ゼロ)
50万円
未満

50万円
以上

100万円
未満

100万円
以上

300万円
未満

300万
以上

500万円
未満

500万円
以上

1000万円
未満

1000万円
以上

1,238 208.8 100.0 403.8 9.4 17.9 8.7 9.9 27.2 14.1 9.7 3.1

1・2年目 260 94.2 9.5 252.2 12.7 35.0 12.7 7.7 19.6 6.5 4.6 1.2

3・4年目 266 217.9 116.0 363.5 9.8 13.2 8.3 13.5 28.2 12.4 12.0 2.6

5年目以上 704 250.4 150.0 454.3 7.5 13.1 7.5 9.4 30.0 17.8 10.8 4.0
水稲・麦・雑穀類

・豆類
80 186.8 100.0 317.0 8.8 16.3 13.8 7.5 23.8 20.0 7.5 2.5

露地野菜 384 163.9 95.0 336.8 8.3 18.5 10.2 13.8 28.9 13.5 5.2 1.6

施設野菜 387 285.3 150.0 534.2 10.6 12.9 6.5 7.2 27.9 15.8 14.7 4.4

花き・花木 40 196.1 90.0 323.4 10.0 12.5 20.0 10.0 22.5 15.0 5.0 5.0

果樹 244 186.1 114.0 250.5 7.8 21.7 7.8 10.2 27.9 12.3 10.2 2.0

その他耕種作目 18 130.0 135.0 460.2 16.7 5.6 11.1 11.1 33.3 5.6 16.7 0.0

酪農 16 430.7 350.0 443.6 12.5 6.3 0.0 6.3 18.8 12.5 25.0 18.8

その他畜産 37 70.7 0.0 420.7 18.9 35.1 5.4 5.4 16.2 10.8 2.7 5.4

その他 21 222.3 100.0 368.4 4.8 23.8 9.5 9.5 28.6 9.5 9.5 4.8

販売額平均 - - - - 809 470 312 527 759 1,250 2,427 2,853

販売
金額
第1位
の作目

農業所得階層

集計対象全体

就農後
経過
年数

農業所得

単位：万円、％

集計
対象数

平均 中央値
標準
偏差

0未満(マ
イナス)

0(ゼロ)
50万円
未満

50万円
以上

100万円
未満

100万円
以上

300万円
未満

300万
以上

500万円
未満

500万円
以上

1000万円
未満

1000万円
以上

365 256.8 150.0 424.1 6.8 9.9 10.1 7.7 32.9 18.9 9.3 4.4

1・2年目 74 75.7 69.5 294.9 10.8 13.5 21.6 9.5 33.8 9.5 1.4 0.0

3・4年目 57 234.5 100.0 422.0 10.5 10.5 17.5 8.8 24.6 17.5 5.3 5.3

5年目以上 233 319.6 233.0 444.2 4.7 8.6 4.7 6.9 34.8 21.9 12.9 5.6
水稲・麦・雑穀類

・豆類
65 248.9 160.0 373.4 12.3 9.2 7.7 3.1 36.9 21.5 4.6 4.6

露地野菜 73 194.1 150.0 197.4 2.7 9.6 11.0 12.3 35.6 20.5 8.2 0.0

施設野菜 77 234.8 150.0 476.9 9.1 11.7 5.2 7.8 36.4 15.6 9.1 5.2

花き・花木 11 400.5 42.0 691.8 9.1 18.2 27.3 0.0 9.1 18.2 0.0 18.2

果樹 102 294.8 200.0 356.7 2.0 7.8 12.7 8.8 29.4 20.6 13.7 4.9

その他耕種作目 8 172.4 69.5 471.5 12.5 25.0 12.5 0.0 25.0 12.5 0.0 12.5

酪農 4 16.0 -8.0 153.2 50.0 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0

その他畜産 20 370.4 185.0 900.9 10.0 10.0 10.0 5.0 35.0 15.0 10.0 5.0

その他 5 398.4 370.0 324.9 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 20.0 40.0 0.0

販売額平均 - - - - 1,004 462 429 698 971 1,358 2,680 2,704

販売
金額
第1位
の作目

農業所得 農業所得階層

集計対象全体

就農後
経過
年数
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（４）農業所得による生計の成り立ち

【新規参入者】

新規参入者における農業所得による生計の成り立ち状況をみると、「おおむね農業所得

で生計が成り立っている」割合は、図 に示すとおり ％である。前回調査（ ％）

よりも ポイント上昇しているが、新規参入者の ％弱は生計費をカバーできる農業所

得を得られていない。

「農業所得では生計は成り立っていない」とする者の所得不足分の補てん方法（複数回

答）をみると、「農業以外の収入等（家族の農外収入を含む）」が ％と最も多く、「就農

前からの蓄え（貯金等）」が ％、「就農準備資金・経営開始資金」が ％、「身内か

らの借り入れ」が ％、「金融機関からの借り入れ」が ％、「その他」が ％であ

る。

「農業所得による今後の生計の目処」については、「今後、目処が立ちそうだ」と回答し

たのが ％であり、目処が立ちそうな時期は平均 年となっている。

【親元就農者】

親元就農者における農業所得による生計の成り立ち状況をみると、「おおむね農業所得

で生計が成り立っている」割合は、図 に示すとおり ％である。新規参入者に比べ

て ポイント高く、親元就農者の ％程度は生計費をカバーできる農業所得を得られて

いる。

「農業所得では生計は成り立っていない」とする者の所得不足分の補てん方法（複数回

答）をみると、「農業以外の収入等（家族の農外収入を含む）」が ％と最も多く、「就農

前からの蓄え（貯金等）」が ％、「就農準備資金・経営開始資金」が ％、「身内か

らの借り入れ」が ％、「金融機関からの借り入れ」が ％、「その他」が ％であ

る。

図 8-1 【新規参入者】農業所得による生計の成り立ちと不足分の補填方法

単位：％

所得不足分の補てん方法

◇ 就農前からの蓄え（貯金等） 43.5

◇ 身内からの借り入れ 12.8

◇ 金融機関からの借り入れ 12.5

◇ 農業以外の収入等（家族の農外収入を含む） 52.8

◇ 就農準備資金・経営開始資金 36.8

◇ その他 5.9

単位：％

農業所得による今後の生計の目処

◇ 今後、目処が立ちそうだ 60.3

［目途が立ちそうな時期］ 平均 2.6年

◇ いつ目処が立つか見当がつかない 39.7
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図 8-2 【親元就農者】農業所得による生計の成り立ちと不足分の補填方法

（５）農業所得で生計が成り立っている割合

【新規参入者】

図 から就農後の経過年数別に農業所得で生計が成り立っている割合をみると、就農 ・

年目は ％であるが、 ・ 年目は ％、 年目以上は ％となっている。就農後

の経過年数が長くなるにしたがって、農業所得によって生計が成り立っている割合は高く

なるが、都府県の場合、就農後 年目以上でも半分程度は農業所得によって生計が成り立

っていない。

図 9 農業所得で生計が成り立っている割合

次に、「おおむね農業所得で生計が成り立っている」と回答した者における、生計が成り

立つまでの年数と、その際の農産物売上高、農業所得について整理する。

生計が成り立つまでの年数は、 ･ 年目が 名、 ･ 年目が 名、 年目以上が

単位：％

所得不足分の補てん方法

◇ 就農前からの蓄え（貯金等） 41.7

◇ 身内からの借り入れ 20.8

◇ 金融機関からの借り入れ 20.8

◇ 農業以外の収入等（家族の農外収入を含む） 52.3

◇ 就農準備資金・経営開始資金 36.6

◇ その他 3.2

単位：％

農業所得による今後の生計の目処

◇ 今後、目処が立ちそうだ 55.6

［目途が立ちそうな時期］ 平均 2.8年

◇ いつ目処が立つか見当がつかない 44.4
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名となっている（表 ）。 ･ 年目で生計が成り立った割合が ％を占めており、前回

調査より、 ポイント高まっている。

続いて、作目別の状況をみると、生計が成り立つ農業所得を確保できている割合が最も

高いのが酪農であり、 ％となっている。酪農、「その他耕種作目」、施設野菜以外の作

目についてみると ％に到達している作目はなく、ほとんどの作目で、農業所得で生計を

成り立たせることが容易ではないことが分かる。一方で、前回調査から生計が成り立つ割

合が上昇しているのは、「水稲等」 ％（前回比 ポイント）、露地野菜 ％（前回

比 ポイント）、施設野菜 ％（前回比 ポイント）、「花き・花木」 ％（前回

比 ポイント）、果樹 ％（前回比 ポイント）、「その他耕種作目」（前回比

ポイント）である。酪農、「その他畜産」を除くほとんどの作目で、生計が成り立つ割合が

上昇しており、「その他耕種作目」では前回調査より ポイント以上増加している。

生計が成り立っている経営における販売金額は 万円、農業所得の平均値は 万

円、中央値は 万円となっている。作目別では、「その他耕種作目」（きのこなどが含ま

れる）が販売金額 万円と大きく、次に、酪農（販売金額 万円）が続く。農業

所得が高いのは、酪農（農業所得 万円）、「その他」（農業所得 万円）、施設野菜（農

業所得 万円）が続いている。

表 農業所得だけで生計が成り立つまでの年数と販売金額・農業所得の関係

（農業所得で成り立っている者が回答）

単位：万円

平均 中央値 標準偏差

613 41.3 1,507 386 300 534

1・2年目 237 - 1,690 442 300 520

3・4年目 199 - 1,416 356 250 648

5年目以上 172 - 1,362 353 300 374

 水稲・麦・雑穀類
・豆類

35 37.2 1,795 351 300 441

 露地野菜 157 35.4 1,412 331 250 480

施設野菜 239 50.7 1,516 442 300 663

  花き・花木 22 45.8 1,215 362 325 424

果樹 110 37.0 939 356 300 283

その他耕種作目 12 54.5 5,097 177 262 621

酪農 17 70.8 4,437 527 645 479

その他畜産 10 23.3 1,886 380 184 470

その他 8 33.3 833 485 460 501

農業所得
集計対象

件数

生計が成り
立っている
割合（％）

販売金額

生計が
成り立つ

までの年数

販売金額
第1位
の作目

集計対象全体
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（６）加工、販売などの取り組み

【新規参入者】

生産物（農産物、畜産物、加工品等）の販売先について、販売金額の多い順に第 位ま

で聞いたところ、第 位は農協が ％と最も高く、多くの参入者が 位にあげている

（図 ）。次に割合が高いのは小売業者（ ％）、「消費者に直接販売」（ ％）であ

る。「消費者に直接販売」は、第 位（ ％）、第 位（ ％）、第 位（ ％）とな

っており、販売金額としては第 位、第 位を占める傾向にある。

農業生産以外の直売、加工などの実施状況をみると、図表で示していないが、直接販売

が（ ％）、農産加工（ ％）、観光農業（ ％）、レストラン（ ％）、「その他」（ ％）

となっている。これらを就農後の経過年数ごとに確認すると、農産加工、直接販売、レス

トランに関しては、就農後「 ･ 年目」より「 年目以上」の方が、取組割合が高まる傾向

にある（図 ）。

【親元就農者】

生産物（農産物、畜産物、加工品等）の販売先について、販売金額の多い順に第 位ま

で聞いたところ、第 位は農協が ％と最も高く、多くの親元就農者が 位にあげてい

る（図 ）。次に割合が高いのは「農協以外の集出荷団体」（ ％）、「消費者に直接販

売」（ ％）である。「消費者に直接販売」は、第 位（ ％）、第 位（ ％）、第

位（ ％）となっており、新規参入者と同様に販売金額としては第 位、第 位を占め

る傾向にある。

農業生産以外の直売、加工などの実施状況をみると、図表で示していないが、直接販売

が（ ％）、農産加工（ ％）、観光農業（ ％）、レストラン（ ％）、「その他」（ ％）

となっている。これらを就農後の経過年数ごとに確認すると、全体的にあまり変化はみら

れない傾向にある（図 ）。

図 9-1 【新規参入者】現在の農産物販売ルート（第 1～3 位）
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図 10-1 【新規参入者】就農後年数ごとの農業生産以外への取り組み

図 9-2 【親元就農者】現在の農産物販売ルート（第 1～3 位）

図 10-2 【親元就農者】就農後年数ごとの農業生産以外への取り組み
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（７）就農後の相談先

【新規参入者】

図表で示してはいないが、就農後の相談先については、栽培技術に関しては、複数回答

で多い順に普及指導センター（ ％）、「農家・法人（指導農業士以外）」（ ％）、「農

協（営農指導員）」（ ％）、「研修先の農業者・法人」（ ％）、「家族、親類、知人等」

（ ％）、「農業資材・機械等の業者」（ ％）となっている。経営や販売に関しては、

同様に「家族、親類、知人等」（ ％）、農協（営農指導員）（ ％）、「農家・法人（指

導農業士以外）」（ ％）、「研修先の農業者・法人」（ ％）、普及指導センター（ ％）

となっている。

（８）有機農業への取組み状況

【新規参入者】

表 から有機農業への取組み状況をみると、新規参入者全体では、「有機農業に取組

んでいる」とするのが ％となっており、うち「有機 認証を受けている」が ％

となっている。就農後の経過年数別では、「有機農業に取組んでいる」割合は、 ･ 年目で

は ％、 ･ 年目では ％、 年目以上では ％となっており、経過年数の長い者

ほど有機農業に取り組む割合が高くなる傾向がみられる。

就農時年齢別にみると、「 歳以上」が ％と最も割合が高く、「 歳以下」が ％

と最も割合が低い。一方、有機農業耕地面積をみると、全体では であるが、年齢別

では「 歳以下」が と最も大きな面積となっている。

【親元就農者】

表 から有機農業への取組み状況をみると、親元就農者全体では、「有機農業に取組

んでいる」とするのが ％となっており、うち「有機 認証を受けている」が ％

となっている。新規参入者と比べると、「有機農業に取組んでいる」割合は ポイント

低くなっている。就農後の経過年数別では、「有機農業に取組んでいる」割合は、 ･ 年目

では ％、 ･ 年目では ％、 年目以上では ％となっている。

就農時年齢別にみると、「 歳以下」が ％と最も割合が高くなっている。有機農業

耕地面積をみると、全体では であり、年齢別では「 歳以下」が と最も大

きな面積となっている。
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表 【新規参入者】有機農業に取り組んでいる割合

表 【親元就農者】有機農業に取り組んでいる割合
単位：％

有機農業
耕地面積（a）

有機JAS認証を
受けている

有機JAS認証は
受けていない

今後取組みたい 取組む予定はない

198.8 1.6 12.0 18.3 68.1

1・2年目 99.0 2.2 10.8 21.5 65.6

3・4年目 114.1 1.6 14.3 11.1 73.0

5年目以上 262.8 1.5 11.8 18.8 67.9

29歳以下 374.8 2.5 14.2 16.7 66.7

30～39歳 117.2 1.7 11.2 21.2 65.9

40～49歳 129.9 0.8 12.2 14.6 72.4

50～59歳 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

60歳以上 0.0 0.0 0.0 14.3 85.7

集計対象全体

就
農
後
経

過
年
数

就
農
時
年
齢

有機農業に取組んでいない有機農業に取組んでいる

単位：％

有機農業
耕地面積（a）

有機JAS認証を
受けている

有機JAS認証は
受けていない

今後取組みたい 取組む予定はない

168.4 4.3 22.1 15.6 58.0

1・2年目 62.0 2.2 16.3 18.8 62.8

3・4年目 297.4 4.2 22.9 17.4 55.6

5年目以上 160.8 5.5 24.4 13.0 57.1

29歳以下 419.4 3.7 16.9 11.1 68.3

30～39歳 157.6 4.5 23.1 16.1 56.3

40～49歳 106.6 4.7 21.4 15.5 58.5

50～59歳 188.3 4.0 25.3 20.2 50.5

60歳以上 61.2 0.0 34.8 21.7 43.5

就
農
時
年
齢

有機農業に取組んでいる 有機農業に取組んでいない

集計対象全体

就
農
後
経

過
年
数
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（８）新規就農者等農業者同士の交流

新規就農者等農業者同士の交流について確認すると、交流はほとんどないと回答した方

は ％であり、多くは何らかの交流を行っている。最も多いのは「地域の新規就農者な

どのグループ」で ％、次に「普及指導センターや市町村が開催する交流会」で ％、

「農協青年部」 ％、 が ％となっている（図 ）。

最も多い「地域の新規就農者などのグループ」について、就農後の経過年数別でみると、

･ 年目では ％、 ･ 年目では ％、 年目以上では ％となっており、経過年

数の長い者ほど、交流を行っている割合が高くなる傾向がみられる。

図 11 新規就農者等農業者同士の交流（複数回答）
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５．新規就農者の課題と展望

１）経営面と生活面の問題・課題

現在直面している経営面での問題・課題が表 である。新規参入者において、最も割合

が高かったのが「資材費等の高騰」（ ％）であり、つづいて「所得が少ない」 ％ 、

「自然災害」（ ％）、「設備投資資金の不足」（ ％）、「労働力不足（働き手が足りな

い）」（ ％）となっている。

親元就農者では、最も割合が高かったのが「資材費等の高騰」（ ％）であり、つづい

て「所得が少ない」 ％ 、「自然災害」（ ％）、「労働力不足（働き手が足りない）」

（ ％）、「設備投資資金の不足」（ ％）となっている。

表 経営面での問題・課題（複数回答）

続いて、生活面での問題・課題（表 ）をみると、新規参入者では、最も割合が大きい

のは「思うように休暇がとれない」（ ％）である。つづいて、「健康上の不安（労働が

きつい）」（ ％）、「子供の教育・保育」（ ％）、「交通、医療等生活面の不便さ」（ ％）、

「集落の人等との人間関係」（ ％）となっている。

親元就農者は、順に「健康上の不安（労働がきつい）」（ ％）、「思うように休暇がと

れない」（ ％）、「子供の教育・保育」（ ％）、「家族の理解・協力面」（ ％）、「集

落の人等との人間関係」（ ％）となっている

単位：％

新規参入者 親元就農者

設備投資資金の不足 35.6 41.3

運転資金の不足 31.2 33.6

所得が少ない 54.3 55.9

経営分析の方法がわからない 5.3 7.1

経営計画が立てられない 2.6 5.9

技術の未熟さ 31.0 35.2

販売が思うようにいかない 11.7 12.6

栽培計画・段取りがうまくいかない 12.7 13.7

農地が集まらない 15.6 15.5

労務管理 10.2 14.2

情報が少ない 7.9 6.4

相談相手がいない 5.5 7.5

作目の選択で悩んでいる 8.4 9.8

自然災害 40.9 48.6

資材費等の高騰 59.1 67.6

税務対策 18.0 23.1

労働力不足（働き手が足りない） 34.1 43.6

その他 10.4 6.2
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表 生活面での問題・課題（複数回答）

【新規参入者】

経営面での課題について、新規参入者に限って作目別の傾向をみると、それぞれ割合が

高い作物は、「資材費等の高騰」は酪農、施設野菜、「所得が少ない」は「その他の畜産」、

露地野菜、自然災害はは花き・花木、水稲等となっている（表 ）。

表 就農年数、就農時年齢、作目別の経営面の問題・課題（複数回答）

単位：％

新規参入者 親元就農者

健康上の不安(労働がきつい) 37.9 47.5

家族の理解・協力面 5.6 14.9

集落の人等との人間関係 11.8 14.1

集落の慣行 10.4 12.4

子供の教育・保育 14.7 16.9

プライバシーの確保 3.9 4.7

交通、医療等生活面の不便さ 12.4 8.6

村づきあい等誘いが多い 9.1 13.3

思うように休暇がとれない 43.1 41.4

就農地に友人が少ない 11.5 11.6

家族が地域や農村生活になじめない 2.2 2.2

親・兄弟等の介護 6.1 11.0

その他 14.2 7.5

単位：％

資材費等
の高騰

所得が
少ない

自然災害
設備投資
資金の
不足

労働力不足
（働き手が足り

ない）

運転資金
の不足

技術の未
熟さ

税務対策

1・2年目 57.5 53.5 29.6 38.4 32.8 33.3 40.1 19.6

3・4年目 57.1 54.0 38.0 33.8 32.4 28.9 31.7 16.4

5年目以上 61.2 54.5 47.6 34.2 35.5 30.5 26.1 18.1

29歳以下 61.4 56.6 37.0 41.8 35.4 33.3 33.9 24.9

30～39歳 60.3 51.6 41.5 36.2 33.3 30.8 28.5 18.6

40～49歳 59.5 57.9 42.7 34.9 35.1 32.5 30.5 17.0

50～59歳 45.4 51.5 37.1 28.9 33.0 24.7 42.3 8.2

60歳以上 56.5 47.8 39.1 21.7 21.7 21.7 47.8 4.3

水稲・麦・雑穀類
・豆類

59.8 58.7 45.7 52.2 31.5 42.4 31.5 19.6

露地野菜 58.4 61.1 44.8 39.8 32.4 33.8 36.1 15.4

施設野菜 62.1 51.7 36.4 29.9 37.0 26.0 29.2 20.3

花き・花木 46.0 56.0 52.0 22.0 32.0 32.0 32.0 8.0

果樹 59.2 48.1 44.6 34.6 36.3 30.8 27.3 20.4

その他耕種作目 59.1 45.5 31.8 36.4 31.8 45.5 13.6 18.2

酪農 72.7 50.0 18.2 36.4 40.9 22.7 18.2 22.7

その他畜産 61.0 63.4 29.3 26.8 22.0 34.1 19.5 17.1

その他 45.8 37.5 29.2 58.3 25.0 33.3 45.8 8.3

就農時
年齢

就農後
経過
年数

販売
金額
第1位
の作目
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２）今後の経営展開

今後 年くらいの経営展開において重要だと考えられる項目は、新規参入者では、「技術

の向上」、「単位当たりの生産量の拡大」、「面積・頭数の規模拡大」、「販路の拡大」、「品質

の向上」、「コストの削減」が上位となっている（表 ）。

親元就農者では、順に「技術の向上」、「面積・頭数の規模拡大」、「コストの削減」、「単

位当たりの生産量の拡大」、「販路の拡大」、「品質の向上」となっている。

表 今後５年くらいの農業経営の展開において重要と思われる項目

注１）３つまで（順位づけ）選択で回答を得た。

単位：％

合計 1位 2位 3位 合計 1位 2位 3位

技術の向上 39.2 13.8 15.5 10.9 技術の向上 37.4 12.7 15.8 9.8

単位あたりの生産量の拡大 34.0 14.1 10.0 10.7 面積、頭数の規模拡大 36.3 23.1 7.2 6.5

面積、頭数の規模拡大 32.9 21.1 6.4 5.9 コストの削減 35.6 10.0 15.3 11.3

販路の拡大 28.7 8.0 11.8 9.8 単位あたりの生産量の拡大 28.8 9.5 8.4 11.8

品質の向上 26.6 5.3 11.6 10.5 販路の拡大 28.1 8.2 10.7 10.1

コストの削減 25.8 6.2 9.8 10.6 品質の向上 26.5 6.8 10.7 9.8

雇用の導入 21.5 5.8 7.8 8.6 雇用の導入 22.7 7.3 8.1 7.9

労働環境の改善 16.1 4.9 5.2 6.5 労働環境の改善 16.8 4.3 4.4 8.6

直接販売 13.7 4.9 4.8 4.3 直接販売 12.9 5.2 4.2 3.8

新規作目の導入 11.8 3.8 4.4 3.9 新規作目の導入 12.7 4.3 3.9 4.8

農産加工 10.9 2.6 3.7 4.8 新たな栽培技術の導入 11.6 2.5 3.7 5.8

新たな栽培技術の導入 10.7 2.9 4.1 4.1 法人化 8.2 1.8 3.2 3.4

法人化 7.6 1.7 1.7 4.4 農産加工 4.8 1.8 0.7 2.4

観光農園・レストラン 5.9 2.0 1.5 2.6 輸出 3.2 0.2 1.4 1.7

輸出 2.6 0.3 1.0 1.4 観光農園・レストラン 2.5 0.0 1.4 1.2

その他 4.0 2.6 0.8 0.8 その他 4.3 2.3 0.9 1.2

新規参入者 親元就農者
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Ⅱ 統 計 表
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【統計表の見方】

１．各項目とも、上段に実数、下段に構成比（不明を除く合計に対する割合）を

％表示した。

２．農業との関わり、性別、就農時年齢、就農経過年、売上、経営作目、ブロ

ック別に掲載した。各指標には、不明が含まれているため、各指標の合計値と

合計は異なる。
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問1営農場所、居住地、出身地について

①現在の主な営農場所

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

１．新規参入者の概況

Ⅰ．基本的な項目について
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問1営農場所、居住地、出身地について

②現在の居住地

回答者数 主な営農地と同じ 主な営農地と異なる 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

②現在の居住地

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

③就農前の居住地

回答者数 現在の居住地と同じ
現在の居住地と異な

る
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

③就農前の居住地

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 外国 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

④出身地

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 外国 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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年齢

回答者数 29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問2性別

回答者数 男性 女性 回答しない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問3同居世帯員数(本人含む)

回答者数
同居世帯数
（大人・平

均）
不明 回答者数

同居世帯数
（子供・平

均）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問4農業高校又は農業大学校の出身か

回答者数
農業高校及び
農業大学校の

出身

農業高校の出
身

農業大学校の
出身

農業高校及び
農業大学校の
出身ではない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問5最終学歴

回答者数 中学校
高等学校
（農業高
校）

高等学校
（その
他）

農業大学
校

短大・専
門学校
（農学
系）

短大・専
門学校
（その
他）

大学・大
学院（農
学系）

大学・大
学院（そ
の他）

専門職大
学

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問6農業との関わりと就農状況について

①農業との関わり

回答者数 農家出身ではない
祖父母が農家であ

る
農家出身である 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問6農業との関わりと就農状況について

②就農状況

回答者数

土地など
を調達し
新たに農
業経営開

始

実家の経
営の全て
を継承し
農業経営
開始

実家の経
営の一部
を継承し
農業経営
開始

実家の農
業経営と
は別に新
たな部門
開始

実家の農
業経営に
従事した

配偶者実
家の経営
の全て継
承し農業
経営開始

配偶者実
家の経営
の一部継
承し農業
経営開始

配偶者実
家農業経
営とは別
に新たな
部門開始

配偶者の
実家の農
業経営に
従事した

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問6農業との関わりと就農状況について

③実家の経営を継承した理由について（問6②で「2.3.6.7何からかの形で実家の経営を継承した」を選んだ方のみ）

回答者数
実家の農業経
営が順調

親等が高齢で
親族の中で後
継する人がい

ない

担い手不足と
なり継承する
よう依頼され

た

農業経営を継
承する選択肢
があったから

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問7就農前の就業状態について（就農するための農業研修は除きます。）

【前職の業種】

回答者
数

農業
林・漁

業
製造業 建設業 飲食業 自営業

運送・
配達業

官公
庁・団

体

教育関
連

小売業

通信情
報関連
サービ
ス業

その他
のサー
ビス

金融証
券業

医療関
係

学生 無職 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問8就農前の農業との触れ合いについて

回答者数
市民農

園、貸農
園

農業体験
農家民
泊、農家
民宿

援農ボラ
ンティア

農村ワー
キングホ
リデー

農園の
オーナー
制度

二地域居
住

その他
特に経験
はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問9配偶者の有無と農業への関わりについて

①配偶者の有無 ②配偶者の農業への関わりについて（問9①で「1．配偶者がいる」を選んだ方のみ）

回答者数
配偶者が
いる

配偶者は
いない

不明 回答者数

配偶者も
一緒に農
業をして
いる

配偶者は
補助的に
農業を手
伝ってい

る

農業従事
もしくは
農業研修
を受けて
いる

配偶者は
他の仕事
に従事し
ている

農業を含
め仕事に
従事して
いない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問10「就農準備資金・経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）」について

回答者数
準備型を受給
したことがあ

る

経営開始型を
受給したこと
がある/受給中

準備型・経営
型どちらも受
給したことが

ある

受給したこと
はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 72 ―



問11就農準備資金（旧農業次世代人材投資資金）（準備型）の受給期間

（問10で「1．準備型を受給したことがある」「3．準備型・経営型どちらも受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 1年未満 1年～2年未満 2年～3年未満
3年（海外研

修）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問12経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）（経営開始型）について

①受給期間（問10で「2．経営開始型を受給したことがある/受給中」「3．準備型・経営型どちらも受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 1年未満
1年～2年未

満
2年～3年未

満
3年～4年未

満
4年～5年未

満
5年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問12経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）（経営開始型）について

②給付停止・減額の有無（問10で「2．経営開始型を受給したことがある/受給中」「3．準備型・経営型どちらも受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数
停止も減額も
されたことが

ある

停止されたこ
とがある

減額されたこ
とがある

どちらもない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問12経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）（経営開始型）について

③給付停止・減額の理由（問12②で「1.停止も減額もされたことがある」「2.停止されたことがある」「3.減額されたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数
前年所得額が
給付基準額を
上回ったから

給付要件を満
たさなくなっ

たから

営農を中止
（休止）した

から

適切な農業経
営を行ってな
いと判断され

た

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問13就農準備資金・経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）を受給しなかったことについて

①受給しなかった理由（問10で「4.受給したことはない」を選んだ方のみ）

回答者数
給付要件を満
たさなかった

就農時に給付
金制度がな
かった

就農準備資
金・経営開始
資金を知らな

かった

給付要件は満
たしていたが
申請しなかっ

た

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問13就農準備資金・経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）を受給しなかったことについて

②給付要件を満たさなかった理由（問13①で「1.給付要件を満たさなかった」を選んだ方のみ）

回答者数
年齢が要
件より上
だった

前年度所
得が要件
より高
かった

要件に合
う研修
（機関）
がなかっ

た

認定新規
就農者の
認定を受
けられな
かった

経営継承
に係る要
件が満た
せなかっ

た

経営リス
クに係る
要件が満
たせな
かった

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問14経営発展支援事業について

①経営発展支援事業について

回答者数 受給したことがある 受給したことはない 不明

全国合計 1395 147 1248 118
10.5 89.5

【農業との関わり】　　　非農家出身 1172 125 1047 101
10.7 89.3

祖父母が農家 223 22 201 17
9.9 90.1

【性別】　　　　　　　　　　　男性 1197 116 1081 103
9.7 90.3

女性 193 30 163 13
15.5 84.5

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下 183 17 166 12
9.3 90.7

30～39歳 622 71 551 51
11.4 88.6

40～49歳 464 50 414 45
10.8 89.2

50～59歳 92 7 85 10
7.6 92.4

60歳以上 24 0 24 0
0.0 100.0

【就農経過年】　　　　　　1・2年目 378 142 236 6
37.6 62.4

3・4年目 277 0 277 24
0.0 100.0

5年目以上 716 0 716 86
0.0 100.0

【売上】　　　　　　　 500万円未満 576 79 497 38
13.7 86.3

500～1,000万円未満 279 13 266 21
4.7 95.3

1,000万円以上 321 15 306 46
4.7 95.3

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類 86 3 83 8
3.5 96.5

露地野菜 418 30 388 34
7.2 92.8

施設野菜 438 54 384 39
12.3 87.7

花き・花木 45 7 38 6
15.6 84.4

果樹 281 37 244 18
13.2 86.8

その他耕種作目 20 0 20 3
0.0 100.0

酪農 21 1 20 4
4.8 95.2

その他畜産 40 8 32 4
20.0 80.0

その他 23 2 21 2
8.7 91.3

【ブロック】　　　　　　　　北海道 79 10 69 6
12.7 87.3

東北 133 15 118 14
11.3 88.7

北陸 33 4 29 4
12.1 87.9

関東・東山 375 26 349 30
6.9 93.1

東海 148 14 134 11
9.5 90.5

近畿 138 10 128 9
7.2 92.8

中国 108 14 94 13
13.0 87.0

四国 89 14 75 2
15.7 84.3

九州 259 37 222 25
14.3 85.7

沖縄 33 3 30 4
9.1 90.9
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問14経営発展支援事業について

②経営発展支援事業について（問14①で「1．受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 機械 施設 家畜
果樹・茶改

植
機械リース その他 不明

全国合計 147 117 58 5 5 0 2 0
79.6 39.5 3.4 3.4 0.0 1.4

【農業との関わり】　　　非農家出身 125 98 48 4 4 0 2 0
78.4 38.4 3.2 3.2 0.0 1.6

祖父母が農家 22 19 10 1 1 0 0 0
86.4 45.5 4.5 4.5 0.0 0.0

【性別】　　　　　　　　　　　男性 116 94 46 3 2 0 1 0
81.0 39.7 2.6 1.7 0.0 0.9

女性 30 22 11 2 3 0 1 0
73.3 36.7 6.7 10.0 0.0 3.3

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下 17 12 4 1 0 0 0 0
70.6 23.5 5.9 0.0 0.0 0.0

30～39歳 71 58 28 3 2 0 2 0
81.7 39.4 4.2 2.8 0.0 2.8

40～49歳 50 42 21 1 1 0 0 0
84.0 42.0 2.0 2.0 0.0 0.0

50～59歳 7 5 3 0 2 0 0 0
71.4 42.9 0.0 28.6 0.0 0.0

60歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【就農経過年】　　　　　　1・2年目 142 113 56 5 5 0 2 0
79.6 39.4 3.5 3.5 0.0 1.4

3・4年目 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5年目以上 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【売上】　　　　　　　 500万円未満 79 62 31 2 4 0 0 0
78.5 39.2 2.5 5.1 0.0 0.0

500～1,000万円未満 13 11 7 1 0 0 0 0
84.6 53.8 7.7 0.0 0.0 0.0

1,000万円以上 15 12 6 0 0 0 1 0
80.0 40.0 0.0 0.0 0.0 6.7

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類 3 3 1 0 0 0 0 0
100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

露地野菜 30 29 8 0 0 0 0 0
96.7 26.7 0.0 0.0 0.0 0.0

施設野菜 54 39 24 0 0 0 0 0
72.2 44.4 0.0 0.0 0.0 0.0

花き・花木 7 5 4 0 0 0 0 0
71.4 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0

果樹 37 30 13 0 4 0 2 0
81.1 35.1 0.0 10.8 0.0 5.4

その他耕種作目 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

酪農 1 1 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他畜産 8 6 3 5 0 0 0 0
75.0 37.5 62.5 0.0 0.0 0.0

その他 2 1 2 0 0 0 0 0
50.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【ブロック】　　　　　　　　北海道 10 8 4 3 0 0 0 0
80.0 40.0 30.0 0.0 0.0 0.0

東北 15 15 2 0 1 0 0 0
100.0 13.3 0.0 6.7 0.0 0.0

北陸 4 4 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

関東・東山 26 18 14 0 1 0 1 0
69.2 53.8 0.0 3.8 0.0 3.8

東海 14 9 6 0 0 0 1 0
64.3 42.9 0.0 0.0 0.0 7.1

近畿 10 7 4 0 0 0 0 0
70.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中国 14 10 6 1 1 0 0 0
71.4 42.9 7.1 7.1 0.0 0.0

四国 14 13 3 0 1 0 0 0
92.9 21.4 0.0 7.1 0.0 0.0

九州 37 31 17 1 0 0 0 0
83.8 45.9 2.7 0.0 0.0 0.0

沖縄 3 2 2 0 1 0 0 0
66.7 66.7 0.0 33.3 0.0 0.0

― 80 ―



問15農業を始めるため、情報収集など具体的なアクションを起こしてから、就農するまでにどのくらいの期間を要したか

回答者数 1年未満
1年以上1年
半未満

1年半以上2
年未満

2年以上3年
未満

3年以上5年
未満

5年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

Ⅱ．就農に当たっての取り組み、経緯について
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問16就農した理由

回答者
数

農業は
やり方
次第で
もうか
るから

自ら経
営の采
配を振
れるか

ら

農業が
好きだ
から

時間が
自由だ
から

食べ物
の品質
や安全
性に興
味が

あった
から

有機農
業をや
りた

かった
から

以前の
仕事の
技術を
生かし
たいか

ら

子供を
育てる
には環
境が良
いから

家族で
一緒に
仕事が
できる
から

自然や
動物が
好きだ
から

農村の
生活(田
舎暮ら
し)が好
きだか

ら

配偶者
が農業
を始め
たから

都会の
生活が
向いて
いな

かった
から

会社勤
めに向
いてい
なかっ
たから

目標と
なる農
業経営
者がい
たから

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【1位】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【2位】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【3位】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【1位・2位・3位合計】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【1位】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【2位】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【3位】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【1位・2位・3位合計】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

①地域の選択

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

②農地の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

③販売先の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

④住宅の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

⑤資金の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

①技術習得研修の有無

回答者数 受けた 受けていない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

①研修先（複数回答）（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者
数

一般農
家（指
導農業
士）

一般農
家（指
導農業
士以
外）

農業法
人

市町村
市町村
農業公
社

農協
農業大
学校

農業専
門学校
（就農
準備校
等）

職業訓
練校

民間企
業が運
営する
研修機
関

海外 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

①主な研修先（単数回答）（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者
数

一般農
家（指
導農業
士）

一般農
家（指
導農業
士以
外）

農業法
人

市町村
市町村
農業公
社

農協
農業大
学校

農業専
門学校
（就農
準備校
等）

職業訓
練校

民間企
業が運
営する
研修機
関

海外 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

②研修先を選んだ理由（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者数

親や兄弟、
親類、知人
に勧められ

たから

就農相談セ
ンターに勧
められたか

ら

希望作目の
研修ができ

るから

研修制度が
充実してい

たから

実践的に経
営や技術が
学べると

思ったから

就農させた
実績が多い

から

研修先の人
柄がよかっ

たから

福利厚生が
充実してい

たから

実家に近い
から

配偶者の実
家に近いか

ら
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

③技術習得のための情報を得たところ（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓
口

農業普
及指導
セン
ター

市町村 農協
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネット

農業資
材・機
械等の
業者

ハロー
ワーク

親や兄
弟、親
類、知
人

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

④受けた研修内容

回答者数
栽培・飼
養技術

機械の操
作・修理

技術

農産物加
工

農産物販
売

経営管理

農業につ
いての理
念・考え

方

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

⑤研修を受けた期間

回答者数 6か月未満
6か月以上1年

未満
1年以上2年未

満
2年以上3年未

満
3年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

⑥必要と判断する研修期間

回答者数 6か月未満
6か月以上1年

未満
1年以上2年未

満
2年以上3年未

満
3年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

①就業経験の有無

回答者数 働いたことがある 働いたことはない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

②就業期間（問21①で「1．働いたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 1年未満
1年以上2年未

満
2年以上3年未

満
3年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

③将来独立するためのノウハウ、就農に向けた経験の獲得（問21①で「1．働いたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 考えていた 考えていなかった 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

④就業経験はその後独立する際に有益だったか（問21①で「1．働いたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 有益だった
ある程度有益だっ

た
無益だった 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

⑤有益だった就業経験（問21④で「1．有益だった」「2．ある程度有益だった」を選んだ方のみ）

回答者数
栽培・飼

養・加工技
術の習得

経営の管理
技術の習得

農産物の販
売方法の習

得

農業につい
ての考え

方・理念の
習得

就農にあ
たって就業
していた法
人からの支

援

就農後の農
産物の販路

の確保

就農後の相
談相手がで
きたこと

就農時の農
地確保

地域住民と
の信頼関係

の構築
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

⑥有益だった法人から受けた支援(問21④で「1．有益だった」「2．ある程度有益だった」を選んだ方のみ)

回答者数
農地の譲
渡・あっ
せん

農業機
械・施設
等の譲
渡・あっ
せん

金銭面で
の支援

販売先の
紹介

共同出荷
独立・就
農後の助

言
その他

特に支援
はなかっ

た
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

①機械施設取得資金 ②就農後１年の理想投資金額 ③就農後１年に要した必要経費

回答者数
平均

（万円）
不明 回答者数

平均
（万円）

不明 回答者数
平均

（万円）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

④就農後1年間に取得(購入)した農地 ⑤取得した農地の面積（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数
購入した
農地があ

る

購入した
農地はな

い
不明 回答者数 30a未満

30a以上
50a未満

50a以上
100a未満

100a以上
200a未満

200a以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

【面積】 【金額】

回答者数 平均(a） 不明 回答者数 平均(万円） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 112 ―



問22就農するために要した費用について

⑤取得した農地の金額（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数
購入した
農地があ

る

購入した
農地はな

い
不明 回答者数

100万円
未満

100万円
以上300
万円未満

300万円
以上500
万円未満

500万円
以上

1,000万
円未満

1,000万
円以上

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21就農するために要した費用について

⑤取得した農地10a当たり価格（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数 30万円未満
30万円以上50
万円未満

50万円以上
100万円未満

100万円以上
200万円未満

200万円以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

⑥農地の取得に活用した金融機関について（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数
日本政策金融

公庫
農協

銀行等金融機
関

自己資金 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問23就農するために自己準備資金について

①自己資金 ③うち生活資金 ④うちその他資金

回答者
数

平均(万
円）

不明
回答者
数

平均(万
円）

不明
回答者
数

平均(万
円）

不明
回答者
数

平均(万
円）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

①資金借り入れの有無 ②活用した資金の種類(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

青年等
就農資
金

経営体
育成強
化資金

スー
パーL資

金

農業近
代化資
金等

その他 農協
銀行等
金融機
関

その他

全国合計 1502 820 682 11 792 621 34 32 37 25 147 62 44 28
54.6 45.4 78.4 4.3 4.0 4.7 3.2 18.6 7.8 5.6

【農業との関わり】　　　非農家出身 1266 682 584 7 657 513 28 27 31 22 119 50 34 25
53.9 46.1 78.1 4.3 4.1 4.7 3.3 18.1 7.6 5.2

祖父母が農家 236 138 98 4 135 108 6 5 6 3 28 12 10 3
58.5 41.5 80.0 4.4 3.7 4.4 2.2 20.7 8.9 7.4

【性別】　　　　　　　　　　　男性 1289 710 579 11 690 543 30 31 28 20 132 52 40 20
55.1 44.9 78.7 4.3 4.5 4.1 2.9 19.1 7.5 5.8

女性 206 105 101 0 97 73 4 1 8 5 15 10 4 8
51.0 49.0 75.3 4.1 1.0 8.2 5.2 15.5 10.3 4.1

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下 194 117 77 1 111 88 5 5 3 1 25 11 7 6
60.3 39.7 79.3 4.5 4.5 2.7 0.9 22.5 9.9 6.3

30～39歳 668 388 280 5 379 305 17 19 21 13 60 26 18 9
58.1 41.9 80.5 4.5 5.0 5.5 3.4 15.8 6.9 4.7

40～49歳 505 280 225 4 271 209 10 8 13 10 55 23 15 9
55.4 44.6 77.1 3.7 3.0 4.8 3.7 20.3 8.5 5.5

50～59歳 102 29 73 0 27 16 2 0 0 1 6 2 4 2
28.4 71.6 59.3 7.4 0.0 0.0 3.7 22.2 7.4 14.8

60歳以上 23 0 23 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【就農経過年】　　　　　　1・2年目 380 233 147 4 222 182 8 3 5 7 39 15 13 11
61.3 38.7 82.0 3.6 1.4 2.3 3.2 17.6 6.8 5.9

3・4年目 301 153 148 0 151 119 6 5 3 5 25 12 5 2
50.8 49.2 78.8 4.0 3.3 2.0 3.3 16.6 7.9 3.3

5年目以上 795 422 373 7 408 311 20 24 29 13 79 34 26 14
53.1 46.9 76.2 4.9 5.9 7.1 3.2 19.4 8.3 6.4

【売上】　　　　　　　 500万円未満 610 258 352 4 251 182 11 7 6 13 47 26 10 7
42.3 57.7 72.5 4.4 2.8 2.4 5.2 18.7 10.4 4.0

500～1,000万円未満 297 163 134 3 161 125 4 5 5 6 33 11 9 2
54.9 45.1 77.6 2.5 3.1 3.1 3.7 20.5 6.8 5.6

1,000万円以上 365 274 91 2 267 227 17 18 20 4 46 17 14 7
75.1 24.9 85.0 6.4 6.7 7.5 1.5 17.2 6.4 5.2

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類 94 45 49 0 44 31 1 3 2 1 11 4 5 1
47.9 52.1 70.5 2.3 6.8 4.5 2.3 25.0 9.1 11.4

露地野菜 450 171 279 2 163 123 3 5 6 5 37 9 12 8
38.0 62.0 75.5 1.8 3.1 3.7 3.1 22.7 5.5 7.4

施設野菜 473 353 120 4 346 282 13 15 20 9 56 28 14 7
74.6 25.4 81.5 3.8 4.3 5.8 2.6 16.2 8.1 4.0

花き・花木 50 35 15 1 33 27 1 2 2 0 3 0 4 2
70.0 30.0 81.8 3.0 6.1 6.1 0.0 9.1 0.0 12.1

果樹 296 131 165 3 128 97 9 1 3 6 26 11 5 3
44.3 55.7 75.8 7.0 0.8 2.3 4.7 20.3 8.6 3.9

その他耕種作目 23 13 10 0 13 7 0 0 2 0 1 6 2 0
56.5 43.5 53.8 0.0 0.0 15.4 0.0 7.7 46.2 15.4

酪農 25 24 1 0 19 17 2 4 0 0 6 0 0 5
96.0 4.0 89.5 10.5 21.1 0.0 0.0 31.6 0.0 0.0

その他畜産 43 27 16 1 26 21 3 0 2 3 2 3 1 1
62.8 37.2 80.8 11.5 0.0 7.7 11.5 7.7 11.5 3.8

その他 25 11 14 0 11 7 1 1 0 1 4 1 1 0
44.0 56.0 63.6 9.1 9.1 0.0 9.1 36.4 9.1 9.1

【ブロック】　　　　　　　　北海道 84 59 25 1 55 46 5 11 0 3 11 3 2 4
70.2 29.8 83.6 9.1 20.0 0.0 5.5 20.0 5.5 3.6

東北 147 79 68 0 77 48 3 2 5 2 18 14 8 2
53.7 46.3 62.3 3.9 2.6 6.5 2.6 23.4 18.2 10.4

北陸 36 22 14 1 20 16 1 1 2 1 5 2 0 2
61.1 38.9 80.0 5.0 5.0 10.0 5.0 25.0 10.0 0.0

関東・東山 402 191 211 3 186 155 5 9 5 4 31 11 11 5
47.5 52.5 83.3 2.7 4.8 2.7 2.2 16.7 5.9 5.9

東海 159 91 68 0 88 70 3 1 7 3 17 6 3 3
57.2 42.8 79.5 3.4 1.1 8.0 3.4 19.3 6.8 3.4

近畿 147 74 73 0 71 54 3 2 3 2 14 5 5 3
50.3 49.7 76.1 4.2 2.8 4.2 2.8 19.7 7.0 7.0

中国 119 64 55 2 62 49 5 1 5 0 17 4 3 2
53.8 46.2 79.0 8.1 1.6 8.1 0.0 27.4 6.5 4.8

四国 90 52 38 1 52 36 2 1 1 1 16 7 2 0
57.8 42.2 69.2 3.8 1.9 1.9 1.9 30.8 13.5 3.8

九州 281 168 113 3 161 136 4 3 8 7 15 8 5 7
59.8 40.2 84.5 2.5 1.9 5.0 4.3 9.3 5.0 3.1

沖縄 37 20 17 0 20 11 3 1 1 2 3 2 5 0
54.1 45.9 55.0 15.0 5.0 5.0 10.0 15.0 10.0 25.0

不明

【制度資金】 【民間資金】

回答者
数

借りた
借りな
かった

不明
回答者
数
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②活用した資金の借り入れ先の金額(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

【制度資金】

回答
者数

平均(万
円）

不明
回答
者数

平均(万
円）

不明
回答
者数

平均(万
円）

不明
回答
者数

平均(万
円）

不明
回答
者数

平均(万
円）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

その他青年等就農資金 経営体育成強化資金 スーパーL資金 農業近代化資金等
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②活用した資金の借り入れ先の金額(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

【民間資金】

回答者数 平均(万円） 不明 回答者数 平均(万円） 不明 回答者数 平均(万円） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

農協 銀行等金融機関 その他
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②借り入れした時期(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

【制度資金】

回答者
数

平均
(年
目）

不明
回答者

数

平均
(年
目）

不明
回答者
数

平均
(年
目）

不明
回答者
数

平均
(年
目）

不明
回答者
数

平均
(年
目）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

青年等就農資金 経営体育成強化資金 スーパーL資金 農業近代化資金等 その他
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②借り入れした時期(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

【民間資金】

回答者数 平均(年目） 不明 回答者数 平均(年目） 不明 回答者数 平均(年目） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

農協 銀行等金融機関 その他
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

③借り入れに際して支障を感じたこと(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

回答者数
保証人の
確保

担保の提
供

利用可能
な制度資
金が見つ
からない

金利が高
い

融資額が
少ない

償還期間
が短い

その他

特に支障
を感じた
ことはな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問25就農時の住宅の確保について

①どのような住居を確保したか

回答者数
住宅（一
戸建て）
を借りた

集合住
宅、ア
パートを
借りた

中古住宅
（一戸建
て）を購
入した

新築した
実家（配
偶者の実
家含む）

持ち家 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問25就農時の住宅の確保について

②賃貸の場合の家賃(問25①で「1.住宅（一戸建て）を借りた」「2.集合住宅、アパートを借りた」を選んだ方のみ)

回答者数 1万円未満
1万円～3万円

未満
3万円～5万円

未満
5万円～10万

円未満
10万円以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問26離農する農家からの経営資産をまとめての継承(いわゆる「第三者継承」※)について

継承の有無

回答者数
有形資産と無形資
産をまとめて引き

継いだ

有形資産をまとめ
て引き継いだ

経営資産をまとめ
て引き継いでいな

い
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問26離農する農家からの経営資産をまとめての継承(いわゆる「第三者継承」※)について

①引き継いだ内容(問26で「1.離農する農家の有形資産と無形資産をまとめて引き継いだ」「2.離農する農家の有形資産をまとめて引き継いだ」を選んだ方のみ)

回答者数
【有形資
産】農地

【有形資
産】機械

【有形資
産】施設

【有形資
産】生物
（樹木、
牛、豚、
鶏）

【無形資
産】生産

技術

【無形資
産】販路

【無形資
産】人脈

【無形資
産】経営
管理ノウ
ハウ

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

研修の支援助成

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

農地のあっせん・紹介

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

農地取得・借入に対する助成（リース料助成を含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

機械・施設の取得に対する助成（リース料助成を含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

税の減免

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

住宅のあっせん（家賃補助を含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

助成金・奨励金（費目・使用目的の限定なし）の交付（就農準備資金・経営開始資金含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

その他

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問28どの支援団体を利用したか(問27で「農地をあっせん・紹介」で「②利用した」を選んだ方のみ)

回答者数
都道府県（普
及センター等
を含む）

農地中間管理
機構

市町村・農業
委員会

農協 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問29年間農業従事日数

回答者数 1日～29日
30日～59

日
60日～99

日
100日～
149日

150日～
199日

200日～
249日

250日以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

Ⅲ．農業経営の状況について
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問30現在と就農時の経営状況について

【農地面積】 【借入地面積】

回答
者数

平均(a) 不明
回答
者数

平均(a) 不明
回答
者数

平均(a) 不明
回答
者数

平均(a) 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

就農1年目現在 現在 就農1年目
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問30現在と就農時の経営状況について

【施設面積】

回答者数 平均（平方ﾒｰﾄﾙ） 不明 回答者数 平均（平方ﾒｰﾄﾙ） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

現在 就農1年目
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問30現在と就農時の経営状況について

【飼養頭羽数】

回答者数 平均（頭･羽） 不明 回答者数 平均（頭･羽） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

現在 就農1年目
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問30現在と就農時の経営状況について
【農作物の売上高(農産加工等を含む）】 【農業所得（※農業次世代人材投資資金は含まない）】 【農外所得（※農業次世代人材投資資金は含まない）】

回答
者数

平均
（万
円）

不明
回答
者数

平均
（万
円）

不明
回答
者数

平均
（万
円）

不明
回答
者数

平均
（万
円）

不明
回答
者数

平均
（万
円）

不明
回答
者数

平均
（万
円）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

現在 就農1年目現在 就農1年目 現在 就農1年目
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問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【1位】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作目
（菜種、
茶、たば
こ等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【2位】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作目
（菜種、
茶、たば
こ等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 142 ―



問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【3位】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作目
（菜種、
茶、たば
こ等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【1位・2位・3位合計】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作目
（菜種、
茶、たば
こ等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

④最も売上が大きい野菜

回答
者数

だい
こん

にん
じん

はく
さい

キャ
ベツ

ホウ
レン
ソウ

レタ
ス

ねぎ
たま
ねぎ

きゅ
うり

なす
トマ
ト

ピー
マン

いち
ご

メロ
ン

すい
か

その
他の
野菜

野菜
を販
売し
てい
ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑤最も売上が大きい果物

回答
者数

温州
みか
ん

その
他の
かん
きつ

りん
ご

ぶど
う

日本
なし

西洋
梨

もも

おう
とう
（さ
くら
ん
ぼ）

かき くり うめ

キウ
イフ
ルー
ツ

その
他の
果物

果物
を販
売し
てい
ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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⑥農業生産以外の経営部門

回答者数 直接販売 農産加工 観光農業 レストラン その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑦現在の農業従事者数【家族農業従事者数(自分を除く)】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑦現在の農業従事者数【家族以外の農業従事者数】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑧現在の雇用従業員数【正規職員】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑧現在の雇用従業員数【常勤パート】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑧現在の雇用従業員数【アルバイト】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【1位】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【2位】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【3位】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【1位・2位・3位合計】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

①農業所得で生計が成り立っているか

回答者数
おおむね農業所得で
生計が成り立ってい

る

農業所得では生計は
成り立っていない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

②就農後何年目から農業所得だけで生計が成り立つようになったか(問32①で「1.おおむね農業所得で生計が成り立っている」を選んだ方のみ)

回答者数 就農後1～2年目 就農後3～4年目 就農後5年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

【農作物の売上高（農産加工物を含む）】 【農業所得(就農準備資金・経営開始資金】

回答者数 平均(万円） 不明 回答者数 平均(万円） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

③農業所得では生計は成り立っていない場合の不足分の補填(問32①で「2．農業所得では生計は成り立っていない」を選んだ方のみ)

回答者数
就農前から
の蓄え（貯
金等）

身内からの
借り入れ

金融機関か
らの借り入

れ

農業以外の
収入等（家
族の農外収
入を含む）

就農準備資
金・経営開
始資金

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について
(問32①で「2．農業所得では生計は成り立っていない」を選んだ方のみ) (問32①で「2．農業所得では生計は成り立っていない」を選んだ方のみ)

回答者数
今後、目処が
立ちそうだ

いつ目処が立
つか見当がつ

かない
不明 回答者数 平均(年後） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問33有機農業への取り組みについて

①有機農業への取り組み

回答者数

有機農業に取
組み有機JAS認
証を受けてい

る

有機農業に取
組み有機JAS認
証は受けてい

ない

有機農業に取
組んでいない
が今後取組み

たい

有機農業に取
組んでおらず
取組む予定は

ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問33有機農業への取り組みについて

②有機農業に取り組んでいる耕地の実面積(問33①で「1.有機農業に取り組み、有機JAS認証を受けている」、「2.有機農業に取り組んでいるが、有機JAS認証は受けていない」を選んだ方のみ)

回答者数 平均(a） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問34現在、困っていることや課題となっていることについて

①経営面で困っていることや課題

回答者
数

設備投
資資金
の不足

運転資
金の不

足

所得が
少ない

経営分
析の方
法がわ
からな

い

経営計
画が立
てられ
ない

技術の
未熟さ

販売が
思うよ
うにい
かない

栽培計
画・段
取りが
うまく
いかな

い

農地が
集まら
ない

労務管
理

情報が
少ない

相談相
手がい
ない

作目の
選択で
悩んで
いる

自然災
害

資材費
等の高

騰

税務対
策

労働力
不足

（働き
手が足
りな
い）

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問34現在、困っていることや課題となっていることについて

②生活面で困っていることや課題

回答者数
健康上の
不安(労働
がきつい)

家族の理
解・協力

面

集落の人
等との人
間関係

集落の慣
行

子供の教
育・保育

プライバ
シーの確

保

交通、医
療等生活
面の不便

さ

村づきあ
い等誘い
が多い

思うよう
に休暇が
とれない

就農地に
友人が少

ない

家族が地
域や農村
生活にな
じめない

親・兄弟
等の介護

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問35就農後の裁培技術、経営や販売についての相談先

裁培技術に関する相談をしているところ

回答者
数

市町
村・農
業委員
会

普及指
導セン
ター

経営相
談所

農協
（営農
指導
員）

農業大
学校等
（研修
先教育
機関）

研修先
の農業
者・法
人

農家・
法人
（指導
農業
士）

農家・
法人
（指導
農業士
以外）

農業資
材・機
械等の
業者

家族、
親類、
知人等

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問35就農後の裁培技術、経営や販売についての相談先

経営や販売に関する相談をしているところ

回答者
数

市町
村・農
業委員
会

普及指
導セン
ター

経営相
談所

農協
（営農
指導
員）

農業大
学校等
（研修
先教育
機関）

研修先
の農業
者・法
人

農家・
法人
（指導
農業
士）

農家・
法人
（指導
農業士
以外）

農業資
材・機
械等の
業者

家族、
親類、
知人等

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36就農後これまでに受けた研修、今後受けたい研修について

就農後に受けたことのある研修

回答者
数

基礎的
な栽培
技術に
関する
研修

先進的
な栽培
技術に
関する
研修

経営計
画の策
定等
（経営
マネジ
メン

財務会
計、税
務等研
修

マーケ
ティン
グ等に
関する
研修

品質管
理、リ
スク管
理等
（ＧＡ
Ｐ等）

労務管
理

人材育
成等

有機農
業

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36就農後これまでに受けた研修、今後受けたい研修について

今後、受けたい研修

回答者
数

基礎的
な栽培
技術に
関する
研修

先進的
な栽培
技術に
関する
研修

経営計
画の策
定等
（経営
マネジ
メン

財務会
計、税
務等研
修

マーケ
ティン
グ等に
関する
研修

品質管
理、リ
スク管
理等
（ＧＡ
Ｐ等）

労務管
理

人材育
成等

有機農
業

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問37今後、5年くらい先の農業経営の展開について

①今後5年くらい先の農業経営の展開予定

回答者数
経営規模の

拡大
現状維持

経営規模の
縮小

他産業に従
事する

農業法人等
に雇用され

る
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【1位】

回答
者数

面
積、
頭数
の規
模拡
大

新規
作目
の導
入

直接
販売

新た
な栽
培技
術の
導入

農産
加工

観光
農
園・
レス
トラ
ン

コス
トの
削減

労働
環境
の改
善

販路
の拡
大

技術
の向
上

品質
の向
上

単位
あた
りの
生産
量の
拡大

雇用
の導
入

法人
化

輸出
その
他

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【2位】

回答
者数

面
積、
頭数
の規
模拡
大

新規
作目
の導
入

直接
販売

新た
な栽
培技
術の
導入

農産
加工

観光
農
園・
レス
トラ
ン

コス
トの
削減

労働
環境
の改
善

販路
の拡
大

技術
の向
上

品質
の向
上

単位
あた
りの
生産
量の
拡大

雇用
の導
入

法人
化

輸出
その
他

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【3位】

回答
者数

面
積、
頭数
の規
模拡
大

新規
作目
の導
入

直接
販売

新た
な栽
培技
術の
導入

農産
加工

観光
農
園・
レス
トラ
ン

コス
トの
削減

労働
環境
の改
善

販路
の拡
大

技術
の向
上

品質
の向
上

単位
あた
りの
生産
量の
拡大

雇用
の導
入

法人
化

輸出
その
他

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【1位・2位・3位合計】

回答
者数

面
積、
頭数
の規
模拡
大

新規
作目
の導
入

直接
販売

新た
な栽
培技
術の
導入

農産
加工

観光
農
園・
レス
トラ
ン

コス
トの
削減

労働
環境
の改
善

販路
の拡
大

技術
の向
上

品質
の向
上

単位
あた
りの
生産
量の
拡大

雇用
の導
入

法人
化

輸出
その
他

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問38認定新規就農者について

①認定の有無

回答者数
すでに認定を受け

ている
必要になれば認定
を受ける予定

認定を受ける予定
はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問38認定新規就農者について

②認定新規就農者になる予定がない理由（問38①で「3．認定を受ける予定はない」を選んだ方のみ）

回答者数
メリットが少
ないため

制度を知らな
かったため

手続きが面倒
なため

認定の条件を
満たさないた

め
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問39認定農業者について

①認定の有無

回答者数
すでに認定を
受けている

青年等就農計
画終了後認定
を受ける予定

必要になれば
認定を受ける

予定

認定を受ける
予定はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問39認定農業者について

②何年以内に認定農業者の認定を受ける予定か(問39①で「2．青年等就農計画終了後認定を受ける予定」を選んだ方のみ)

回答者数 1年未満
1年～2年未

満
2年～3年未

満
3年～5年未

満
5年～10年

未満
10年以上先 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問40農業経営についての取り組み

青色申告 農業経営の法人化

回答者数 している
していな

い
不明 回答者数 している

していな
い

検討して
いる

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問40農業経営についての取り組み

収入保険の加入 農業共済保険の加入

回答者数
加入してい

る
加入してい

ない
不明 回答者数

加入してい
る

加入してい
ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問41家族経営協定について

①家族経営協定の締結の有無

回答者数 締結している
今後締結するつも

り
締結するつもりは

ない
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問41家族経営協定について

②家族経営協定を締結した理由(問41①で「1．締結している」を選んだ方のみ)

回答者数

農業に参
加するメ
ンバーに
増減が

あったた
め

共同経営
者として
農業経営
を行うた

め

労働時
間・休
日、労働
報酬を明
確にする
ため

将来の経
営継承の
ため

新しい作
物や分野
の開始の

ため

農業者年
金への助
成のため

定期的な
見直しの
ため

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問41家族経営協定について

③家族経営協定を締結しない理由(問41①で「3.締結するつもりはない」を選んだ方のみ)

回答者数
メリットが少
ないため

制度を知らな
かったため

手続きが面倒
だったため

単身のため その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問42地域や地域農業との関わりについて

①農作業の受託

回答者数 受託している 受託していない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

Ⅳ．地域農業や地域活動との関わりについて
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問42地域や地域農業との関わりについて

②集落営農の機械のオペレーター

回答者数 務めている 務めていない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 185 ―



問42地域や地域農業との関わりについて

③耕作困難になった農地利用の依頼

回答者数
依頼されたことがあ

る
依頼されたことはな

い
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】29歳以下【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問42地域や地域農業との関わりについて

④地域の新規就農者等農業者同士の交流

回答者数
４Ｈクラ

ブ
農協青年

部

普及指導
センター
や市町村
が開催す
る交流会

地域の新
規就農者
などのグ
ループ

農業女子
プロジェ

クト
ＳＮＳ その他

交流はほ
とんどな

い
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　　　　 500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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ⅠⅠ．．基基本本的的なな項項目目ににつついいてて

問1営農場所、居住地、出身地について

①現在の主な営農場所

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

２．親元就農者の概況

Ⅰ．基本的な項目について
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問1営農場所、居住地、出身地について

②現在の居住地

回答者数 主な営農地と同じ 主な営農地と異なる 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

②現在の居住地

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

③就農前の居住地

回答者数 現在の居住地と同じ
現在の居住地と異な

る
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

③就農前の居住地

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 外国 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問1営農場所、居住地、出身地について

④出身地

回答者
数

北海道 東北 北陸
関東・
東山

東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 外国 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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年齢

回答者数 29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問2性別

回答者数 男性 女性 回答しない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問3同居世帯員数(本人含む)

回答者数
同居世帯数

（大人・平均）
不明 回答者数

同居世帯数
（子供・平均）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問4農業高校又は農業大学校の出身か

回答者数
農業高校及び
農業大学校の

出身

農業高校の出
身

農業大学校の
出身

農業高校及び
農業大学校の
出身ではない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問5最終学歴

回答者数 中学校
高等学校
（農業高
校）

高等学校
（その
他）

農業大学
校

短大・専
門学校
（農学
系）

短大・専
門学校
（その
他）

大学・大
学院（農
学系）

大学・大
学院（そ
の他）

専門職大
学

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問6農業との関わりと就農状況について

①農業との関わり

回答者数 農家出身ではない
祖父母が農家であ

る
農家出身である 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問6農業との関わりと就農状況について

②就農状況

回答者数

土地など
を調達し
新たに農
業経営開

始

実家の経
営の全て
を継承し
農業経営
開始

実家の経
営の一部
を継承し
農業経営
開始

実家の農
業経営と
は別に新
たな部門
開始

実家の農
業経営に
従事した

配偶者実
家の経営
の全て継
承し農業
経営開始

配偶者実
家の経営
の一部継
承し農業
経営開始

配偶者実
家農業経
営とは別
に新たな
部門開始

配偶者の
実家の農
業経営に
従事した

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問6農業との関わりと就農状況について

③実家の経営を継承した理由について（問6②で「2.3.6.7何からかの形で実家の経営を継承した」を選んだ方のみ）

回答者数
実家の農業経
営が順調

親等が高齢で
親族の中で後
継する人がい

ない

担い手不足と
なり継承する
よう依頼され

た

農業経営を継
承する選択肢
があったから

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問7就農前の就業状態について（就農するための農業研修は除きます。）

【前職の業種】

回答
者数

農業
林・
漁業

製造
業

建設
業

飲食
業

自営
業

運
送・
配達
業

官公
庁・
団体

教育
関連

小売
業

通信情
報関連
サービ
ス業

その
他の
サー
ビス

金融
証券
業

医療
関係

学生 無職
その
他

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問8就農前の農業との触れ合いについて

回答者数
市民農

園、貸農
園

農業体験
農家民
泊、農家
民宿

援農ボラ
ンティア

農村ワー
キングホ
リデー

農園の
オーナー
制度

二地域居
住

その他
特に経験
はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問9配偶者の有無と農業への関わりについて

①配偶者の有無 ②配偶者の農業への関わりについて

回答者数
配偶者が
いる

配偶者は
いない

不明 回答者数

配偶者も
一緒に農
業をして

いる

配偶者は
補助的に
農業を手
伝ってい

る

農業従事
もしくは
農業研修
を受けて
いる

配偶者は
他の仕事
に従事し
ている

農業を含
め仕事に
従事して
いない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問10「就農準備資金・経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）」について

回答者数
準備型を受給
したことがあ

る

経営開始型を
受給したこと
がある/受給中

準備型・経営
型どちらも受
給したことが

ある

受給したこと
はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問11就農準備資金（旧農業次世代人材投資資金）（準備型）の受給期間

（問10で「1．準備型を受給したことがある」「3．準備型・経営型どちらも受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 1年未満 1年～2年未満 2年～3年未満
3年（海外研

修）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問12経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）（経営開始型）について

①受給期間（問10で「2．経営開始型を受給したことがある/受給中」「3．準備型・経営型どちらも受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 1年未満
1年～2年未

満
2年～3年未

満
3年～4年未

満
4年～5年未

満
5年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問12経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）（経営開始型）について

②給付停止・減額の有無（問10で「2．経営開始型を受給したことがある/受給中」「3．準備型・経営型どちらも受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数
停止も減額も
されたことが

ある

停止されたこ
とがある

減額されたこ
とがある

どちらもない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問12経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）（経営開始型）について

③給付停止・減額の理由（問12②で「1.停止も減額もされたことがある」「2.停止されたことがある」「3.減額されたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数
前年所得額が
給付基準額を
上回ったから

給付要件を満
たさなくなっ

たから

営農を中止
（休止）した

から

適切な農業経
営を行ってな
いと判断され

た

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問13就農準備資金・経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）を受給しなかったことについて

①受給しなかった理由（問10で「4.受給したことはない」を選んだ方のみ）

回答者数
給付要件を満
たさなかった

就農時に給付
金制度がな
かった

就農準備資
金・経営開始
資金を知らな

かった

給付要件は満
たしていたが
申請しなかっ

た

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問13就農準備資金・経営開始資金（旧農業次世代人材投資資金）を受給しなかったことについて

②給付要件を満たさなかった理由（問13①で「1.給付要件を満たさなかった」を選んだ方のみ）

回答者数
年齢が要
件より上
だった

前年度所
得が要件
より高
かった

要件に合
う研修
（機関）
がなかっ

た

認定新規
就農者の
認定を受
けられな
かった

経営継承
に係る要
件が満た
せなかっ

た

経営リス
クに係る
要件が満
たせな
かった

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問14経営発展支援事業について

①経営発展支援事業について

回答者数 受給したことがある 受給したことはない 不明

全国合計 387 41 346 57
10.6 89.4

【農業との関わり】　　　非農家出身 32 3 29 7
9.4 90.6

祖父母が農家 70 17 53 11
24.3 75.7

農家出身 285 21 264 39
7.4 92.6

【性別】　　　　　　　　　　　男性 346 38 308 50
11.0 89.0

女性 38 3 35 7
7.9 92.1

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下 104 7 97 17
6.7 93.3

30～39歳 159 17 142 24
10.7 89.3

40～49歳 115 17 98 15
14.8 85.2

50～59歳 2 0 2 0
0.0 100.0

60歳以上 6 0 6 1
0.0 100.0

【就農経過年】　　　　　　1・2年目 95 41 54 2
43.2 56.8

3・4年目 53 0 53 11
0.0 100.0

5年目以上 235 0 235 43
0.0 100.0

【売上】　　　　 　　　500万円未満 120 17 103 14
14.2 85.8

500～1,000万円未満 76 5 71 8
6.6 93.4

1,000万円以上 124 4 120 24
3.2 96.8

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類 68 6 62 12
8.8 91.2

露地野菜 85 16 69 9
18.8 81.2

施設野菜 84 10 74 8
11.9 88.1

花き・花木 11 0 11 5
0.0 100.0

果樹 102 6 96 16
5.9 94.1

その他耕種作目 9 1 8 0
11.1 88.9

酪農 5 0 5 0
0.0 100.0

その他畜産 19 1 18 5
5.3 94.7

その他 3 1 2 2
33.3 66.7

【ブロック】　　　　　　　　北海道 12 0 12 0
0.0 100.0

東北 100 13 87 17
13.0 87.0

北陸 16 4 12 1
25.0 75.0

関東・東山 58 3 55 3
5.2 94.8

東海 14 3 11 3
21.4 78.6

近畿 23 2 21 3
8.7 91.3

中国 13 0 13 5
0.0 100.0

四国 44 4 40 8
9.1 90.9

九州 98 12 86 16
12.2 87.8

沖縄 9 0 9 1
0.0 100.0
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問14経営発展支援事業について

②経営発展支援事業について（問14①で「1．受給したことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 機械 施設 家畜
果樹・茶改

植
機械リース その他 不明

全国合計 41 30 18 1 0 1 0 0
73.2 43.9 2.4 0.0 2.4 0.0

【農業との関わり】　　　非農家出身 3 2 1 0 0 0 0 0
66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

祖父母が農家 17 11 8 0 0 1 0 0
64.7 47.1 0.0 0.0 5.9 0.0

農家出身 21 17 9 1 0 0 0 0
81.0 42.9 4.8 0.0 0.0 0.0

【性別】　　　　　　　　　　　男性 38 27 17 1 0 1 0 0
71.1 44.7 2.6 0.0 2.6 0.0

女性 3 3 1 0 0 0 0 0
100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下 7 4 1 1 0 1 0 0
57.1 14.3 14.3 0.0 14.3 0.0

30～39歳 17 11 12 0 0 0 0 0
64.7 70.6 0.0 0.0 0.0 0.0

40～49歳 17 15 5 0 0 0 0 0
88.2 29.4 0.0 0.0 0.0 0.0

50～59歳 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

60歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【就農経過年】　　　　　　1・2年目 41 30 18 1 0 1 0 0
73.2 43.9 2.4 0.0 2.4 0.0

3・4年目 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5年目以上 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【売上】　　　　 　　　500万円未満 17 15 6 0 0 0 0 0
88.2 35.3 0.0 0.0 0.0 0.0

500～1,000万円未満 5 3 3 0 0 0 0 0
60.0 60.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1,000万円以上 4 1 4 0 0 0 0 0
25.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類 6 4 2 0 0 0 0 0
66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

露地野菜 16 15 7 0 0 0 0 0
93.8 43.8 0.0 0.0 0.0 0.0

施設野菜 10 5 6 0 0 1 0 0
50.0 60.0 0.0 0.0 10.0 0.0

花き・花木 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

果樹 6 4 2 0 0 0 0 0
66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

その他耕種作目 1 1 1 0 0 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

酪農 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他畜産 1 0 0 1 0 0 0 0
0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

その他 1 1 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【ブロック】　　　　　　　　北海道 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

東北 13 9 6 0 0 0 0 0
69.2 46.2 0.0 0.0 0.0 0.0

北陸 4 4 1 0 0 0 0 0
100.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0

関東・東山 3 1 2 0 0 0 0 0
33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

東海 3 2 2 0 0 0 0 0
66.7 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

近畿 2 1 0 1 0 0 0 0
50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

中国 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

四国 4 3 0 0 0 1 0 0
75.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0

九州 12 10 7 0 0 0 0 0
83.3 58.3 0.0 0.0 0.0 0.0

沖縄 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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問15農業を始めるため、情報収集など具体的なアクションを起こしてから、就農するまでにどのくらいの期間を要したか

回答者数 1年未満
1年以上1年
半未満

1年半以上2
年未満

2年以上3年
未満

3年以上5年
未満

5年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

Ⅱ．就農に当たっての取り組み、経緯について
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問16就農した理由

回答者
数

農業は
やり方
次第で
もうか
るから

自ら経
営の采
配を振
れるか
ら

農業が
好きだ
から

時間が
自由だ
から

食べ物
の品質
や安全
性に興
味が
あった
から

有機農
業をや
りた
かった
から

以前の
仕事の
技術を
生かし
たいか
ら

子供を
育てる
には環
境が良
いから

家族で
一緒に
仕事が
できる
から

自然や
動物が
好きだ
から

農村の
生活(田
舎暮ら
し)が好
きだか
ら

配偶者
が農業
を始め
たから

都会の
生活が
向いて
いな
かった
から

会社勤
めに向
いてい
なかっ
たから

目標と
なる農
業経営
者がい
たから

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【1位】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【2位】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【3位】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問17就農に当たり現在の地域を選んだ理由

【1位・2位・3位合計】

回答者数

行政等の
受け入

れ・支援
対策が

整ってい
た

営農指導
体制が充
実してい

た

取得・賃
借できる
農地が
あった

希望作目
の適地で
あった

都市への
アクセス
がよかっ

た

自然環境
がよかっ

た

その地域
を以前か
らよく

知ってい
た

相談窓口
のあっせ
んがあっ

た

就業先・
研修先が
あった

家族の実
家に近
かった

実家が
あった

農業を営
む仲間が

いた
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【1位】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【2位】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【3位】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問18就農に際して苦労した点

【1位・2位・3位合計】

回答者数
相談窓口
さがし

家族の了
解

地域の選
択

営農技術
習得

農地の確
保

資金の確
保

住宅の確
保

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

①地域の選択

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

②農地の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

③販売先の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

④住宅の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問19就農に際しての経営資源等に関する情報源

⑤資金の確保

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓

口

農業普
及指導
セン
ター

市町村
農業委
員会

農協 研修先
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネッ

ト、SNS

不動産
業者

流通・
小売業

者

親や兄
弟、親
類、知

人

日本政
策金融
公庫

銀行等
金融機

関
その他

いずれ
も該当
しな

い・情
報を得
ていな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

①技術習得研修の有無

回答者数 受けた 受けていない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

①研修先（複数回答）（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者
数

一般農
家（指
導農業
士）

一般農
家（指
導農業
士以
外）

農業法
人

市町村
市町村
農業公
社

農協
農業大
学校

農業専
門学校
（就農
準備校
等）

職業訓
練校

民間企
業が運
営する
研修機
関

海外 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

①主な研修先（単数回答）（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者
数

一般農
家（指
導農業
士）

一般農
家（指
導農業
士以
外）

農業法
人

市町村
市町村
農業公
社

農協
農業大
学校

農業専
門学校
（就農
準備校
等）

職業訓
練校

民間企
業が運
営する
研修機
関

海外 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

②研修先を選んだ理由（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者
数

親や兄
弟、親
類、知
人に勧
められ
たから

就農相
談セン
ターに
勧めら
れたか

ら

希望作
目の研
修がで
きるか
ら

研修制
度が充
実して
いたか
ら

実践的
に経営
や技術
が学べ
ると
思った

就農さ
せた実
績が多
いから

研修先
の人柄
がよ
かった
から

福利厚
生が充
実して
いたか
ら

実家に
近いか
ら

配偶者
の実家
に近い
から

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

③技術習得のための情報を得たところ（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

回答者
数

全国段
階の就
農相談
窓口

都道府
県段階
の就農
相談窓
口

農業普
及指導
セン
ター

市町村 農協
一般農
家・農
業法人

農業大
学校等

書籍や
雑誌

イン
ター
ネット

農業資
材・機
械等の
業者

ハロー
ワーク

親や兄
弟、親
類、知
人

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

④受けた研修内容

回答者数
栽培・飼
養技術

機械の操
作・修理

技術

農産物加
工

農産物販
売

経営管理

農業につ
いての理
念・考え

方

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について（問20①で「1．受けた」を選んだ方のみ）

⑤研修を受けた期間

回答者数 6か月未満
6か月以上1年

未満
1年以上2年未

満
2年以上3年未

満
3年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問20就農前の技術習得について

⑥必要と判断する研修期間

回答者数 6か月未満
6か月以上1年

未満
1年以上2年未

満
2年以上3年未

満
3年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

①就業経験の有無

回答者数 働いたことがある 働いたことはない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

②就業期間（問21①で「1．働いたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 1年未満
1年以上2年未

満
2年以上3年未

満
3年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

③将来独立するためのノウハウ、就農に向けた経験の獲得（問21①で「1．働いたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 考えていた 考えていなかった 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

④就業経験はその後独立する際に有益だったか（問21①で「1．働いたことがある」を選んだ方のみ）

回答者数 有益だった
ある程度有益だっ

た
無益だった 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

⑤有益だった就業経験（問21④で「1．有益だった」「2．ある程度有益だった」を選んだ方のみ）

回答者
数

栽培・
飼養・
加工技
術の習
得

経営の
管理技
術の習
得

農産物
の販売
方法の
習得

農業に
ついて
の考え
方・理
念の習
得

就農に
あたっ
て就業
してい
た法人
からの

就農後
の農産
物の販
路の確
保

就農後
の相談
相手が
できた
こと

就農時
の農地
確保

地域住
民との
信頼関
係の構
築

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21農業法人等での就業経験について

⑥有益だった法人から受けた支援(問21④で「1．有益だった」「2．ある程度有益だった」を選んだ方のみ)

回答者数
農地の譲
渡・あっ
せん

農業機
械・施設
等の譲
渡・あっ
せん

金銭面で
の支援

販売先の
紹介

共同出荷
独立・就
農後の助

言
その他

特に支援
はなかっ

た
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

①機械施設取得資金 ②就農後１年の理想投資金額 ③就農後１年に要した必要経費

回答者数
平均

(万円）
不明 回答者数

平均
(万円）

不明 回答者数
平均

(万円）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

④就農後1年間に取得(購入)した農地 ⑤取得した農地の面積（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数
購入した
農地があ

る

購入した
農地はな

い
不明 回答者数 30a未満

30a以上
50a未満

50a以上
100a未満

100a以上
200a未満

200a以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

⑤取得した農地の面積（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

【面積】 【金額】

回答者数 平均(a） 不明 回答者数
平均

(万円）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 245 ―



問22就農するために要した費用について

⑤取得した農地の金額（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数
購入した
農地があ

る

購入した
農地はな

い
不明 回答者数

100万円
未満

100万円
以上300
万円未満

300万円
以上500
万円未満

500万円
以上

1,000万
円未満

1,000万
円以上

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問21就農するために要した費用について

⑤取得した農地10a当たり価格（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数 30万円未満
30万円以上50
万円未満

50万円以上
100万円未満

100万円以上
200万円未満

200万円以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問22就農するために要した費用について

⑥農地の取得に活用した金融機関について（問22④で「1．購入した農地がある」を選んだ方のみ）

回答者数
日本政策金融

公庫
農協

銀行等金融機
関

自己資金 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問23就農するために自己準備資金について
①自己資金 ③うち生活資金 ④うちその他資金

回答者数
平均

(万円）
不明 回答者数

平均
(万円）

不明 回答者数
平均

(万円）
不明 回答者数

平均
(万円）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

②うち、農地・機械・施設
の取得、営農用
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

①資金借り入れの有無 ②活用した資金の種類(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

青年等
就農資
金

経営体
育成強
化資金

スー
パーL資

金

農業近
代化資
金等

その他 農協
銀行等
金融機
関

その他

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

不明

【制度資金】 【民間資金】

回答者
数

借りた
借りな
かった

不明
回答者
数
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②活用した資金の借り入れ先の金額(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

【制度資金】

回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

その他青年等就農資金 経営体育成強化資金 スーパーL資金 農業近代化資金等
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②活用した資金の借り入れ先の金額(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

回答者数
平均

(万円）
不明 回答者数

平均
(万円）

不明 回答者数
平均

(万円）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

農協 銀行等金融機関 その他
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②借り入れした時期(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

回答者
数

平均
(年
目）

不明
回答者

数

平均
(年
目）

不明
回答者
数

平均
(年
目）

不明
回答者
数

平均
(年
目）

不明
回答者
数

平均
(年
目）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

その他青年等就農資金 経営体育成強化資金 スーパーL資金 農業近代化資金等
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

②借り入れした時期(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

回答者数
平均

(年目）
不明 回答者数

平均
(年目）

不明 回答者数
平均

(年目）
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

農協 銀行等金融機関 その他
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問24就農にあたっての資金の借り入れについて

③借り入れに際して支障を感じたこと(問24①で「1．借りた」を選んだ方のみ)

回答者数
保証人の
確保

担保の提
供

利用可能
な制度資
金が見つ
からない

金利が高
い

融資額が
少ない

償還期間
が短い

その他

特に支障
を感じた
ことはな

い

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問25就農時の住宅の確保について

①どのような住居を確保したか

回答者数
住宅（一
戸建て）
を借りた

集合住
宅、ア
パートを
借りた

中古住宅
（一戸建
て）を購
入した

新築した
実家（配
偶者の実
家含む）

持ち家 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問25就農時の住宅の確保について

②賃貸の場合の家賃(問25①で「1.住宅（一戸建て）を借りた」「2.集合住宅、アパートを借りた」を選んだ方のみ)

回答者数 1万円未満
1万円～3万円

未満
3万円～5万円

未満
5万円～10万

円未満
10万円以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問26離農する農家からの経営資産をまとめての継承(いわゆる「第三者継承」※)について

継承の有無

回答者数
有形資産と無形資
産をまとめて引き

継いだ

有形資産をまとめ
て引き継いだ

経営資産をまとめ
て引き継いでいな

い
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問26離農する農家からの経営資産をまとめての継承(いわゆる「第三者継承」※)について

①引き継いだ内容(問26で「1.離農する農家の有形資産と無形資産をまとめて引き継いだ」「2.離農する農家の有形資産をまとめて引き継いだ」を選んだ方のみ)

回答者数
【有形資
産】農地

【有形資
産】機械

【有形資
産】施設

【有形資
産】生物
（樹木、
牛、豚、
鶏）

【無形資
産】生産

技術

【無形資
産】販路

【無形資
産】人脈

【無形資
産】経営
管理ノウ
ハウ

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

研修の支援助成

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

農地のあっせん・紹介

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

農地取得・借入に対する助成（リース料助成を含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

機械・施設の取得に対する助成（リース料助成を含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

税の減免

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

住宅のあっせん（家賃補助を含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

助成金・奨励金（費目・使用目的の限定なし）の交付（就農準備資金・経営開始資金含む）

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問27新規就農するにあたり、国や都道府県や市町村等の支援措置を利用したか

その他

回答者数
支援措置がな

かった
利用した

（利用した
方）地域の
フォローが十
分だった

利用しなかっ
た

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 267 ―



問28どの支援団体を利用したか(問27で「農地をあっせん・紹介」で「②利用した」を選んだ方のみ)

回答者数
都道府県（普
及センター等
を含む）

農地中間管理
機構

市町村・農業
委員会

農協 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問29年間農業従事日数

回答者数 1日～29日
30日～59

日
60日～99

日
100日～
149日

150日～
199日

200日～
249日

250日以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

Ⅲ．農業経営の状況について
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問30現在と就農時の経営状況について

【現在の経営状況】農地面積

【農地面積】 【借入地面積】

回答者数 平均(a) 不明 回答者数 平均(a) 不明 回答者数 平均(a) 不明 回答者数 平均(a) 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

現在 就農1年目 現在 就農1年目
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問30現在と就農時の経営状況について

【現在の経営状況】施設面積

【施設面積】

回答者数 平均（平方ﾒｰﾄﾙ） 不明 回答者数 平均（平方ﾒｰﾄﾙ） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

現在 就農1年目
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問30現在と就農時の経営状況について

【現在の経営状況】飼養頭羽数

【飼養頭羽数】

回答者数 平均（頭･羽） 不明 回答者数 平均（頭･羽） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

現在 就農1年目
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問30現在と就農時の経営状況について

【現在の経営状況】農作物の売上高(農産加工等を含む）※昨年度決算時
【農作物の売上高(農産加工等を含む）】 【農業所得（※農業次世代人材投資資金は含まない）】 【農外所得（※農業次世代人材投資資金は含まない）】

回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明
回答
者数

平均
(万円）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

就農1年目現在 就農1年目 現在 就農1年目 現在
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問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【1位】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作
目（菜
種、
茶、た
ばこ
等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【2位】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作
目（菜
種、
茶、た
ばこ
等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【3位】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作
目（菜
種、
茶、た
ばこ
等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

③売上額の高い作目および関連事業【1位・2位・3位合計】

回答者
数

水稲
麦・雑
穀類・
豆類

露地野
菜

施設野
菜

花き・
花木

工芸作
目（菜
種、
茶、た
ばこ
等）

果樹 きのこ
その他
の耕種
作目

酪農 肉用牛 養鶏
その他
畜産

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

④最も売上が大きい野菜

回答
者数

だい
こん

にん
じん

はく
さい

キャ
ベツ

ホウ
レン
ソウ

レタ
ス

ねぎ
たま
ねぎ

きゅ
うり

なす
トマ
ト

ピー
マン

いち
ご

メロ
ン

すい
か

その
他の
野菜

野菜
を販
売し
てい
ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑤最も売上が大きい果物

回答
者数

温州
みか
ん

その
他の
かん
きつ

りん
ご

ぶど
う

日本
なし

西洋
梨

もも

おうと
う（さ
くらん
ぼ）

かき くり うめ

キウ
イフ
ルー
ツ

その
他の
果物

果物
を販
売し
てい
ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑥農業生産以外の経営部門

回答者数 直接販売 農産加工 観光農業 レストラン その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑦現在の農業従事者数【家族農業従事者数(自分を除く)】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑦現在の農業従事者数【家族以外の農業従事者数】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑧現在の雇用従業員数【正規職員】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問30現在と就農時の経営状況について

⑧現在の雇用従業員数【常勤パート】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 284 ―



問30現在と就農時の経営状況について

⑧現在の雇用従業員数【アルバイト】

回答者数 0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21人以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 285 ―



問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【1位】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【2位】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 287 ―



問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【3位】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問31生産物(農産物、畜産物、加工品等)の販売先について

販売金額【1位・2位・3位合計】

回答者数 農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

①農業所得で生計が成り立っているか

回答者数
おおむね農業所得で
生計が成り立ってい

る

農業所得では生計は
成り立っていない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

②就農後何年目から農業所得だけで生計が成り立つようになったか(問32①で「1.おおむね農業所得で生計が成り立っている」を選んだ方のみ)

回答者数 就農後1～2年目 就農後3～4年目 就農後5年以上 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

②就農後何年目から農業所得だけで生計が成り立つようになったか(問32①で「1.おおむね農業所得で生計が成り立っている」を選んだ方のみ)【農作物の売上高（農産加工物を含む）】

【農作物の売上高（農産加工物を含む）】 【農業所得(就農準備資金・経営開始資金】

回答者数
平均

(万円）
不明 回答者数

平均
(万円）

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について

③農業所得では生計は成り立っていない場合の不足分の補填(問32①で「2．農業所得では生計は成り立っていない」を選んだ方のみ)

回答者数
就農前から
の蓄え（貯
金等）

身内からの
借り入れ

金融機関か
らの借り入

れ

農業以外の
収入等（家
族の農外収
入を含む）

就農準備資
金・経営開
始資金

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問32農業所得の確保状況について
(問32①で「2．農業所得では生計は成り立っていない」を選んだ方のみ) (問32①で「2．農業所得では生計は成り立っていない」を選んだ方のみ)

回答者数
今後、目処が
立ちそうだ

いつ目処が立
つか見当がつ

かない
不明 回答者数 平均(年後） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問33有機農業への取り組みについて

①有機農業への取り組み

回答者数

有機農業に取
組み有機JAS認
証を受けてい

る

有機農業に取
組み有機JAS認
証は受けてい

ない

有機農業に取
組んでいない
が今後取組み

たい

有機農業に取
組んでおらず
取組む予定は

ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問33有機農業への取り組みについて

②有機農業に取り組んでいる耕地の実面積(問33①で「1.有機農業に取り組み、有機JAS認証を受けている」、「2.有機農業に取り組んでいるが、有機JAS認証は受けていない」を選んだ方のみ)

回答者数 平均(a） 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問34現在、困っていることや課題となっていることについて

①経営面で困っていることや課題

回答者数

設備投
資資金
の不足

運転資
金の不

足

所得が
少ない

経営分
析の方
法がわ
からな

い

経営計
画が立
てられ
ない

技術の
未熟さ

販売が
思うよ
うにい
かない

栽培計
画・段
取りが
うまく
いかな

い

農地が
集まら
ない

労務管
理

情報が
少ない

相談相
手がい
ない

作目の
選択で
悩んで
いる

自然災
害

資材費
等の高
騰

税務対
策

労働力
不足
（働き
手が足
りな
い）

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問34現在、困っていることや課題となっていることについて

②生活面で困っていることや課題

回答者
数

健康上
の不安
(労働
がきつ
い)

家族の
理解・
協力面

集落の
人等と
の人間
関係

集落の
慣行

子供の
教育・
保育

プライ
バシー
の確保

交通、
医療等
生活面
の不便

さ

村づき
あい等
誘いが
多い

思うよ
うに休
暇がと
れない

就農地
に友人
が少な
い

家族が
地域や
農村生
活にな
じめな

い

親・兄
弟等の
介護

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問35就農後の裁培技術、経営や販売についての相談先

裁培技術に関する相談をしているところ

回答者
数

市町
村・農
業委員
会

普及指
導セン
ター

経営相
談所

農協
（営農
指導
員）

農業大
学校等
（研修
先教育
機関）

研修先
の農業
者・法
人

農家・
法人
（指導
農業
士）

農家・
法人
（指導
農業士
以外）

農業資
材・機
械等の
業者

家族、
親類、
知人等

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問35就農後の裁培技術、経営や販売についての相談先

経営や販売に関する相談をしているところ

回答者
数

市町
村・農
業委員
会

普及指
導セン
ター

経営相
談所

農協
（営農
指導
員）

農業大
学校等
（研修
先教育
機関）

研修先
の農業
者・法
人

農家・
法人
（指導
農業
士）

農家・
法人
（指導
農業士
以外）

農業資
材・機
械等の
業者

家族、
親類、
知人等

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36就農後これまでに受けた研修、今後受けたい研修について

就農後に受けたことのある研修

回答者
数

基礎的
な栽培
技術に
関する
研修

先進的
な栽培
技術に
関する
研修

経営計
画の策
定等
（経営
マネジ
メン

財務会
計、税
務等研
修

マーケ
ティン
グ等に
関する
研修

品質管
理、リ
スク管
理等
（ＧＡ
Ｐ等）

労務管
理

人材育
成等

有機農
業

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36就農後これまでに受けた研修、今後受けたい研修について

今後、受けたい研修

回答者
数

基礎的
な栽培
技術に
関する
研修

先進的
な栽培
技術に
関する
研修

経営計
画の策
定等
（経営
マネジ
メン

財務会
計、税
務等研
修

マーケ
ティン
グ等に
関する
研修

品質管
理、リ
スク管
理等
（ＧＡ
Ｐ等）

労務管
理

人材育
成等

有機農
業

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問37今後、5年くらい先の農業経営の展開について

①今後5年くらい先の農業経営の展開予定

回答者数
経営規模の

拡大
現状維持

経営規模の
縮小

他産業に従
事する

農業法人等
に雇用され

る
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【1位】

回答者
数

面積、
頭数の
規模拡
大

新規作
目の導
入

直接販
売

新たな
栽培技
術の導
入

農産加
工

観光農
園・レ
ストラ
ン

コスト
の削減

労働環
境の改
善

販路の
拡大

技術の
向上

品質の
向上

単位あ
たりの
生産量
の拡大

雇用の
導入

法人化 輸出 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【2位】

回答
者数

面
積、
頭数
の規
模拡
大

新規
作目
の導
入

直接
販売

新た
な栽
培技
術の
導入

農産
加工

観光
農

園・
レス
トラ
ン

コス
トの
削減

労働
環境
の改
善

販路
の拡
大

技術
の向
上

品質
の向
上

単位
あた
りの
生産
量の
拡大

雇用
の導
入

法人
化

輸出
その
他

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【3位】

回答
者数

面
積、
頭数
の規
模拡
大

新規
作目
の導
入

直接
販売

新た
な栽
培技
術の
導入

農産
加工

観光
農
園・
レス
トラ
ン

コス
トの
削減

労働
環境
の改
善

販路
の拡
大

技術
の向
上

品質
の向
上

単位
あた
りの
生産
量の
拡大

雇用
の導
入

法人
化

輸出
その
他

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問36今後、5年くらい先の農業経営の展開について

②今後5年くらい先の農業経営の展開にとっての重要点【1位・2位・3位合計】

回答者
数

面積、
頭数の
規模拡
大

新規作
目の導
入

直接販
売

新たな
栽培技
術の導
入

農産加
工

観光農
園・レ
ストラ
ン

コスト
の削減

労働環
境の改
善

販路の
拡大

技術の
向上

品質の
向上

単位あ
たりの
生産量
の拡大

雇用の
導入

法人化 輸出 その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 307 ―



問38認定新規就農者について

①認定の有無

回答者数
すでに認定を受け

ている
必要になれば認定
を受ける予定

認定を受ける予定
はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問38認定新規就農者について

②認定新規就農者になる予定がない理由（問38①で「3．認定を受ける予定はない」を選んだ方のみ）

回答者数
メリットが少
ないため

制度を知らな
かったため

手続きが面倒
なため

認定の条件を
満たさないた

め
その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問39認定農業者について

①認定の有無

回答者数
すでに認定を
受けている

青年等就農計
画終了後認定
を受ける予定

必要になれば
認定を受ける

予定

認定を受ける
予定はない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問39認定農業者について

②何年以内に認定農業者の認定を受ける予定か(問39①で「2．青年等就農計画終了後認定を受ける予定」を選んだ方のみ)

回答者数 1年未満
1年～2年未

満
2年～3年未

満
3年～5年未

満
5年～10年

未満
10年以上先 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問40農業経営についての取り組み

青色申告 農業経営の法人化

回答者数 している していない 不明 回答者数 している していない
検討してい

る
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問40農業経営についての取り組み

収入保険の加入 農業共済保険の加入

回答者数
加入してい

る
加入してい

ない
不明 回答者数

加入してい
る

加入してい
ない

不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問41家族経営協定について

①家族経営協定の締結の有無

回答者数 締結している
今後締結するつも

り
締結するつもりは

ない
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問41家族経営協定について

②家族経営協定を締結した理由(問41①で「1．締結している」を選んだ方のみ)

回答者数

農業に参
加するメ
ンバーに
増減が

あったた
め

共同経営
者として
農業経営
を行うた

め

労働時
間・休
日、労働
報酬を明
確にする
ため

将来の経
営継承の
ため

新しい作
物や分野
の開始の

ため

農業者年
金への助
成のため

定期的な
見直しの
ため

その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問41家族経営協定について

③家族経営協定を締結しない理由(問41①で「3.締結するつもりはない」を選んだ方のみ)

回答者数
メリットが少
ないため

制度を知らな
かったため

手続きが面倒
だったため

単身のため その他 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

Ⅳ．地域農業や地域活動との関わりについて

― 316 ―



問42地域や地域農業との関わりについて

①農作業の受託

回答者数 受託している 受託していない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問42地域や地域農業との関わりについて

②集落営農の機械のオペレーター

回答者数 務めている 務めていない 不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

― 318 ―



問42地域や地域農業との関わりについて

③耕作困難になった農地利用の依頼

回答者数
依頼されたことがあ

る
依頼されたことはな

い
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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問42地域や地域農業との関わりについて

④地域の新規就農者等農業者同士の交流

回答者数
４Ｈクラ

ブ
農協青年

部

普及指導
センター
や市町村
が開催す
る交流会

地域の新
規就農者
などのグ
ループ

農業女子
プロジェ

クト
ＳＮＳ その他

交流はほ
とんどな

い
不明

全国合計

【農業との関わり】　　　非農家出身

祖父母が農家

農家出身

【性別】　　　　　　　　　　　男性

女性

【就農時年齢】　　　　　　29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

【就農経過年】　　　　　　1・2年目

3・4年目

5年目以上

【売上】　　　　 　　　500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

【経営作物】水稲・麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

果樹

その他耕種作目

酪農

その他畜産

その他

【ブロック】　　　　　　　　北海道

東北

北陸

関東・東山

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄
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Ⅲ アンケート調査票
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1 
 

 
 
 
 

新 規 就 農 者 の 就 農 実 態 に 関 す る ア ン ケ ー ト 調 査
  

２０２４年８月
各 位

全国農業委員会ネットワーク機構
一般社団法人全国農業会議所
全国新規就農相談センター

調査ご協力のお願い

謹啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
このアンケート調査は、新規就農者の就農実態や課題をお聞きし、就農希望者に関する参考資料として

活用するとともに、今後の就農支援施策を検討する上での基礎データとするものです。
ご記入いただいた内容は、すべて統計的に処理し、個人に関する情報が公表されたり、本調査以外の目的

で使用することは決してございません。
お忙しいところ、誠に恐縮ではございますが、大変貴重なご意見となりますので、本調査の趣旨をご理解

いただき、是非アンケートへのご協力をお願い申し上げます。
なお、行き違いにより、複数部数の調査票が届いた場合は１部のみご記入いただき、他は破棄いただきま

すよう、お願い申し上げます。
敬具

本調査の対象者は、下記①～③の条件を満たす新規就農者（常雇いである雇用就農者は除く）のうち、就農
して概ね１０年以内の方（就農時点が２０１４年１月以降）です。
① 非農家出身で、新たに農業経営を開始した方
※ 夫婦等で共同経営を行っている場合は、いずれかひとりがご回答ください。

② 親（三親等以内の親族（配偶者の親等を含む）「以下同じ」）の農業経営を継承（全部または一部）
して農業経営を開始した方

③ 親の農業経営とは別に新たな部門の経営を開始した方

以下④の方は対象外となりますのでお手数ですが、破棄いただきますよう重ねてお願い申し上げます。
④ 親の自営農業に従事した方 

 
 

ご記入、ご返送に際してのお願い

■ 黒の鉛筆またはボールペン等で、はっきりと、おわかりになる範囲でご記入ください。

■ ご記入いただいた調査票は、同封の返信用封筒（切手不要）に入れ、２０２４年９月２０日（金）
までに投函ください。返信用封筒には、住所・氏名の記入は不要です。

■ 調査票の最後に住所・氏名を明記して、上記の期日までに投函してくださった方には、抽選で
粗品（５００円のＱＵＯカード）を、２０２５年３月末までにご送付いたします。
（恐れ入りますが、当選結果の連絡は謝礼の発送をもってかえさせていただきます。）

【お問い合わせ先】 全国新規就農相談センター（一般社団法人全国農業会議所）
〒 東京都千代田区二番町９－８ 中央労働基準協会ビル２階
電話 担当：佐藤、角田

【調査協力機関】 株式会社日経リサーチ ソリューション本部アカウント 部
〒 東京都千代田区内神田 丁目 鎌倉河岸ビル

バーコード 
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ⅠⅠ．．基基 本本 的的 なな 項項 目目 にに つつ いい てて
（全員の方がお選びください。）

問問１１ 営営農農場場所所、、居居住住地地、、出出身身地地ににつついいてて

①① 現現在在のの主主なな営営農農場場所所 （ ）都・道・府・県（ ）市・区・町・村

②② 現現在在のの居居住住地地ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

※※ ２２ をを選選択択さされれたた方方はは実実際際のの居居住住地地をを ににごご記記入入くくだだささいい

１．主な営農場所と同じ

２．主な営農場所と異なる （ ）都・道・府・県 （ ）市・区・町・村

③③ 就就農農前前のの居居住住地地ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］
（※ 農業研修後に就農した場合は研修前の居住地）※※ ２２ をを選選択択さされれたた方方はは実実際際のの居居住住地地をを ににごご記記入入くくだだささいい

１．現在の居住地と同じ

２．現在の居住地と異なる （ ）都・道・府・県 （ ）市・区・町・村

④④ 出出身身地地 （ ）都・道・府・県 （ ）市・区・町・村

問問２２ 性性別別

男性 女性 回答しない

問問３３ 同同居居世世帯帯員員数数（（本本人人含含むむ））

問問４４ 農農業業高高校校又又はは農農業業大大学学校校のの出出身身でですすかか、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

農業高校及び農業大学校の出身

農業高校の出身

農業大学校の出身

農業高校及び農業大学校の出身ではない

問問５５ 最最終終学学歴歴ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

中学校

高等学校（農業高校）

高等学校（農業高校以外）

農業大学校

短大・専門学校（農学系）

短大・専門学校（農学系以外）

大学・大学院（農学系）

大学・大学院（農学系以外）

専門職大学

問問６６ ①①農農業業ととのの関関わわりりににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

農家出身ではない

両親は農家ではないが、祖父母は農家である

農家出身である 

②② ああななたたのの就就農農状状況況ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］
※※ 実実家家ととはは、、三三親親等等内内のの親親族族をを含含みみまますす

※※ のの選選択択肢肢ににはは離離農農すするる農農家家かかららのの経経営営資資産産ををままととめめてて継継承承すするる「「第第三三者者継継承承」」をを含含みみまますす。。

【独立自営就農】

土地などを独自に調達し、新たに農業経営を

開始した

【親元就農（実家）】

実家の経営の全てを継承して、農業経営を開始した

実家の経営の一部を継承して、（その部分について経

営上の責任をもって）農業経営を開始した

実家の農業経営とは別に新たな部門を開始した

実家の農業経営に従事した

【親元就農（配偶者の実家）】

配偶者の実家の経営の全てを継承して、

農業経営を開始した

配偶者の実家の経営の一部を継承して、

（その部分について経営上の責任をも

って）農業経営を開始した

配偶者の実家の農業経営とは別に新た

な部門を開始した

配偶者の実家の農業経営に従事した

人（うち子供 人）

記入例 ： １． １ （ あいうえお ）（※ 番号を○○で囲む。 に数字、（ ）に語句を記入）
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③③ 前前ペペーージジ問問６６②②でで「「 実実家家のの経経営営のの全全ててをを継継承承ししてて、、農農業業経経営営をを開開始始ししたた」」「「 実実家家のの経経営営のの一一部部をを継継承承ししてて、、（（そそのの部部分分ににつついいてて経経営営

上上のの責責任任ををももっってて））農農業業経経営営をを開開始始ししたた」」「「 配配偶偶者者のの実実家家のの経経営営のの全全ててをを継継承承ししてて、、農農業業経経営営をを開開始始ししたた」」「「 配配偶偶者者のの実実家家のの経経営営のの

一一部部をを継継承承ししてて、、（（そそのの部部分分ににつついいてて経経営営上上のの責責任任ををももっってて））農農業業経経営営をを開開始始ししたた」」ののいいずずれれかかをを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

実実家家のの経経営営をを継継承承ししたた理理由由ににつついいてて、、ああててははままるるももののををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］
実家の農業経営が順調であったから

．親等が高齢となり、親族の中で後継する人がいなかったから
．集落等で担い手不足となり、集落等から農業経営を継承するよう依頼されたから
．就職先を考える中で、実家の農業経営を継承する選択肢があったから
．その他（ ）

問問７７ 就就農農直直前前にに就就いいてていいたた業業種種ににつついいてて、、ああててははままるるももののををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。
（（就就農農すするるたためめのの農農業業研研修修はは除除ききまますす）） ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

農業

林・漁業

製造業

建設業

飲食業

自営業

運送・配達業

官公庁・団体

教育関連

小売業

通信情報関連サービス業

その他のサービス

金融証券業

医療関係

学生

無職

その他

（ ）

問問８８ 就就農農前前のの農農業業ととのの触触れれ合合いいににつついいてておお聞聞ききししまますす。。就就農農前前にに参参加加・・利利用用経経験験ががああっったたももののににつついいてて
ああててははままるるももののををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

市民農園、貸農園

農業体験

農家民泊、農家民宿

援農ボランティア

農村ワーキングホリデー

農園のオーナー制度

二地域居住

その他（ ）

特に経験はない

問問９９ 配配偶偶者者のの有有無無とと農農業業へへのの関関わわりりににつついいてて

①① 配配偶偶者者のの有有無無ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

配偶者がいる 配偶者はいない →→ 問問１１００へへ

②② 上上記記①①でで「「 配配偶偶者者ががいいるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

配配偶偶者者のの農農業業へへのの関関わわりりににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

配偶者も一緒に農業をしている

配偶者は、補助的に農業を手伝っている

配偶者は、他の農場で、農業に従事もしくは

農業研修を受けている

配偶者は、他の仕事に従事している 

農業を含め仕事に従事していない 

問問１１００ 「「就就農農準準備備資資金金・・経経営営開開始始資資金金（（旧旧 農農業業次次世世代代人人材材投投資資資資金金））」」ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びび
くくだだささいい。。

［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

就農準備資金（準備型）を受給したことがある →→ 問問１１１１へへ ４４ペペーージジ

経営開始資金（経営開始型）を受給したことがある、あるいは現在受給中である →→ 問問１１２２ へへ

就農準備資金・経営開始資金（準備型・経営開始型）どちらも受給したことがある

→→ 問問１１１１、、４４ペペーージジ問問１１２２へへ

受給したことはない →→ ４４ペペーージジ問問１１３３へへ

問問１１１１ 問問１１００でで「「１１．．就就農農準準備備資資金金（（準準備備型型））をを受受給給ししたたここととががああるる」」「「３３．．就就農農準準備備資資金金・・経経営営開開始始資資金金（（準準備備型型・・経経営営開開

始始型型））どどちちららもも受受給給ししたたここととががああるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

就就農農準準備備資資金金（（旧旧 農農業業次次世世代代人人材材投投資資資資金金 準準備備型型））のの受受給給期期間間ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びび

くくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

年未満

年～ 年未満

年～ 年未満

年（海外研修）
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問問１１２２ 前前ペペーージジ問問１１００でで「「２２．．経経営営開開始始資資金金（（経経営営開開始始型型））をを受受給給ししたたここととががああるる、、ああるるいいはは現現在在受受給給中中ででああるる」」

「「３３．．就就農農準準備備資資金金・・ 経経営営開開始始資資金金（（準準備備型型・・経経営営開開始始型型））どどちちららもも受受給給ししたたここととががああるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

①① 経経営営開開始始資資金金（（旧旧 農農業業次次世世代代人人材材投投資資資資金金 経経営営開開始始型型））のの受受給給期期間間ににつついいてて、、ああててははままるるももののをを

おお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］  

年未満

年～ 年未満

年～ 年未満

年～ 年未満

年～ 年未満

年以上

  

②② 給給付付期期間間中中にに給給付付がが停停止止・・減減額額さされれたたここととががあありりまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］  

停止も減額もされたことがある

停止されたことがある

減額されたことがある

どちらもない →→ 問問１１４４ へへ

  

③③ 上上記記 ②②でで「「 停停止止もも減減額額ももさされれたたここととががああるる」」「「 停停止止さされれたたここととががああるる」」「「 減減額額さされれたたここととががああるる」」をを選選んんだだ方方にに

おお聞聞ききししまますす。。

給給付付がが停停止止・・減減額額さされれたた理理由由はは何何でですすかか。。ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］  

前年所得額が給付基準額を上回ったから

給付要件を満たさなくなったから

営農を中止（休止）したから

適切な農業経営を行っていないと判断されたから

その他

（ ）

問問１１３３ 前前ペペーージジ問問１１００でで「「 受受給給ししたたここととははなないい」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

①① 就就農農準準備備資資金金・・経経営営開開始始資資金金（（旧旧 農農業業次次世世代代人人材材投投資資資資金金））をを受受給給ししななかかっったた主主なな理理由由はは何何でですすかか。。

［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

給付要件を満たさなかった

就農時に給付金制度がなかった

就農準備資金・経営開始資金（旧 農業次世代

人材投資資金）制度を知らなかった

給付要件は満たしていたが申請しなかった

その他 

（ ） 

②② 上上記記 ①①でで「「１１．．給給付付要要件件をを満満たたささななかかっったた」」をを選選択択ししたた方方ににおお聞聞ききししまますす。。

給給付付要要件件をを満満たたささななかかっったた主主なな理理由由はは何何でですすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］  

年齢が要件より上だった

前年度所得が要件より高かった

要件に合う研修（機関）がなかった

認定新規就農者の認定を受けられなかった

経営継承に係る要件が満たせなかった

経営リスクに係る要件（新規品目の導入等）が

満たせなかった

その他（ ）

問問１１４４ 経経営営発発展展支支援援事事業業ににつついいてて
① 経経営営発発展展支支援援事事業業ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

受給したことがある 受給したことはない →→ 問問１１５５ へへ

②② 上上記記 ①①でで「「 ．．受受給給ししたたここととががああるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

経営営発発展展ののたためめににななににをを導導入入ししままししたたかか。。ああててははままるるももののををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

機械

施設

家畜

果樹・茶改植

機械リース

その他（ ）

ⅡⅡ．．就就農農ににああたたっっててのの取取りり組組みみ、、経経緯緯ににつついいてて

問問１１５５ 農農業業をを始始めめるるたためめ、、情情報報収収集集ななどど具具体体的的ななアアククシショョンンをを起起ここししててかからら、、就就農農すするるままででににどどののくくららいいのの期期
間間をを要要ししままししたたかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

年未満

年以上 年半未満

年半以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上
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問問１１６６ ああななたたははどどののよよううなな理理由由でで就就農農ししままししたたかか。。ああててははままるるももののををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

農業はやり方次第でもうかるから

自ら経営の采配を振れるから

農業が好きだから

時間が自由だから

食べ物の品質や安全性に興味があったから

有機農業をやりたかったから

以前の仕事の技術を生かしたいから

子供を育てるには環境が良いから

家族で一緒に仕事ができるから

自然や動物が好きだから

農村の生活（田舎暮らし）が好きだから

配偶者が農業を始めたから

都会の生活が向いていなかったから

会社勤めに向いていなかったから

目標となる農業経営者がいたから

その他

（ ）

問問１１７７ 就就農農ににああたたりりああななたたがが現現在在のの地地域域をを選選んんだだ理理由由をを３３位位ままででおお選選びびくくだだささいい。。

［［該該当当すするる番番号号をを記記入入］］

行政等の受け入れ・支援対策が整っていた

営農指導体制が充実していた

取得・賃借できる農地があった

希望作目の適地であった

（販売面も含めて）都市へのアクセスがよかった

自然環境がよかった

その地域を以前からよく知っていた

相談窓口のあっせんがあった

就業先・研修先があった

家族の実家に近かった

実家があった

農業を営む仲間がいた

その他（ ）

問問１１８８ 就就農農にに際際ししてて苦苦労労ししたた点点をを３３位位ままででおお選選びびくくだだささいい。。

［［該該当当すするる番番号号をを記記入入］］

相談窓口さがし

家族の了解

地域の選択

営農技術習得

農地の確保

資金の確保

住宅の確保

その他

（ ）

問問１１９９ 就就農農にに際際ししてて、、①① 地地域域のの選選択択、、②②  農農地地のの確確保保、、③③  販販売売先先のの確確保保、、④④  住住宅宅のの確確保保、、⑤⑤  資資金金のの確確保保、、
そそれれぞぞれれににつついいてて情情報報をを得得たたととこころろははどどここでですすかか。。 ～～ のの該該当当すするる番番号号ををすすべべてて○○でで囲囲んんででくくだだささいい。。
にに該該当当すするるももののががああるる方方はは（（ ））にに具具体体的的なな内内容容をを記記入入ししててくくだだささいい。。［［そそれれぞぞれれ該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

①①

地地域域のの選選択択

↓↓

②②

農農地地のの確確保保

↓↓

③③

販販売売先先のの確確保保

↓↓

④④

住住宅宅のの確確保保

↓↓

⑤⑤

資資金金のの確確保保

↓↓

全国段階の就農相談窓口 １ １ １ １ １

都道府県段階の就農相談窓口 ２ ２ ２ ２ ２

農業普及指導センター ３ ３ ３ ３ ３

市町村 ４ ４ ４ ４ ４

農業委員会 ５ ５ ５ ５ ５

農協 ６ ６ ６ ６ ６

研修先 ７ ７ ７ ７ ７

一般農家・農業法人 ８ ８ ８ ８ ８

農業大学校等 ９ ９ ９ ９ ９

書籍や雑誌 １０ １０ １０ １０ １０

インターネット、 １１ １１ １１ １１ １１

不動産業者 １２ １２ １２ １２ １２

流通・小売業者 １３ １３ １３ １３ １３

親や兄弟、親類、知人 １４ １４ １４ １４ １４

日本政策金融公庫 １５ １５ １５ １５ １５

銀行等金融機関 １６ １６ １６ １６ １６

その他 １７ １７ １７ １７ １７

いずれも該当しない・情報を得ていない １８ １８ １８ １８ １８

１位 ２位 ３位

１位 ２位 ３位
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問問２２００ 就就農農前前のの技技術術習習得得ににつついいてて
①① 就就農農前前にに技技術術習習得得をを目目的的にに研研修修をを受受けけままししたたかか。。（（農農業業法法人人等等ででのの就就業業はは、、ここここででのの研研修修にに含含みみまませせ

んん））ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

受けた 受けていない →→ 次次ペペーージジ 問問２２１１へへ
 
上上記記 ①①でで「「１１．．受受けけたた」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。研研修修先先ににつついいてて該該当当すするる番番号号ををすすべべてて○○でで囲囲んんででくくだだささいい。。
そそののううちち主主なな研研修修先先をを１１つつだだけけおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号にに○○］］

研研修修先先

いいくくつつででもも

↓↓

主主なな研研修修先先

ひひととつつだだけけ

↓↓

一般農家（指導農業士） １ １

一般農家（指導農業士以外） ２ ２

農業法人 ３ ３

市町村 ４ ４

市町村農業公社 ５ ５

農協 ６ ６

農業大学校 ７ ７

農業専門学校（就農準備校等） ８ ８

職業訓練校 ９ ９

民間企業が運営する研修機関 １０ １０

海外 １１ １１

その他（ ） １２ １２
 
②② ああななたたががそそのの研研修修先先をを選選んんだだ理理由由ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

親や兄弟、親類、知人に勧められたから

就農相談センターに勧められたから

希望作目の研修ができるから

研修制度が充実していたから

実践的に経営や技術が学べると思ったから

就農させた実績が多いから

研修先の人柄がよかったから

福利厚生が充実していたから

実家に近いから

配偶者の実家に近いから

その他（ ）

③③ 研研修修先先のの選選択択ななどど、、技技術術習習得得ののたためめのの情情報報をを得得たたととこころろははどどここでですすかか。。 

ああててははままるるももののををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］ 

全国段階の就農相談窓口

都道府県段階の就農相談窓口

農業普及指導センター

市町村

農協

一般農家・農業法人

農業大学校等

書籍や雑誌

インターネット

農業資材・機械等の業者

ハローワーク

親や兄弟、親類、知人

その他（ ）

 
④④ ああななたたがが受受けけたた研研修修内内容容ににつついいてて、、ああててははままるるももののすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］ 

栽培・飼養技術

機械の操作・修理技術

農産物加工

農産物販売

経営管理

農業についての理念・考え方

その他（ ）

⑤⑤ 研研修修をを受受けけたた期期間間ははどどののくくららいいでですすかか。。②②でで回回答答ししたた研研修修先先のの期期間間のの合合計計ををおお選選びびくくだだささいい。。 

［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

か月未満

か月以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上

⑥⑥ 研研修修をを受受けけたた作作目目でで就就農農すするるたためめにに、、ごご自自身身がが必必要要とと判判断断すするる研研修修期期間間ははどどれれくくららいいだだとと思思いいまますすかか。。

［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

か月未満

か月以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上
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問問２２１１ 農農業業法法人人等等ででのの就就業業経経験験ににつついいてて（（雇雇用用契契約約ののなないい研研修修はは、、ここここででのの就就業業経経験験にに含含みみまませせんん））

①① 農農業業法法人人等等でで従従業業員員ととししてて働働いいたたここととががあありりまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

働いたことがある 働いたことはない →問問２２２２ へへ 

②② 上上記記 ①①でで「「１１．．働働いいたたここととががああるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。働働いいたた期期間間ははどどののくくららいいでですすかか。。
［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

年未満 年以上 年未満 年以上 年未満 年以上

③③ 上上記記 ①①でで「「１１．．働働いいたたここととががああるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。就就業業ししたた際際にに、、将将来来独独立立すするるたためめののノノウウハハウウ、、
ままたたはは、、そそのの後後のの就就農農にに向向けけたた経経験験のの獲獲得得をを考考ええてていいままししたたかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

考えていた 考えていなかった

④④ 上上記記 ①①でで「「１１．．働働いいたたここととががああるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。農農業業法法人人ででのの就就業業経経験験はは独独立立就就農農すするる際際にに有有益益
ででししたたかか。。ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

有益だった

ある程度有益だった

無益だった →問問２２２２ へへ

⑤⑤ 上上記記 ④④でで「「１１．．有有益益だだっったた 」」「「２２．．ああるる程程度度有有益益だだっったた」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。就就業業経経験験ののななかかでで有有益益だだっっ
たたももののををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

栽培・飼養・加工技術の習得

経営の管理技術の習得

農産物の販売方法の習得

農業についての考え方・理念の習得

就農にあたって就業していた法人からの支援

就農後の農産物の販路の確保

就農後の相談相手ができたこと

就農時の農地確保

地域住民との信頼関係の構築

その他（ ）

⑥⑥ 上上記記 ④④でで「「１１．．有有益益だだっったた 」」「「２２．．ああるる程程度度有有益益だだっったた」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。就就農農ににああたたっってて、、就就業業ししてて
いいたた法法人人かからら受受けけたた支支援援ののななかかでで有有益益だだっったたももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

農地の譲渡・あっせん

農業機械・施設等の譲渡・あっせん

金銭面での支援

販売先の紹介

共同出荷

独立・就農後の助言

その他（ ）

特に支援はなかった

問問２２２２ 就就農農すするるたためめにに要要ししたた費費用用ににつついいてて金金額額をを記記入入ししててくくだだささいい。。

①①
就農にあたって、おおむね就農後１年間までに要した「機械・施設等」の取得にかかった

金額（土地取得費用は除く。トラックや草刈り機等など営農に必要な装備を含む）
→ 万円

②② 就農後１年間の初期投資の理想金額 → 万円

③③ 就農後１年間に要した肥料、種苗、燃料代等の「必要経費」 → 万円

④④ 就就農農準準備備段段階階かからら就就農農後後１１年年間間にに取取得得（（購購入入））ししたた農農地地ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。
［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

購入した農地がある 購入した農地はない →→ 次次ペペーージジ問問２２３３ へへ

⑤⑤ 上上記記 ④④でで「「１１．．購購入入ししたた農農地地ががああるる 」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。取取得得ししたた農農地地のの面面積積とと、、農農地地価価格格をを記記入入ししてて
くくだだささいい。。 面面積積はは ままたたはは ののどどちちららかか表表記記ししややすすいい方方のの欄欄にに記記入入ししててくくだだささいい

取得した農地の面積 農地価格 総額 万円

⑥⑥ 上上記記 ④④でで「「１１．．購購入入ししたた農農地地ががああるる 」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

農農地地のの取取得得にに活活用用ししたた金金融融機機関関ににつついいてて、、ああててははままるるももののすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

日本政策金融公庫（経営体育成強化資金・

スーパーＬ資金等）

農協

銀行等金融機関

自己資金

その他（ ）
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問問２２３３ 就就農農すするるたためめにに自自己己資資金金ははいいくくらら準準備備ししままししたたかか。。金金額額をを記記入入ししててくくだだささいい。。

就農するために準備した自己資金額 → 総額 万円

うち農地・機械・施設の取得、営農のための自己資金額 → 万円

うち生活資金 → 万円

うちその他資金 → 万円

問問２２４４ 就就農農ににああたたっっててのの資資金金のの借借りり入入れれににつついいてて

①① 就就農農ににああたたっってて何何ららかかのの資資金金をを借借りりままししたたかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

借りた 借りなかった →問問２２５５へへ

②② 上上記記 ①①でで「「１１．．借借りりたた」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

活活用用ししたた資資金金のの借借入入先先ごごととにに、、借借入入金金額額をを記記入入ししててくくだだささいい。。
ままたた、、最最初初にに借借入入ししたた時時期期をを記記入入ししててくくだだささいい。。

借入先・資金種類 金額 借入した時期

制度資金

青年等就農資金 万円 就農 年目

経営体育成強化資金 万円 就農 年目

スーパーⅬ資金 万円 就農 年目

農業近代化資金等 万円 就農 年目

その他（ ） 万円 就農 年目

民間資金

農協 万円 就農 年目

銀行等金融機関 万円 就農 年目

その他（ ） 万円 就農 年目

③③ 上上記記 ①①でで「「１１．．借借りりたた」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

借借りり入入れれにに際際ししてて支支障障をを感感じじたたここととににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

保証人の確保

担保の提供

利用可能な制度資金が見つからない

金利が高い

融資額が少ない

償還期間が短い

その他（ ）

特に支障を感じたことはない

問問２２５５ 就就農農時時のの住住宅宅のの確確保保ににつついいてて
①① どどののよよううなな住住居居をを確確保保ししままししたたかか。。ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

住宅（一戸建て）を借りた

集合住宅、アパートを借りた

中古住宅（一戸建て）を購入

した

新築した

実家（配偶者の実家含む）

持ち家

その他（ ）
 
 

②② 上上記記 ①①でで「「 住住宅宅（（一一戸戸建建てて））をを借借りりたた」」「「 集集合合住住宅宅、、アアパパーートトをを借借りりたた」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

かか月月ああたたりりのの家家賃賃ははいいくくららででししたたかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

万円未満

万円～ 万円未満

万円～ 万円未満

万円～ 万円未満

万円以上

 

次次ペペーージジ問問２２６６へへ
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問問２２６６ 離離農農すするる農農家家かかららのの経経営営資資産産ををままととめめてて継継承承すするるこことと（（いいわわゆゆるる「「第第三三者者継継承承」」※※））ににつついいてておお聞聞ききしし
まますす。。ごご自自身身がが就就農農すするるににああたたっってて、、農農地地やや機機械械、、技技術術、、販販路路ななどどをを離離農農すするる農農家家かからら一一体体的的にに引引きき継継ぎぎまま
ししたたかか（（ここここでで離離農農すするる農農家家ととはは実実家家やや配配偶偶者者のの実実家家をを除除ききまますす））。。ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。
［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

※ 「第三者継承」とは、後継者不在の経営の有形資産や技術・ノウハウなどの無形資産を家族以外の者
に受け渡すことを通して事業を継承していくことを意味します。

離農する農家の有形資産（農地、機械など）と無形資産（技術、販路など）をまとめて引き継いだ

離農する農家の有形資産（農地、機械など）をまとめて引き継いだ

離農する農家の経営資産をまとめて引き継いでいない →→問問２２７７へへ 

 

①① 有有形形資資産産ままたたはは無無形形資資産産をを引引きき継継いいだだ方方ににおおううかかががいいししまますす。。そそれれぞぞれれ何何をを引引きき継継ぎぎままししたたかか。。

ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

有形資産 ．農地 ．機械 ．施設 ．生物（樹木、牛、豚、鶏）

無形資産 ．生産技術 ．販路 ．人脈 ．経営管理ノウハウ

問問２２７７ 新新規規就就農農すするるににああたたりり、、国国やや都都道道府府県県やや市市町町村村等等のの支支援援措措置置をを利利用用ししままししたたかか。。
支支援援のの有有無無やや利利用用のの状状況況ををすすべべてて選選びび、、○○をを記記入入ししててくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号そそれれぞぞれれ１１つつにに○○］］

①①

支支援援措措置置がが

ななかかっったた

↓↓

②②

利利用用ししたた

↓↓

③③

（（ 利利 用用 しし たた 方方 へへ ））

地地域域ののフフォォロローー

がが十十分分だだっったた

↓↓

④④

利利用用ししななかかっったた

↓↓

研修の支援助成 １ １ １ １

農地のあっせん・紹介 ２ ２ ２ ２

農地取得・借入に対する助成（リース料助成を含む） ３ ３ ３ ３

機械・施設の取得に対する助成（リース料助成を含む） ４ ４ ４ ４

税の減免 ５ ５ ５ ５

住宅のあっせん（家賃補助を含む） ６ ６ ６ ６

助成金・奨励金（費目・使用目的の限定なし）の交付

（就農準備資金・経営開始資金含む）
７ ７ ７ ７

その他（ ） ８ ８ ８ ８

問問２２８８ 問問２２７７「「 農農地地ののああっっせせんん・・紹紹介介」」でで「「②②利利用用ししたた」」とと回回答答ししたた方方ににおおううかかががいいししまますす。。

以以下下ののどどのの支支援援団団体体をを利利用用さされれままししたたかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

都道府県（普及指導センター等を含む）

農地中間管理機構

市町村・農業委員会（農業委員・農地利用最適化推進委員）

農協

その他

（ ）

ⅢⅢ．．農農業業経経営営のの状状況況ににつついいてて

問問２２９９ 年年間間農農業業従従事事日日数数ににつついいてて、、ごご自自身身のの年年間間農農業業従従事事日日数数ははどどののくくららいいでですすかか。。［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

日～ 日

日～ 日

日～ 日

日～ 日

日～ 日

日～ 日

日以上

― 331 ―



10 
 

問問３３００ 現現在在とと就就農農時時のの農農業業経経営営のの状状況況ににつついいてておおううかかががいいししまますす。。
※※ 実実家家ままたたはは配配偶偶者者のの実実家家ににおおいいてて一一部部継継承承、、部部門門経経営営をを行行っってていいるる方方はは、、ごご自自身身がが経経営営さされれてていいるる部部

分分のの経経営営状状況況ををおお選選びびくくだだささいい。。

現在の

経営状況

就農した時（１年目）の

経営状況

西暦：（ ）年 西暦：（ ）年

年齢：（ ）歳 年齢：（ ）歳

① 農業経営規模についてうかがいます。 ※ または のどちらか表記しやすい方の欄に記入してください

農業経営の農地面積はいくらですか。

うち、借入地はいくらですか。

施設園芸の場合、施設面積はいくらですか。 平方ﾒｰﾄﾙ 平方ﾒｰﾄﾙ

畜産経営の場合、飼養頭羽数はいくらですか。 頭・羽 頭・羽

② 農産物（農産加工等を含む）の売上高および所得についてうかがいます。

農産物の売上高（農産加工等を含む）はいくら

でしたか。

万円 万円

※昨年度決算時

農業所得はいくらでしたか。
※就農準備資金・経営開始資金（旧 農業次世代人材投資資

金）は含まない

万円 万円

※昨年度決算時

ご自身の農外所得はいくらでしたか。
※就農準備資金・経営開始資金（旧・農業次世代人材投資資

金）は含まない

万円 万円

※昨年度決算時

③③ 現現在在のの作作目目おおよよびび関関連連事事業業ににつついいてて、、売売上上のの多多いい作作物物をを売売上上額額のの高高いい順順にに３３位位ままででおお選選びびくくだだささいい。。

［［該該当当すするる番番号号をを記記入入］］

水稲

麦・雑穀類・豆類

露地野菜

施設野菜

花き・花木

工芸作目（菜種、茶、たばこ等）

果樹

きのこ

１～８以外の耕種作目

酪農

肉用牛

養鶏

その他畜産

その他（ ）

④④ 野野菜菜をを栽栽培培ししてていいるる方方ににおお聞聞ききししまますす。。最最もも売売上上がが大大ききいい野野菜菜ははどどれれでですすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

だいこん

にんじん

はくさい

キャベツ

ホウレンソウ

レタス

ねぎ

たまねぎ

きゅうり

なす

トマト

ピーマン

いちご

メロン

すいか

その他の野菜

（ ）

野菜を販売していない

⑤⑤ 果果樹樹をを栽栽培培ししてていいるる方方ににおお聞聞ききししまますす。。最最もも売売上上がが大大ききいい果果物物ははどどれれでですすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

温州みかん

その他のかんきつ

りんご

ぶどう

日本なし

西洋梨

もも

おうとう（さくらんぼ）

かき

くり

うめ

キウイフルーツ

その他の果物

（ ）

果物を販売していない

１位 ２位 ３位
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⑥⑥ 現現在在、、農農業業生生産産以以外外のの経経営営部部門門ははあありりまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

直接販売

農産加工

観光農業

レストラン

その他

（ ）

⑦⑦ 現現在在のの農農業業従従事事者者数数ををそそれれぞぞれれおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号そそれれぞぞれれ１１つつにに○○］］

人 １人 人 人
～

人

～

人

～

人

人

以上

家族農業従事者数（自分を除く） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

家族以外の農業従事者数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

⑧⑧ 現現在在のの従従業業員員のの雇雇用用人人数数ににつついいてて、、そそれれぞぞれれおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号そそれれぞぞれれ１１つつにに○○］］

人 １人 人 人
～

人

～

人

～

人

人

以上

正規職員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

常勤パート １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

アルバイト １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

問問３３１１ 生生産産物物（（農農産産物物、、畜畜産産物物、、加加工工品品等等））のの販販売売先先ににつついいててううかかががいいまますす。。販販売売金金額額のの多多いい順順にに３３位位ままででおお
選選びびくくだだささいい。。

［［該該当当すするる番番号号をを記記入入］］

農協

農協以外の集出荷団体

卸売市場

小売業者

食品製造業・外食産業

消費者に直接販売

その他

（ ） 

問問３３２２ 農農業業所所得得のの確確保保状状況況ににつついいてて教教ええててくくだだささいい。。
①① 農農業業所所得得でで生生計計がが成成りり立立っってていいまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

おおむね農業所得で生計が成り立っている 農業所得では生計は成り立っていない

②② 上上記記 ①①でで「「１１．．おおおおむむねね農農業業所所得得でで生生計計がが成成りり立立っってていいるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

就就農農後後何何年年目目かからら農農業業所所得得だだけけでで生生計計がが成成りり立立つつよよううににななりりままししたたかか。。

ままたた、、そそののととききのの農農産産物物のの売売上上高高、、農農業業所所得得ははいいくくららででししたたかか。。

③③ 上上記記 ①①でで「「２２．．農農業業所所得得でではは生生計計はは成成りり立立っってていいなないい」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

不不足足分分ををどどののよよううにに補補っってていいまますすかか。。ああててははままるるももののすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

就農前からの蓄え（貯金等）

身内からの借り入れ

金融機関からの借り入れ

農業以外の収入等（家族の農外収入を含む）

就農準備資金・経営開始資金（旧 農業次世代人

材投資資金）

その他（ ）

④④ 上上記記 ①①でで「「２２．．農農業業所所得得でではは生生計計はは成成りり立立っってていいなないい」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

今今後後、、農農業業所所得得にによよりり生生計計がが 成成りり立立つつ目目処処がが立立ちちそそううでですすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

今後、目処が立ちそうだ →  それは何年後ぐらいですか ･････ 年後

いつ目処が立つか見当がつかない

１位 ２位 ３位

就農後 年目 農作物の売上高（農産加工等を含む） 万円

農業所得 就農準備資金・経営開始資金（旧 農業次世代人材投資資金）を含まない 万円

③③、、④④へへ
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問問３３３３ 有有機機農農業業へへのの取取りり組組みみににつついいてて
①① 有有機機農農業業へへのの取取りり組組みみをを行行っってていいまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

有機農業に取り組み、有機 認証を受けている

有機農業に取り組んでいるが、有機 認証は受けていない

有機農業に取り組んでいないが、今後取り組みたい

有機農業に取り組んでおらず、当面取り組む予定はない
 
 

②② 上上記記 ①①でで「「 有有機機農農業業にに取取りり組組みみ、、有有機機 認認証証をを受受けけてていいるる」」、、「「 有有機機農農業業にに取取りり組組んんででいいるるがが、、有有機機 認認証証はは受受

けけてていいなないい」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。 
有有機機農農業業にに取取りり組組んんででいいるる耕耕地地のの実実面面積積をを記記入入ししててくくだだささいい。。

 
問問３３４４ 現現在在、、困困っってていいるるここととやや課課題題ととななっってていいるるここととににつついいてて

①① 経経営営面面でで困困っってていいるるここととやや課課題題ととななっってていいるるここととははあありりまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］ 

設備投資資金の不足

運転資金の不足

所得が少ない

経営分析の方法がわからない

経営計画が立てられない

技術の未熟さ

販売が思うようにいかない

栽培計画・段取りがうまくいかない

農地が集まらない

労務管理

情報が少ない

相談相手がいない

作目の選択で悩んでいる

自然災害

資材費等の高騰

税務対策

労働力不足（働き手が足りない）

その他（ ）

 

②② 生生活活面面でで困困っってていいるるここととやや課課題題ととななっってていいるるここととははあありりまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］ 

健康上の不安（労働がきつい）

家族の理解・協力面

集落の人等との人間関係

集落の慣行

子供の教育・保育

プライバシーの確保

交通、医療等生活面の不便さ

村づきあい等誘いが多い

思うように休暇がとれない

就農地に友人が少ない

家族が地域や農村生活になじめない

親・兄弟等の介護

その他（ ）

問問３３５５ 就就農農後後のの栽栽培培技技術術、、経経営営やや販販売売ににつついいててどどここにに相相談談ししてていいまますすかか。。相相談談先先ををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。
［［該該当当すするる番番号号そそれれぞぞれれすすべべててにに○○］］

栽栽培培にに

関関すするる相相談談

↓↓

経経営営やや販販売売にに

関関すするる相相談談

↓↓

市町村・農業委員会 １ １

普及指導センター ２ ２

経営相談所 ３ ３

農協（営農指導員） ４ ４

農業大学校等（研修先教育機関） ５ ５

研修先の農業者・法人 ６ ６

農家・法人（指導農業士） ７ ７

農家・法人（指導農業士以外） ８ ８

農業資材・機械等の業者 ９ ９

家族、親類、知人等 １０ １０

その他（ ） １１ １１
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問問３３６６ 就就農農後後ここれれままででにに受受けけたた研研修修、、今今後後受受けけたたいい研研修修ににつついいててそそれれぞぞれれいいくくつつででももおお選選びびくくだだささいい。。
［［該該当当すするる番番号号そそれれぞぞれれすすべべててにに○○］］

就就農農後後にに受受けけたた

ここととががああるる研研修修

↓↓

今今後後、、受受けけたたいい研研修修

↓↓

基礎的な栽培技術に関する研修 １ １

先進的な栽培技術に関する研修 ２ ２

経営計画の策定等（経営マネジメント） ３ ３

財務会計、税務等研修 ４ ４

マーケティング等に関する研修 ５ ５

品質管理、リスク管理等（ＧＡＰ等） ６ ６

労務管理 ７ ７

人材育成等 ８ ８

有機農業 ９ ９

その他（ ） １０ １０

問問３３７７ 今今後後、、５５年年くくららいい先先のの農農業業経経営営のの展展開開ににつついいてて
①① 今今後後５５年年くくららいい先先のの農農業業経経営営ははどどののよよううにに展展開開すするる予予定定でですすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

経営規模の拡大

現状維持

経営規模の縮小

他産業に従事する

農業法人等に雇用される

その他（ ）

②② 今今後後、、５５年年くくららいい先先のの農農業業経経営営のの展展開開ににととっってて、、次次のの項項目目ののううちち重重要要とと思思わわれれるる順順にに３３位位ままででおお選選びび 

くくだだささいい。。 

［［該該当当すするる番番号号をを記記入入］］

面積、頭数の規模拡大

新規作目の導入

直接販売

新たな栽培技術の導入

農産加工

観光農園・レストラン

コストの削減

労働環境の改善

販路の拡大

技術の向上

品質の向上

単位あたりの生産量の拡大

雇用の導入

法人化

輸出

その他

（ ）

問問３３８８ 認認定定新新規規就就農農者者（（市市町町村村かからら青青年年等等就就農農計計画画のの認認定定をを受受けけたた方方））ににつついいてて

①① 認認定定新新規規就就農農者者ににななっってていいまますすかか。。ままたた、、認認定定新新規規就就農農者者のの認認定定をを受受けけるる予予定定ははあありりまますすかか。。
［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

すでに認定を受けている

必要になれば認定を受ける予定

認定を受ける予定はない

②② 上上記記 ①①でで「「３３．．認認定定をを受受けけるる予予定定ははなないい」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす｡｡
認認定定新新規規就就農農者者ににななるる予予定定ががなないい主主なな理理由由ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお選選びびくくだだささいい。。

［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

メリットが少ないため

制度を知らなかったため

手続きが面倒なため

認定の条件を満たさないため

その他

（ ）

１位 ２位 ３位

 

②②へへ
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問問３３９９ 認認定定農農業業者者（（市市町町村村かからら農農業業経経営営改改善善計計画画のの認認定定をを受受けけたた者者））ににつついいてて
①① 認認定定農農業業者者のの認認定定をを受受けけてていいまますすかか。。ままたた、、認認定定農農業業者者のの認認定定をを受受けけるる予予定定ははあありりまますすかか。。

［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

すでに認定を受けている

青年等就農計画終了後認定を

受ける予定 

必要になれば認定を受ける予定

認定を受ける予定はない

②② 上上記記 ①①でで「「２２．．青青年年等等就就農農計計画画終終了了後後認認定定をを受受けけるる予予定定」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。

青青年年等等就就農農計計画画後後、、何何年年以以内内にに認認定定農農業業者者のの認認定定をを受受けけるる予予定定でですすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

年未満

年～ 年未満

年～ 年未満

年～ 年未満

年～ 年未満

年以上先

問問４４００ 農農業業経経営営ににつついいてて以以下下のの取取りり組組みみををししてていいまますすかか。。 ［［各各項項目目ににつついいてて該該当当すするるもものの つつにに○○］］

青色申告 している していない

農業経営の

法人化
している していない 検討している

収入保険の

加入
加入している 加入していない

農業共済保険の

加入
加入している 加入していない 

問問４４１１ 家家族族経経営営協協定定ににつついいてて

①① 家家族族経経営営協協定定をを締締結結ししてていいまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

締結している

今後締結するつもり →→ 次次ペペーージジ問問４４２２へへ

締結するつもりはない。 →→ ③③へへ

 

②② 上上記記①①でで「「 締締結結ししてていいるる」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。 

家家族族経経営営協協定定をを締締結結ししたた理理由由ををすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

農業に参加するメンバーに増減があったため

配偶者とともに共同経営者として農業経営を行うため

労働時間・休日、労働報酬を明確にするため

将来の経営継承のため

新しい作物や分野（加工・直販等）の開始のため

農業者年金への助成のため

定期的な見直しのため（期間を設けて見直すこととしている等）

その他（ ）

 

③③ 上上記記①①でで「「 締締結結すするるつつももりりははなないい」」をを選選んんだだ方方ににおお聞聞ききししまますす。。 

家家族族経経営営協協定定をを締締結結ししなないい主主なな理理由由ににつついいてて１１つつだだけけおお選選びびくくだだささいい。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

メリットが少ないため

制度を知らなかったため

手続きが面倒だったため

単身のため

その他（ ）
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ⅣⅣ．．地地域域農農業業やや地地域域活活動動ととのの関関わわりりににつついいてて

問問４４２２ 地地域域やや地地域域農農業業ととのの関関わわりりににつついいてて教教ええててくくだだささいい。。

①① 農農作作業業をを受受託託ししてていいまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］ 

受託している 受託していない

②② 集集落落営営農農（（法法人人、、任任意意組組織織、、機機械械利利用用組組合合等等））のの機機械械ののオオペペレレーータターーをを務務めめてていいまますすかか。。
［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

務めている 務めていない

③③ 耕耕作作がが困困難難ににななっったた農農地地のの利利用用をを依依頼頼さされれたたここととががあありりまますすかか。。 ［［該該当当すするる番番号号１１つつにに○○］］

依頼されたことがある 依頼されたことはない

④④ 新新規規就就農農者者等等のの交交流流のの場場ははあありりまますすかか。。ああててははままるるももののすすべべてておお選選びびくくだだささいい。。

［［該該当当すするる番番号号すすべべててにに○○］］

４Ｈクラブ

農協青年部

普及指導センターや市町村が開催する新規

就農者同士の交流会

地域の新規就農者などのグループ

農業女子プロジェクト

ＳＮＳ

その他

（ ）

交流はほとんどない

 
 
 

ごご質質問問はは以以上上でですす。。おお忙忙ししいい中中、、ごご協協力力あありりががととううごござざいいままししたた。。
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前回もこの調査にご協力いただけましたか。           → ・はい  ・ いいえ 
 
今後も同様のアンケートがあった場合、ご協力いただけますか  → ・はい  ・ いいえ 

 
抽選で粗品（５００円のＱＵＯカード）をお送りします。 

  粗品が不要な方は○で囲んでください。            → 粗品不要 
 

※以下の住所・氏名等の個人情報は粗品の発送と、今後も同様のアンケートにご協力いただけると 
回答いただいた方へのご依頼に使用させていただきます。ご了承いただける方はご記入ください。 

 
郵便番号： 〒    －       

 
住  所：                                      

 
氏  名：                                      
 
メールアドレス：                                   

 
 
 ※恐れ入りますが、当選結果の連絡は謝礼の発送をもってかえさせていただきます。 

 
 
実施にあたっては、個人情報保護法に基づき、一般社団法人全国農業会議所が定める個人情報保護規程によ

り適正な管理・運営を行います。 
 
「個人情報保護方針」等につきましては、ホームページ 
（https://www.be-farmer.jp/research/privacy_policy/）をご覧ください。 
 
※日経リサーチの個人情報保護方針・取扱いについての詳細は下記をご参照ください。 

https://www.nikkei-r.co.jp/policy/ 
 
【お役立ち情報】 
農業経営を営まれる方の経営発展に役立つ様々な情報を農林水産省公式 Facebook にて 

紹介しております。詳しくは、下記をご覧ください。 
https://www.facebook.com/nogyokeiei/ 
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個個人人情情報報保保護護規規程程

第第１１章章 総総 則則

（目 的）

第第１１条条 この規程は、個人情報の保護に関する法律（以下「法律」という。）をはじめ、個人

情報の保護に関する諸法令および農林水産大臣等主務大臣の策定する指針に基づき、個人情

報の保護と適正な利用を図ることを目的に、一般社団法人全国農業会議所（以下「本会」と

いう。）における個人データの取り扱いの基本事項について定める。

（定 義）

第第２２条条 この規程における用語の定義は、法律に基づき、次の各号に定めるところとする。

（１）「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの、または、次

の各号の個人識別符号が含まれるものをいう。

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機のために変換した符号

二 対象者ごとに異なるものとなるように役務の利用、商品の購入または書類に付さ

れる符号

（２）「要配慮個人情報」とは、人種、信条、社会的身分、病歴、前科、犯罪被害の事実等、

その取扱いによっては差別や偏見を生じるおそれがあるため、特に慎重な取扱いが求

められる記述等を含む個人情報をいう。

（３）「匿名加工情報」とは、個人情報に適正な加工を施し、特定の個人を識別できず、復

元できないようにしたものをいう。

（４）「仮名加工情報」とは、他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができ

ないように加工して得られる個人に関する情報をいう。

（５）「個人情報データベース等」とは、保有個人データを含む情報の集合物であって、次

に掲げるものをいう。

一 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人データを電子計算機を用いて

検索することができるように体系的に構成したもの。

二 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、

その他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体

系的に構成したもの。

（６）「個人データ」とは、個人情報のうち、個人情報データベース等を構成するものをい

う。

（７）「保有個人データ」とは、個人データのうち、開示、訂正、利用停止等の権限を有す

るものであって、以下のものをいう。

①当該個人データの存否が明らかになることにより、本人または第三者の生命、身体

または財産に危害が及ぶおそれがあるもの

②当該個人データの存否が明らかになることにより、違法または不当な行為を助長し、

または誘発するおそれがあるもの
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③当該個人データの存否が明らかになることにより、国の安全が害されるおそれがあ

るもの

④当該個人データの存否が明らかになることにより、犯罪の予防、鎮圧または捜査そ

の他の公共の安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれがあるもの

（８）「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人情報、仮名加工情

報（法に規定する仮名加工情報をいう。）および匿名加工情報（法に規定する匿名加工

情報をいう。）のいずれにも該当しないものをいう。

（９）「個人関連情報データベース等」とは、①「個人関連情報」を含む情報の集合物であ

って、特定の個人関連情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的

に構成したもの、または、②これに含まれる「個人関連情報」を一定の規則に従って

整理することにより特定の個人関連情報を容易に検索することができるように体系的

に構成した情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを

有するものをいう。

（10）「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいう。

第第２２章章 組組織織おおよよびび体体制制（（組組織織的的・・人人的的安安全全管管理理措措置置））

（個人情報保護管理体制）

第第３３条条 会長は、本会職制による職員のうちから個個人人情情報報総総括括保保護護管管理理者者を１名任命する。

２ 個個人人情情報報総総括括保保護護管管理理者者は、この規程および個人情報の保護に関する諸法令の定めるとこ

ろに基づき、個人情報保護に関する管理体制および内部規定の整備、安全管理対策等の施策

の立案とその実施について指揮・監督に当たる。

３ 保有個人情報を取り扱う各部室等に、個個人人情情報報保保護護管管理理者者を１名置くこととし、当該部室

等の長またはこれに代わる者をもって充てる。

個人情報保護管理者は、各部室等における保有個人データを適切に管理する任に当たる。

４ 保有個人情報を取り扱う各部室等に、当該部室等の個個人人情情報報保保護護管管理理者者が指定する個個人人情情

報報保保護護担担当当者者を１名以上置く。

個個人人情情報報保保護護担担当当者者は、個個人人情情報報保保護護管管理理者者を補佐し、各部室等における保有個人データ

の管理に関する事務を担当する。

５ 個個人人情情報報総総括括保保護護管管理理者者は、保有個人データの管理に係る重要事項の決定、連絡・調整等

を行うため必要があると認めるときは、関係職員を構成員とする保有個人データの適切な管

理のための委員会を設け、定期または随時に開催する。

（役職員の責務）

第第４４条条 役員および職員は、法律の趣旨に則り、関連する法令および規程等の定めならびに個個

人人情情報報総総括括保保護護管管理理者者、個個人人情情報報保保護護管管理理者者および個個人人情情報報保保護護担担当当者者の指示に従い、保有

個人データを取り扱わなければならない。

２ この場合の職員とは、本会職制による職員、嘱託職員および契約職員その他特別な業務に

従事する者等をいう。
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（報告対象事態への対応）

第第５５条条 保有個人情報の漏えい等に関して報告対象事態が発生した場合の対応は、法律に基づ

き別途定める「個人情報漏えい等対応マニュアル」において定めるところによる。

（教育研修）

第第６６条条 個個人人情情報報総総括括保保護護管管理理者者は、保有個人データの取扱いに従事する職員に対し、保有個

人データの取扱いについて理解を深め、個人データの保護に関する意識の高揚を図るための

啓発その他必要な教育研修を行う。

２ 個個人人情情報報総総括括保保護護管管理理者者は、保有個人データを取り扱う情報システムの管理に関する事務

に従事する職員に対し、保有個人データの適切な管理のために、情報システムの管理、運用

及びセキュリティ対策に関して必要な教育研修を行う。

３ 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、当該部室等の職員に対し、保有個人データの適切な管理のために、

個個人人情情報報総総括括保保護護管管理理者者の実施する教育研修への参加の機会を付与する等の必要な措置を講

ずる。

４ １～３の措置を講ずる場合には、保有個人データの取扱いに従事する職制による職員以外

の職員についても、職制による職員と同様の措置を講ずる。

第第３３章章 物物理理的的安安全全管管理理措措置置

（個人データを取り扱う区域の管理）

第第７７条条 本会は、管理区域および取扱区域を明確にし、それぞれの区域に対し、次の各号に従

い以下の措置を講じる。

①管理区域

入退室管理および管理区域へ持ち込む機器および電子媒体等の制限を行うものとする。

なお、入退室管理については、ＩＣカードシステムの設置による。

②取扱区域

可能な限り壁または間仕切り等の設置をしたり、個人情報保護担当者以外の者の往来が

少ない場所への座席配置や、後ろから覗き見される可能性が低い場所への座席配置等をす

るなど座席配置を工夫等をすることにより、権限を有しない者による個人情報の閲覧等を

防止する。

③情報システムからの遮断

端末の使用に当たっては、保有個人データが第三者に閲覧されることがないよう、使用

状況に応じて情報システムからログオフを行うことを徹底する等の必要な措置を講ずる。

（端末の限定）

第第８８条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、その処理を行

う端末を限定するために必要な措置を講ずる。

（端末の盗難防止等）

第第９９条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、端末の盗難または紛失の防止のため、端末の固定、執務室の
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施錠等の必要な措置を講ずる。

２ 職員は、個個人人情情報報保保護護管管理理者者が必要があると認める場合を除き、端末を外部へ持ち出し、

または外部から持ち込んではならない。

（電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等の防止)

第第1100条条 個人データが記録された電子媒体または書類等の持ち運び（個人データを、管理区域

または取扱区域の外へ移動させることをいい、事業所内での移動等も含まれる。）は、次に

掲げる場合を除き禁止する。なお、「持ち運び」とは、個人データを、管理区域または取扱

区域の外へ移動させることをいい、事業所内での移動等も持ち運びに該当するものとする。

①個人データに係る外部委託先に、委託事務を実施する上で必要と認められる範囲内で情報

を提供する場合

②利用目的の範囲で個人データを利用する場合

２ 前項により個人データが記録された電子媒体または書類等の持ち運びを行う場合には、個

人データの持ち運びに係る記録を行うとともに、 以下の安全策を講じるものとする。

（１）個人データが記録された電子媒体を安全に持ち運ぶ方法

①持ち運び情報の暗号化

②持ち運びデータのパスワードによる保護

③施錠できる搬送容器の使用

④追跡可能な移送手段の利用

（２）個人データが記載された書類等を安全に持ち運ぶ方法

①封緘、目隠しシールの貼付（各部室の事事務務取取扱扱担担当当者者から他の部室の事務取扱担当者に

個人データが記載された書類等を移送する場合を含む。）

（個人データの削除および機器、電子媒体等の廃棄

第第1111条条 個人データの廃棄・削除段階における記録媒体等の管理は、別途定める文書管理規程

によるものとする。

第第４４章章 情情報報シシスステテムムににおおけけるる安安全全確確保保等等

（（技技術術的的安安全全管管理理措措置置））

（アクセス制御）

第第1122条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データ（情報システムで取り扱うものに限る。以下

第13条から第22条（第19条を除く。）において同じ。）の秘匿性等その内容に応じて、パスワ

ード等（パスワード、ＩＣカード、生体情報等をいう。以下同じ。）を使用して権限を識別

する機能（以下「認証機能」という。）を設定する等のアクセス制御のために必要な措置を

講ずる。

２ 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、前項の措置を講ずる場合には、パスワード等の管理に関する定め

の整備（その定期または随時の見直しを含む。）、パスワード等の読取防止等を行うために必

要な措置を講ずる。
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（アクセス記録）

第第1133条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人

データへのアクセス状況を記録し、その記録（以下「アクセス記録」という。）を一定の期

間保存するとともにアクセス記録を定期的に分析するために必要な措置を講ずる。

２ 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、アクセス記録の改ざん、窃取または不正な消去の防止のために必

要な措置を講ずる。

（アクセス状況の監視）

第第1144条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人

データへの不適切なアクセスの監視のため、一定数以上の保有個人データがダウンロードさ

れた場合に警告表示がなされる等の機能の設定、当該機能の定期的確認等の必要な措置を講

ずる。

（管理者権限の設定）

第第1155条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、情報システム

の管理者権限の特権を不正に窃取された際の被害の最小化および内部からの不正操作等の防

止のため、当該特権を最小限とする等の必要な措置を講ずる。

（外部からの不正アクセス等の防止）

第第1166条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、以下の各方法により、保有個人データを取り扱う情報システ

ムを外部からの不正アクセスまたは不正ソフトウェアから保護するものとする。

①情報システムと外部ネットワークとの接続箇所にファイアウォール等を設置し、不正アク

セスを遮断する方法

②情報システムおよび機器にセキュリティ対策ソフトウェア等（ウイルス対策ソフトウェア

等）を導入する方法

③導入したセキュリティ対策ソフトウェア等により、入出力データにおける不正ソフトウェ

アの有無を確認する方法

④機器やソフトウェア等に標準装備されている自動更新機能等の活用により、ソフトウェア

等を最新状態とする方法

⑤ログ等の分析を定期的に行い、不正アクセス等を検知する方法

（不正プログラムによる漏えい等の防止）

第第1177条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、不正プログラムによる保有個人情報の漏えい、滅失または毀

損の防止のため、不正プログラムの感染防止等に必要な措置を講ずる。

（暗号化）

第第1188条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、その暗号化の

ために必要な措置を講ずる。

（入力情報の照合等）
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第第1199条条 職員は、情報システムで取り扱う保有個人データの重要度に応じて、入力原票と入力

内容との照合、処理前後の当該保有個人データの内容の確認、既存の保有個人データとの照

合等を行う。

（バックアップ）

第第2200条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの重要度に応じて、バックアップを作成し、

分散保管するために必要な措置を講ずる。

（情報システム設計書等の管理）

第第2211条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データに係る情報システムの設計書、構成図等の文

書について外部に知られることがないよう、その保管、複製、廃棄等について必要な措置を

講ずる。

（記録機能を有する機器・媒体の接続制限）

第第2222条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人

データの漏えい、滅失または毀損の防止のため、スマートフォン、ＵＳＢメモリ等の記録機

能を有する機器・媒体の情報システム端末等への接続の制限（当該機器の更新への対応を含

む。）等の必要な措置を講ずる。

第第５５章章 個個人人情情報報のの取取得得・・保保有有等等

（利用目的の特定）

第第2233条条 個人情報の取得にあたっては、業務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利

用の目的（以下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。

２ 利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を有すると合理的に認められる

範囲を超えて行ってはならない。

（利用目的の制限）

第第2244条条 個人情報は、前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて保有

してはならない。

２ 前項の規定は 、次に掲げる場合については、適用しない。

（１）法令に基づく場合

（２）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき

（３）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。

（４）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す

ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
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（利用目的の通知等）

第第2255条条 個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速

やかに、その利用目的を本人に通知し、または公表するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約書その他の書面

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場

合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、

本人に対し、その利用目的を明示するものとする。ただし、人の生命、身体または財産の保

護のために緊急に必要がある場合は、この限りでない。

３ 利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、または公表し

なければならない。

４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

（１）利用目的を本人に通知し、または公表することにより本人または第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

（２）利用目的を本人に通知し、または公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利

または正当な利益を害するおそれがある場合

（３）国の機関または地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必

要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、または公表することにより当該事務の

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

（４）取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合

（５）学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研究機関等（大学そ

の他の学術研究を目的とする機関もしくは団体またはそれらに属する者をいう。以下同

じ。）が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人情報を取り

扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利履歴を不当に侵害するおそ

れがある場合を除く。）

（不適正な利用の禁止）

第第2266条条 違法または不当な行為を助長し、または誘発するおそれがある方法により個人情報を

利用してはならないものとする。

（要配慮個人情報の取得）

第第2277条条 取得に当たっては、偽りその他不正な手段により個人情報を取得しないものとする。

２ 要配慮個人情報を取得する場合は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を

得ないで、行ってはならない。

（１）法令に基づく場合

（２）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。

（３）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。

（４）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行
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することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事

務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

（５）当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、 学術研究機関、報道機関、

著述を業として行う者、宗教団体もしくは政治団体 、外国政府、外国の政府機関、外国

の地方公共団体または国際機関、外国における 学術研究機関、報道機関、著述を業とし

て行う者、宗教団体もしくは政治団体に相当する者により法において認められる範囲内で

公開されている場合

（６）本人を目視し、または撮影することにより、その外形上明らかな要配慮個人情報を取

得する場合

（個人データの内容の正確性の確保等）

第第2288条条 個人データは、利用目的の達成に必要な範囲内において、正確かつ最新の状態で管理

するものとする。

２ 個人データは、正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、

当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。

第第６６章章 個個人人情情報報のの第第三三者者提提供供

（個人情報の第三者提供の原則）

第第2299条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得るこ

となく個人データを第三者に提供してはならない。

（１）法令に基づく場合

（２）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき

（３）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。

（４）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事

務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

（５）当該第三者が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人デ

ータを取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵

害するおそれがある場合を除く。）

２ 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、第三者に提供される個人データ（要配慮個人情報、第27条第１項

の規定に違反して取得されたもの、もしくは他の個人情報取扱事業者から法に基づき本項の

方法により提供されたもの（その全部または一部を複製し、または加工したものを含む。）

を除く。以下この項において同じ。）について 、本人の求めに応じて当該本人が識別される

個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に掲げる事項につ

いて、あらかじめ、本人に通知し、または本人が容易に知り得る状態に置くとともに、規則

に定める所定の方法により、個人情報保護委員会に届け出たときは、前項の規定にかかわら
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ず、当該個人データを第三者に提供することができる。

（１）本会の名称、住所および代表者の氏名

（２）第三者への提供を利用目的とすること

（３）第三者に提供される個人データの項目

（４）第三者に提供される個人データの取得方法

（５）第三者への提供の方法

（６）本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止するこ

と。

（７）本人の求めを受け付ける方法

（８）第三者に提供される個人データの更新の方法

（９）当該届出に係る個人データの第三者への提供を開始する予定日

３ 本会は、前項第１号に掲げる事項に変更があったときまたは同項の規定による個人データ

の提供をやめたときは遅滞なく、同項第３号から第５号まで、第７号ないし第９号に掲げる

事項を変更しようとするときはあらかじめ、その旨について、規則で定めるところにより、

本人に通知し、または本人が容易に知り得る状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届

け出なければならない。

４ 本会は、第２項の規定による届出があったときは、規則で定めるところにより、当該届出

に係る事項を公表しなければならない。前項の規定による届け出があった場合も、同様とす

る。

５ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、第１項の規定の適用につ

いては、第三者に該当しないものとする。

（１）個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの

全部または一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合

（２）合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合

（３）特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合で

あって、その旨ならびに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範

囲、利用する者の利用目的ならびに当該個人データの管理について責任を有する者の氏名

または名称および住所ならびに法人にあっては、その代表者の氏名について、あらかじめ、

本人に通知し、または本人が容易に知り得る状態に置いているとき

６ 本会は、前項第３号に規定する個人データの管理について責任を有する者の氏名、名称も

しくは住所または法人にあっては、その代表者の氏名に変更があったときは遅滞なく、同号

に規定する者の利用目的または当該責任を有する者を変更しようとするときは あらかじめ、

その旨について、本人に通知し、または本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。

（外国にある第三者への提供の制限）

第第3300条条 前条にかかわらず、本会が外国（本邦の域外にある国または地域をいう。以下同じ。）

にある第三者に個人データを提供する場合は、前条第１項各号に該当する場合を除き、あら

かじめ当該外国の第三者への提供を認める旨の本人同意を得なければならない。この場合、

あらかじめ本人に対し、①当該外国の名称、②適切かつ合理的な方法により得られた当該外

国における個人データの保護に関する制度に関する情報、および③当該第三者が講ずる個人
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データの保護のための措置に関する情報を提供しなければならない。

２ 前項にかかわらず、当社が 個人の権利利益を保護する上で我が国と同等の水準にあると

認められる個人データの保護に関する制度を有している外国として規則で定める外国にある

第三者に個人データを提供する場合には、前条を適用するものとする。

３ 第１項および前項にかかわらず、外国にある事業者が適切かつ合理的な方法により、法第

４章第１節の規定の趣旨に沿った措置 （以下「相当措置」という。）を講じている場合であ

って、当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を講ずるとと

もに、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供することとされて

いる場合には、前条を適用するものとする。

４ 前項における「適切かつ合理的な方法」、「相当措置」、「第三者による相当措置の継続的な

実施を確保するために必要な措置」、および「本人の求めに応じて当該必要な措置に関する

情報」は、別に規定するところに従う。

（第三者提供をする際の記録）

第第3311条条 本会は、個人データを第三者に提供したときは、第三者提供に係る記録を作成しなけ

ればならない。ただし、当該個人データの提供が第29条第１項各号に該当する場合または同

条６項各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

２ 第三者に個人データの提供をする場合の記録の作成方法は、文書、電磁的記録を用いて作

成する方法によるものとする。

３ 前項の記録は、次項または第５項に該当する場合を除き、第三者に個人データの提供をし

た都度、速やかに作成しなければならない。

４ 第２項の記録は、当該第三者に対し継続的にもしくは反復して個人データの提供（第29条

第２項から第５項までの方法により個人情報の提供を受けた場合を除く。）をしたとき、ま

たは当該第三者に対し継続的にもしくは反復して個人データの提供をすることが確実である

と見込まれるときの記録は、一括して作成することができる。

５ 第２項の記録は、本人に対する物品または役務の提供に関連して当該本人に係る個人デー

タを第三者に提供した場合において、当該提供に関して作成された契約書その他の書面に記

録すべき事項が記載されているときは、当該書面をもって第三者から個人データの提供を受

けたときの記録に代えることができる。

６ 第29条第２項から第５項までに基づき個人データを第三者に提供した場合は以下の事項を

記録するものとする。

①当該個人データを提供した年月日

②当該第三者の氏名または名称その他の当該第三者を特定するに足りる事項（不特定かつ多

数の者に対して提供したときは、その旨）

③当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる事項

④当該個人データの項目

７ 第29条第１項または前条に基づく本人の同意を得て個人データを第三者に提供した場合は

以下の事項を記録するものとする。

①本人の同意を得ている旨

②当該第三者の氏名または名称その他の当該第三者を特定するに足りる事項（不特定かつ多
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数の者に対して提供したときは、その旨）

③当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる事項

④当該個人データの項目

８ 第６項および前項の記載事項のうち、第２項から第５項までの方法により作成した記録（保

存している場合に限る。）に記録されている事項と内容が同一であるものについては、当該

事項の記録を省略することができる。

９ 本会は、第６項から前項までの規定により作成した記録を、以下の場合に応じて、当該記

録を作成した日から所定の期間保存するものとする。

場 合 保存期間

①本人を当事者とする契約書等に 最後に当該記録に係る個人データ

基づく個人データの提供の場合 の提供を行った日から起算して

１年を経過する日までの間

②個人データを継続的にもしくは 最後に当該記録に係る個人データ

反復して提供する場合 の提供を行った日から起算して

３年を経過する日までの間

③上記①または②以外の場合 当該記録を作成した日から３年間

（第三者提供を受ける際の確認および記録）

第第3322条条 本会は、第三者から個人データの提供を受けるに際しては、次に掲げる事項の確認を

行わなければならない。ただし、当該個人情報の提供が第29条第１項各号に該当する場合ま

たは同条６項各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

①当該第三者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては、その代表者（法人でな

い団体で代表者または管理人の定めのあるものにあっては、その代表者または管理人）の

氏名

②当該第三者による当該個人データの取得の経緯

２ 本会は、第三者から個人データの提供を受ける際の確認を行う方法は、確認を行う事項の

区分に応じて、それぞれ次のとおりとする。

場合 方法

①前項１号に該当する事項 個人データの提供を受ける第三者から

申告を受ける方法その他の適切な方法

②前項２号に該当する事項 個人データの提供を受ける第三者から

当該第三者による当該個人データの取得

の経緯を示す契約書その他の書面の提

示を受ける方法その他の適切な方法

３ 前項にかかわらず、第三者から他の個人データの提供を受けるに際して前項の方法による

確認（当該確認について記録の作成および保存をしている場合におけるものに限る。）を行

っている事項の確認を行う場合は、当該事項の内容と当該提供に係る確認事項の内容が同一

であることの確認を行う方法によるものとする 。

４ 本会は、前３項に基づく確認を行ったときは、以下の区分に応じて以下の事項を記録しな
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ければならない。

（１）第29条第２項から第５項までの方法により個人データの提供を受けた場合

①個人データの提供を受けた年月日

②当該第三者の氏名または名称

③当該第三者の住所

④当該第三者が法人である場合は、その代表者（法人でない団体で代表者または管理人の

定めのあるものにあっては、その代表者または管理人）の氏名

⑤当該第三者による当該個人データの取得の経緯

⑥当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる事

項

⑦当該個人データの項目

⑧法に基づき個人情報保護委員会による公表がされている旨

（２）第29条第１項または 第29条第１項に基づく本人の同意を得て個人データの提供を受

けた場合

①本人の同意を得ている旨

②当該第三者の氏名または名称

③当該第三者の住所

④当該第三者が法人である場合は、その代表者（法人でない団体で代表者または管理人の定

めのあるものにあっては、その代表者または管理人）の氏名

⑤当該第三者による当該個人データの取得の経緯

⑥当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる事項

⑦当該個人データの項目

（３）個人情報取扱事業者ではない第三者から提供を受けた場合

①当該第三者の氏名または名称

②当該第三者の住所

③当該第三者が法人である場合は、その代表者（法人でない団体で代表者または管理人の定

めのあるものにあっては、その代表者または管理人）の氏名

④当該第三者による当該個人データの取得の経緯

⑤当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる事項

⑥当該個人データの項目

５ 前項各号の記載事項のうち、既に作成した記録（保存している場合に限る。）に記録され

ている事項と内容が同一であるものについては、当該事項の記録を省略することができる。

６ 第４項の記録は、次項または第８項に該当する場合を除き、第三者から個人データの提供

を受けた都度、速やかに作成しなければならない。

７ 第４項の記録は、当該第三者から継続的にもしくは反復して個人情報の提供（第29条第２

項から第５項までの方法により個人データの提供を受けた場合を除く。）を受けたとき、ま

たは当該第三者から継続的にもしくは反復して個人データの提供を受けることが確実である

と見込まれるときの記録は、一括して作成することができる。

８ 第４項の記録は、本人に対する物品または役務の提供に関連して第三者から当該本人に係

る個人データの提供を受けた場合において、当該提供に関して作成された契約書その他の書
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面に記録すべき事項が記載されているときは、当該書面をもって第三者から個人情報の提供

を受けたときの記録に代えることができる。

９ 本会は、第４項また第５項により作成した記録を、前条第９号の場合に応じて、当該記録

を作成した日から所定の期間保存するものとする。

（個人関連情報取扱事業者から個人関連情報を個人データとして取得することが想定される場

合）

第第3333条条 本会は、個人関連情報取扱事業者から提供を受ける個人関連情報（個人関連情報デー

タベース等を構成するものに限る。以下同じ｡）を個人データとして取得することが想定さ

れる場合は､第29条第１項各号に掲げる場合を除き、当該個人データに関して識別される本

人から、当該個人関連情報取扱事業者から個人関連情報の提供を受けて本人が識別される個

人データとして取得することを認める旨の同意を取得するものとする。

２ 本会は、偽りその他不正の手段により、個人関連情報を個人情報として取得してはならな

い。

３ 前項の本人の同意の取得は、本人から同意する旨を示した書面や電子メールを受領する方

法、確認欄へのチェックを求める方法によるものとする。ウェブサイト上で同意を取得する

場合は、単にウェブサイト上に本人に示すべき事項を記載するのみでは足りず、それらの事

項を示した上でウェブサイト上のボタンのクリックを求める方法等によるものとする。

４ 本会は、個人関連情報の提供元である個人関連情報取扱事業者から第１項の同意を取得し

たことの確認が求められた場合は、口頭、書面その他適切な方法で申告するものとする。こ

の場合、本会は、当該個人情報取扱事業者に対して、当該確認に係る事項を偽ってはならな

いものとする。

５ 本会は、個人関連情報の提供を受けて個人データとして取得する際は、「当該第三者（提

供元の個人関連情報取扱事業者）の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては、そ

の代表者の氏名」を確認しなければならない。確認方法は、提供元の個人関連情報取扱事業

者から申告を受ける方法その他の適切な方法によるものとする。既に当該確認方法により確

認を行い、次項に規定する方法により作成し、かつ、その時点において記録している記録に

記録された事項と同一であるものについては、当該事項の確認を省略することができる 。

６ 個人情報取扱事業者である提供先の第三者は、第１項の規定による個人関連情報の提供（第

29条第１項各号に該当する場合を除く。）を受けて個人データとして取得する場合は、以下

のとおり記録するものとする。

（１）記録をする媒体

個人情報取扱事業者である提供先の第三者は、記録を、文書、電磁的記録を用いて作成

しなければならない。

（２）記録を作成する方法

ア）原則

原則として、個人関連情報の提供を受けて個人データとして取得する都度、速や

かに、記録を作成しなければならない。

イ）一括して記録を作成する場合

一定の期間内に特定の事業者から継続的にまたは反復して個人関連情報の提供を
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受けて個人データとして取得する場合は、個々の提供に係る記録を作成する代わり

に、一括して記録を作成することができる。

ウ）契約書等の代替手段による方法

本人に対する物品または役務の提供に係る契約を締結し、かかる契約の履行に伴

って、当該本人に係る個人関連情報の提供を受けて個人データとして取得する場合

は、当該契約書その他の書面をもって記録とすることができる。

（３）記録事項

①本人の同意が得られている旨

②当該第三者の氏名または名称及び住所ならびに法人の場合は、その代表者の氏名

③当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足り

る事項

④当該個人関連情報の項目

（４）記録事項の省略

上記（２）の方法により作成した記録（現に保存している場合に限る。）に記録され

た事項と内容が同一であるものについては、当該事項の記録を省略することができる 。

７ 前項により作成した記録の保存期間は以下のとおりとする。

場 合 保存期間

①本人に対する物品または役務の 最後に当該記録に係る個人データ

提供に関連して当該本人に係る の提供を行った日から起算して

個人データの提供を受けた場合 １年を経過する日までの間

（契約書等の代替手段の方法

により記録を作成した場合）

②当該第三者から継続的にもしく 最後に当該記録に係る個人データ

は反復して個人データの提供（オ の提供を行った日から起算して

プトアウトの方法による提供を ３年を経過する日までの間

除く）を受けたとき、または当

該第三者から継続的にもしくは

反復して個人データの提供を受け

ることが確実であると見込まれ

る場合（一括して記録を作成す

る方法により記録を作成した場

合）

③上記①または②以外の場合 ３年間

（個人データの取り扱いの委託）

第第3344条条 個人情報保護管理者は、保有個人データの取扱いに係る業務を外部に委託する場合に

は、個人データの適切な管理を行う能力を有しない者を選定することがないよう、必要な措

置を講ずる。また、契約書に、次に掲げる事項を明記するとともに、委託先における責任者

および業務従事者の管理および実施体制、個人データの管理の状況についての検査に関する

事項等の必要な事項について書面で確認する。
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（１）個人データに関する秘密保持、目的外利用の禁止等の義務

（２）再委託の制限または事前承認等再委託に係る条件に関する事項

（３）個人データの複製等の制限に関する事項

（４）個人データの漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項

（５）委託終了時における個人データの消去及び媒体の返却に関する事項

（６）違反した場合における契約解除、損害賠償責任その他必要な事項

２ 保有個人データの取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、委託する保有個人データ

の秘匿性等その内容に応じて、委託先における個人データの管理の状況について、定期的検

査等により確認する。

３ 委託先において、保有個人データの取扱いに係る業務が再委託される場合には、委託先に

第１項の措置を講じさせるとともに、再委託される業務に係る保有個人データの秘匿性等そ

の内容に応じて、委託先を通じて、または委託元自らが前項の措置を実施する。保有個人デ

ータの取扱いに係る業務について再委託先が再々委託を行う場合以降も同様とする。

４ 保有個人データの取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働者派遣

契約書に秘密保持義務等個人データの取扱いに関する事項を明記する。

５ 個人情報総括保護管理者は、上記の事項が確実に履行される場合に限り、外部への委託を

認めるものとする。

（本人以外から間接的に個人データを取得した場合の措置）

第第3355条条 本人以外から間接的に個人データを取得した場合（公刊された名簿や電話帳など公開

情報から取得した場合を含む）は、法律に定める例外を除き、すみやかにその利用目的を通

知または公表するものとする。ただし、次の各号に該当する場合は、この限りではない。

（１）個人データの提供について本人から同意を得ている者から取得する場合

（２）個人データの取り扱いを委託される場合

（個人情報の安全管理対策）

第第3366条条 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、個人データへの不正アクセス、個人データの紛失、破壊、改

ざんおよび漏えい等に対して、必要な安全管理対策を講じるものとする。

２ 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人デー

タにアクセスする権限を有する者をその利用目的を達成するために必要最小限の職員に限

る。

３ アクセス権限を有しない職員は、保有個人データにアクセスしてはならない。

４ 職員は、アクセス権限を有する場合であっても、業務上の目的以外の目的で保有個人デー

タにアクセスしてはならない。

５ 職員は、業務上の目的で保有個人データを取り扱う場合であっても、次に掲げる行為につ

いては、個人データ保護管理者の指示に従い行う。

（１）保有個人データの複製

（２）保有個人データの送信

（３）保有個人データが記録されている媒体の外部への送付または持出し

（４）その他保有個人データの適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為
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６ 職員は、個個人人情情報報保保護護管管理理者者の指示に従い、保有個人データが記録されている媒体を定め

られた場所に保管、施錠等を行う。

７ 職員は、保有個人データまたは保有個人データが記録されている媒体（端末およびサーバ

に内蔵されているものを含む。）が不要となった場合には、個個人人情情報報保保護護管管理理者者の指示に従

い、当該保有個人情報の復元または判読が不可能な方法により当該情報の消去又は当該媒体

の廃棄を行う。

８ 個個人人情情報報保保護護管管理理者者は、保有個人データの秘匿性等その内容に応じて、台帳等を整備して、

当該保有個人データの利用および保管等の取扱いの状況について記録する。

第第７７章章 保保有有個個人人デデーータタのの開開示示・・訂訂正正・・利利用用停停止止・・消消去去

（個人情報保護窓口の設置等）

第第3377条条 保有個人データの開示請求、訂正請求、利用停止請求およびその他相談等に対応する

窓口として、個人情報保護相談窓口（以下「相談窓口」という。）を総務部に置き、本会に

おける個人情報の取扱い等に係る相談等の受付および事務を行うものとする。

（保有個人データに関する事項の公表等）

第3388条条 本会は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、 「個人情報保護基本方

針」と一体としてインターネットのホームページでの常時掲載を行うこと（第３号について

は、「保有個人データの開示等の請求手続」としてホームページに掲載する。）、または事務

所の窓口等での掲示・備付け等を行うこととする。

（１）本会の名称、住所および代表者の氏名

（２）全ての保有個人データの利用目的（第25条第４項第１号から第３号までに該当する場

合を除く。）

（３）利用通知の求め（次項または開示請求（次条第１項、同条第５項において準用する場

合を含む。）、訂正等の請求（第36条第１項）、利用停止等の請求（第36条第１項、第２項、

第４項に応じる手続

（４）保有個人データの安全管理のために講じた措置（本人の知り得る状態（本人の求めに

応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置くことにより当該保有個人データの安全管理

に支障を及ぼすおそれがあるものを除く。）

（５）本会が行う保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先

２ 本会は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を求められた

ときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知するものとする。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合は、この限りでない。

（１）前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合

（２）第25条第４項第１号から第３号までに該当する場合

３ 本会は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しない旨の決定

をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。

（保有個人データの開示）
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第第3399条条 本人からの当該本人が識別される保有個人データ開示の請求の方法は、①電磁的記録

の提供による方法、②書面の交付による方法、③その他本会が定める方法とする。

２ 本会は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示に係る請求を受けたとき

は、当該本人が請求した方法（当該方法による開示に多額の費用を要する場合その他の当該

方法による開示が困難である場合にあっては、書面の交付による方法）により、遅滞なく、

当該保有個人データを開示するものとする。ただし、開示することにより次の各号のいずれ

かに該当する場合は、その全部または一部を開示しないことができる。

（１）本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

（２）本会の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合

（３）他の法令に違反することとなる場合

３ 本会は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部もしくは 一部について開

示しない旨の決定をしたとき、または第１項の規定により本人が請求した方法による開示が

困難であるときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。この場合、本会

は本人に対して、当該通知においてその理由を説明するものとする。

４ 他の法令の規定により、本人に対し第１項本文に規定する方法に相当する方法により当該

本人が識別される保有個人データの全部または一部を開示することとされている場合には、

当該全部または一部の保有個人データについては、同項の規定は、適用しない。

５ 第１項から第３項までの規定は、当該本人が識別される個人データに係る第31条第１項お

よび第31条第３項の記録（次の各号に掲げるものを除く。以下「第三者提供記録」という。）

について準用する。

（１）当該記録の存否が明らかになることにより、本人または第三者の生命、身体または財

産に危害が及ぶおそれがあるもの

（２）当該記録の存否が明らかになることにより、違法または不当な行為を助長し、または

誘発するおそれがあるもの

（３）当該記録の存否が明らかになることにより、国の安全が害されるおそれがあるもの

（４）当該記録の存否が明らかになることにより、犯罪の予防、鎮圧または捜査その他の公

共の安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれがあるもの

（保有個人データの訂正等）

第第4400条条 本会は、当該本人が識別される保有個人データの内容が事実でないことを理由に当該

本人から訂正、追加または削除（以下「訂正等」という。）に係る請求を受けた場合には、

その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、

利用目的の達成に必要な範囲において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当

該保有個人データの内容の訂正等を行うものとする。

２ 本会は、前項の請求に係る保有個人データの内容の全部または一部について訂正等を行っ

たとき、または訂正等を行わない旨を決定したときは、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂

正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知するものとする。この場合、本会は本人に

対して、当該通知においてその理由を説明するものとする。

（保有個人データの利用停止等）
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第第4411条条 本会は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが、第23条の規定（利用目

的による制限）に違反して取得されているという理由、第25条の規定（不適正な利用の禁止）、

第26条（適正な取得の規定に違反して取り扱われたものであるという理由によって、当該保

有個人データの利用の停止、消去（以下、本条において「利用停止等」という。）に係る請

求を受けた場合であって、利用停止等に理由があることが判明したときは、違反を是正する

ために必要な限度で、遅滞なく、保有個人データの利用停止等を行うものとする。ただし、

利用停止等を行うことに多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場

合であって、当該本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、

この限りではない。

２ 本会は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第28条第１項または第29条の

規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人データの第三者

への提供の停止に係る請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明したと

きは、遅滞なく、当該保有個人データの提供を停止するものとする。ただし、当該保有個人

データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止す

ることが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置

をとるときは、この限りでない。

３ 本会は、第１項の規定に基づき求められた保有個人データの全部もしくは一部について利

用停止等を行ったときもしくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、または前項の規

定に基づき求められた保有個人データの全部もしくは一部について第三者への提供を停止し

たときもしくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、

その旨を通知するものとする。この場合、本会は本人に対して、当該通知においてその理由

を説明するものとする。

４ ①当該本人が識別される保有個人データを本会が利用する必要がなくなった場合、②当該

が識別される保有個人データに係る第９条（情報漏えい事態への対応）に規定する事態のう

ち、法の規定に違反する事態が生じた場合その他当該本人が識別される保有個人データの取

扱いにより当該本人の権利または正当な利益が害されるおそれがある場合であって、本人か

ら 当該保有個人データの利用停止等または第三者への提供の停止に係る請求があった場合、

これに応じるものとする 。

５ 本会は、本人から前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理由があるこ

とが判明したときは、本人の権利利益の侵害を防止するために必要な限度で、遅滞なく、当

該保有個人データの利用停止または第三者への提供の停止を行うものとする。ただし、当該

保有個人データの利用停止等または第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他

の利用停止等または第三者への提供の停止を行うことが困難な場合であって、本人の権利利

益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。

（開示等の請求用に応じる手続）

第第4422条条 本会は、利用通知の求めは開示請求、訂正等の請求、利用停止等の請求（以下「開示

等の請求等」という。）に関する手続については、別に定めるものとする。

第第８８章章 雑雑 則則
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（相談窓口等）

第第4433条条 この規程に基づく個人データの保護管理に関する業務および苦情、相談窓口の担当部

署は、総務部とする。

（罰則）

第第4444条条 この規程に違反した従業員に対しては、就業規則に基づき懲戒に処することがある。

（運用細則）

第第4455条条 この規程の運用のために必要な細則等は別途定めるものとする。

附 則

この規程は、平成17年４月１日に遡り施行する。

この改正は、平成27年７月23日より施行する。

この改正は、平成28年４月１日に遡り施行する。

改正 平成23年２月24日

改正 平成27年７月23日

改正 平成29年１月19日

この改正は、平成29年４月１日に遡り施行する。

改正 平成29年６月13日

この改正は、令和４年４月１日に遡り施行する。

改正 令和４年６月７日
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